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（参考）中小企業の特定ものづくり基盤技術の高度化に関する指針の改正経緯 

 

平成１８年６月２０日 策定（１７技術） 

平成１９年２月１３日 粉末冶金に係る技術、溶接に係る技術を追加（１９技術） 

平成２０年２月１５日 溶射に係る技術を追加（２０技術） 

平成２１年２月１３日 ９技術を改正 

           （組込みソフトウェアに係る技術、金型に係る技術、電子

部品・デバイスの実装に係る技術、プラスチック成形加

工に係る技術、粉末冶金に係る技術、鍛造に係る技術、

鋳造に係る技術、金属プレス加工に係る技術、熱処理に

係る技術） 

平成２４年４月１２日 全２０技術を改正し、４技術の名称を変更 

           （溶射・蒸着に係る技術、部材の締結に係る技術、繊維加

工に係る技術、真空に係る技術） 

            冷凍空調に係る技術、塗装に係る技術を追加（２２技術） 

平成２６年２月１０日 全技術を抜本的に改正（１１技術） 

           （情報処理に係る技術、精密加工に係る技術、製造環境に

係る技術、接合・実装に係る技術、立体造形に係る技術、

表面処理に係る技術、機械制御に係る技術、複合・新機

能材料に係る技術、材料製造プロセスに係る技術、バイ

オに係る技術、測定計測に係る技術） 

平成２７年２月９日  デザイン開発に係る技術を追加（１２技術） 



 

○経済産業省告示第１４号 

 中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律（平成１８年法律第

３３号）第３条第１項の規定に基づき、平成２６年経済産業省告示第２５号

（中小企業の特定ものづくり基盤技術の高度化に関する指針）の全部を次の

ように改正する。 

平成２７年２月９日        経済産業大臣 宮沢 洋一 

  



 

中小企業の特定ものづくり基盤技術の高度化に関する指針 

 

  この指針は、中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律（以下「法」

という。）第３条の規定に基づき、「特定ものづくり基盤技術の高度化全般にわた

る基本的な事項（同条第２項第１号）」、「個々の特定ものづくり基盤技術ごとに、

達成すべき高度化目標（同項第２号）」、「個々の特定ものづくり基盤技術ごとに、

高度化目標の達成に資する特定研究開発等の実施方法（同項第３号）」及び「個々

の特定ものづくり基盤技術ごとに、特定研究開発等を実施するに当たって配慮すべ

き事項（同項第４号）」を定めるものである。 

  経済産業大臣は、本指針に照らし、特定研究開発等計画の認定を行うこととする。 

 

一 特定ものづくり基盤技術の高度化全般にわたる基本的な事項 

我が国製造業は国内雇用や貿易立国を支えてきた基幹産業である。１９８

０年代には、「ジャパン・アズ・ナンバーワン」と言われ、世界の中で抜群

の競争力を発揮してきた。また、裾野が広く、経済全体への波及効果が大き

い産業であることから、雇用と生産の両面において、我が国経済の基幹産業

としての役割を果たしてきた。 

一方、新興国企業の躍進や製品のコモディティ化により、激しい価格競争

が引き起こされ、我が国が得意としてきた「高品質・高信頼性」に基づく競

争力は、環境の変化に直面している。こうした環境の変化や長らく続いた円

高などにより、エレクトロニクス産業を中心に海外生産は伸びているものの

国内生産は頭打ちとなり、我が国製造業が強みとしてきた現場力の中長期的

な低下が懸念されている。こうした構造の揺らぎに対処すべく、我が国製造

業は、自らの強み、国内外におけるものづくりのあるべき役割分担等を踏ま

え、中長期に持続する競争力を再構築する必要がある。 

製造業の産業構造を見ると、９９％以上が中小企業・小規模事業者から構

成されている。こうした企業の中には、研究開発型の企業、完成品生産型の

企業、部品製造に特化した企業、特有の加工技術を保有する企業等、高度な

技術を持つ企業も多い。我が国においては、そのような優れた技術を有する

中小企業・小規模事業者が、大企業とともに多段階の階層を成して存在し、

各階層間、階層内で業種を超えた活発な取引が行われている。中でも、今回

法に基づき指定された特定ものづくり基盤技術を有する中小企業・小規模事

業者（以下「川上中小企業者等」という。）は、多様化する消費者や社会に

おいて増大するニーズをとらえた付加価値の高い最終製品を企画・設計する

企業等（以下「川下製造業者等」という。）と緊密に連携し、我が国のもの

づくりの根幹を支えている。今後、川上中小企業者等は、技術水準の維持・



 

継承のみならず、その持てる機動力、柔軟性、ネットワークを駆使して、例

えば多品種少量生産などの顧客ニーズへ迅速にきめ細かく対応する「対応力」

や、需要側の要請を咀嚼し、技術や加工法を最大限に活用する「課題解決力」

を強化していくことが求められる。 

すなわち、川下製造業者等の高度な要求にひたむきに応えることで競争力

の源泉を支えてきた川上中小企業者等から、川下製造業者等のニーズを抽象

度が高い段階から的確に捉え、自らが有する技術に基づいて、ものづくりを

大局的・主体的視点から提案できる川上中小企業者等への革新である。その

ためには、川上中小企業者等自身が、自社の強みとなる技術を見つめ直し、

川下製造業者等に対して、どのような「用途」を提供できる技術なのかを再

認識する必要がある。  

このような視点に立ち、今般、特定ものづくり基盤技術を需要側からのニ

ーズに対して提供する「用途」の視点から技術を再整理することとした。こ

れに伴い、製造業で胎動しつつある新しい産業構築の一助となるとともに、

我が国製造業の国際競争力の向上を図っていく。特に、医療・健康分野、環

境・エネルギー分野、航空宇宙分野などの成長分野への中小企業・小規模事

業者の参入を促し、様々な最終製品や部品の製造工程においてその技術が活

用されることで、競争力の強化につながるものと考えられる。また、輸送機

械、電気機械、一般機械、精密機械等の我が国の経済を支える広範な製造業

においても、総合的な国際競争力を発揮するためには、特定ものづくり基盤

技術の高度化を図ることが極めて重要である。 

本指針では、我が国製造業の国際競争力の強化及び新たな事業の創出に特

に資する特定ものづくり基盤技術ごとに、市場における川下製造業者等の課

題やニーズと、それに対応した高度化の目標、さらにその高度化の目標を達

成するために必要な研究開発の方向性を体系的に整理することとする。また、

事業者が効率的、効果的に技術開発を実施することができるよう、技術別に

川下製造業者等や研究機関との連携の重要性や、環境負荷抑制等に関する事

項についても対象とする。さらに、人材確保・育成、技術・技能の継承、取

引慣行の在り方等、特定ものづくり基盤技術の高度化に深く関係する環境整

備的な側面についても整理を行う。 

  



 

二 個々の特定ものづくり基盤技術ごとの事項 

（一）デザイン開発に係る技術に関する事項 

１ デザイン開発に係る技術において達成すべき高度化目標 

（１）当該技術の現状 

当該技術は、製品の審美性、ユーザーが求める価値、使用によって得

られる新たな経験の実現・経験の質的な向上等を追求することにより、

製品自体の優位性のみならず、製品と人、製品と社会との相互作用的な

関わりも含めた価値創造に繋がる総合的な設計技術である。 

デザインの優劣によって製品の売上が大きく変化するなど、当該技術

は、マーケットに直接影響を与え得る重要性の高い技術である。さらに、

製品の形状・質感の改善や操作性・安全性の向上による個々の製品とし

ての機能向上に加えて、製品とユーザーとの関係性や心地良さ、使用環

境との調和を分析することで、製品とユーザーとの新たな関係の提案に

よる生活スタイルの革新、製品とサービスの融合による新しいビジネス

モデルの創出等、コトづくりへの波及効果がある。加えて、高齢化等の

社会的課題への対応に際しても重要な役割を担うと考えられる。 

一般市場向け製品開発においてユーザーに訴求する事項は、川下製造

業者等が主体的に決定するケースが多いが、川上中小企業者等が下請構

造を脱して、市場に近い事業領域を目指すためには、当該技術の獲得・

高度化が極めて重要な課題となる。 

当該技術の川下製造業者等の産業分野としては、全ての産業分野が横

断的に該当すると考えられるが、特に製品の価値向上におけるデザイン

が重視される分野として衣料品・日用品等の産業分野が挙げられる。ま

た、自動車等の輸送機械分野、ロボット分野でもデザインの重要度は高

く、これまでは川下製造業者等が主体的に担っているものの、川上中小

企業者等が当該技術の高度化に取り組むことにより、製品等の消費者へ

の認知度の向上、川下製造業者等への波及効果が期待される。 

さらに情報家電分野等では、単なる製品の形状・操作性の設計だけで

はなく、新しいコンテンツや情報通信ネットワーク等のサービスとの融

合によって消費者の生活スタイルをデザインするという広い視点から、

当該技術の重要性が高まっている。 

 

（２）当該技術の将来の展望 

グローバル化の進展や企業間競争の激化のなか、川上中小企業者等が

市場で存在感を保ち、生き残っていくためには、消費者や川下製造業者

等に対して製品の魅力を独自に提案できる企画力・提案力が求められて



 

いる。消費者市場に近い事業領域にあっては、機能性や経済性に加えて、

ユーザーが求める価値・経験を捉えることが重要である。 

しかしながら、川上中小企業者等は、加工技術や成形技術の保有、審

美性の追求など、単一領域における強みがあったとしても、市場分析か

ら周辺技術の調査・課題発見、様々な領域における必要な研究開発、試

作、知的財産権（特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権等）の

取得及び取扱い等、製品設計を総合的に実施する体力に課題を抱えてい

る場合が多い。また、川上中小企業者等は川下製造業者等に比べ、価値

創出の上で重要な役割を担っていたとしても、立場上その取組に対する

適切な評価がなされにくいことも課題に挙げられる。このため、デザイ

ン開発技術の高度化を進めるにあたっては、常に市場ニーズを意識する

ことに加え、求めるリソースを持つ者と任意に連携しながら製品開発を

促進することが求められる。 

 

（３）川下分野横断的な共通の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える共通の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

①川下製造業者等の共通の課題及びニーズ 

ア．審美性・感性価値の向上 

ユーザーを魅了する製品づくりにおいて、審美性の向上に対する

ニーズが高い。従来のものづくりでは、このような直接ユーザーに

訴求する事項は、川下製造業者等が主体的に決定するケースが多か

ったが、近年では川上中小企業者等の側から、審美性に優れた製品

や部品を提案することが求められている。 

イ．ユーザーが求める価値・経験の実現 

素材、部品や製品に対して、設計理論に基づいた形状や構造の最

適化等が求められるが、加えて、製品の使用によって得られるユー

ザーエクスペリエンス、サービス価値の向上のためにも、ユーザー

視点に立った価値・経験を実現することが求められる。例えば、当

該技術の高度化による、空気抵抗を極限まで低減する流線型形状の

構造や限られた空間に微細な部品を最適に組み込んだ製品等の開

発は、製品そのものの機能の向上に加え、ユーザーの満足感を高め

る効果も期待できる。また、人間工学に基づくデータを活用するこ

とで、使用時のユーザーエクスペリエンスを定量的に分析し、製品

を高機能・高性能化するような取組もでき、重要性が高まると考え



 

られる。 

ウ．製品・サービスのユーザビリティ 

ユーザーが容易かつスムーズに製品等を使用できるよう、操作性

・機能性の向上が求められる。特に、一般のユーザーが使用する製

品や操作が複雑な機器等にあっては、マニュアルを参照しなくても

直感的に操作ができるような工夫や、操作方法等が視覚的に認識で

きる技術を活用することにも高いニーズがある。 

また、障害者や高齢者なども含め、全てのユーザーにとって使い

勝手が良い設計、すなわちユニバーサルデザインに配慮した対応も

求められる。 

エ．製品の安全性・品質の安定性 

川下製造業者等のみならず消費者や社会全体からの製品の安全

性及び品質の安定性に関する要求水準は高まっており、想定される

あらゆるリスクに備えた安全設計への取組が求められる。 

なかでも、幼児等による想定外の使用に対する安全性の確保・向

上や、長期使用や劣悪な使用環境に起因する故障時に製品が安全サ

イドに機能を停止するフェールセーフ設計が重要な課題である。さ

らに、設計、生産工程や使用時の外乱に対して品質の安定化を図る

ために、製造工数の削減やロバスト設計が求められる。 

オ．環境負荷への対応 

ものづくりに課せられる環境への責任は年々強まりと広がりを

見せている。持続可能な社会の実現を目的として、設計、生産、使

用、廃棄、リサイクル等製品のライフサイクル全体を通じた環境負

荷の低減が社会的な課題となっている。そのため設計からリサイク

ルに至る全ての工程において、環境負荷低減につながる配慮、取組

が求められる。 

カ．ブランド化 

当該技術によって審美性、安全性・品質、操作性等を確保・向上

したとしても、消費者に直接訴求しなければ、満足感・魅力の向上、

他者との差異化には繋がらない。そのためにはものやサービスの価

値を無意識に認識できるブランドを確立することが重要であり、デ

ザイン開発の高度化と連携して、製品を購買する影響要因へのアプ

ローチが必要である。 

 

②高度化目標 

ア．審美性・感性価値の向上 



 

審美性・感性価値は、ユーザーの感受性や価値観等に深く関わる

事項であり、本来、工学的な手法だけでは高度化を図ることは難し

い。そのため、デザインへの取組に対する目利きの確保が重要であ

る。また、審美性・感性価値の向上のためには、試作段階において

試行錯誤の中で、ユーザーニーズに対応していくことが重要であ

る。そのため、試作プロセス効率化はユーザーニーズに迅速に対応

する上で重要な役割がある。具体的には、３次元ＣＡＤ（Computer 

Aided Design）ソフトウェアの高度化、コンピュータによる操作シ

ミュレーションの活用、モックアップ試作の効率化等が有効であ

る。 

また、保有技術の評価、コンセプトの確立、ユーザーの共感の定

量的な測定も当該技術の高度化のための有効な手法である。様々な

マーケティング手法を駆使することで、形状、色彩、質感、装着感

といった感性価値を的確に把握し、デザインにフィードバックす

る。 

イ．ユーザーが求める価値・経験の実現 

ユーザーが求める価値・経験を、コストも含めた最適なバランス

で実現するためには、設計理論に加えて、ユーザーエクスペリエン

ス等を製品開発に反映させることや、人間工学等に基づく定量的な

分析、短納期開発、フレキシブル生産、サービス価値によるユーザ

ーニーズへの対応等を製品開発に活用していくことが有効である。 

    ウ．製品・サービスのユーザビリティ向上 

操作性や使用感の向上のためには、試作品開発と使用テスト等を

通じた試行錯誤が想定されるが、人間工学等の学術に裏打ちされた

手法と人体寸法や運動能力・操作能力などに関するデータベースを

活用することで、その効率化を図ることができる。 

さらに、ユニバーサルデザインに基づいて、全てのユーザーにと

って利便性や認知性が高い製品を設計することも有効である。特に

障害者や高齢者など特定のユーザーを想定した製品やそのデザイ

ンにおいては、個々のニーズに配慮して製品や部品のカスタマイ

ズ、サービスの提供を行うことでユーザーの利便性が向上し、満足

度の向上が見込まれることから、ユーザーニーズに応じて、製品・

サービスの差別化、標準化を行う。 

エ．製品の安全性・品質の安定性の向上 

過去の製品事故に関するデータベースを参照することで、製品や

部品に潜む潜在的なリスクを推定することができる。ＩＴ



 

（Information Technology）活用によるリスク分析や安全設計によ

り、製品事故を未然防止し、製品の安全性を向上させる。生産工程

のシミュレーションによって生産時の不良品の発生を抑制し、使用

時における外乱の影響をシミュレーションすることで劣悪環境下

の使用でも製品や部品の機能を保持できる品質安定性を実現する。 

さらに、部品に不具合が生じた場合の製品全体、想定外の使用も

含め、製品が使われる場面を、様々な観点からシミュレーションす

ることで、不具合発生時に安全サイドで機能を停止するフェールセ

ーフ設計を実現する。 

オ．環境負荷の低減 

形状に起因する空気抵抗の低減等、デザインは製品の環境負荷低

減への貢献の重要な要因となっている。生産工程の簡素化、原料使

用量の削減、廃棄段階におけるリサイクル性への配慮がされた設計

は、製品のライフサイクル全般に渡る環境負荷を低減する。 

このために、部品・製品設計の初期の段階からＣＡＤ、ＣＡＭ

(Computer Aided Manufacturing) 、 Ｃ Ａ Ｅ (Computer Aided 

Engineering)等の技術を活用して製品のライフサイクル全体を検

証するとともに、特に生産プロセスのデザインにおいては、部品や

製品のデザイン変更に容易に対応できるよう柔軟性が高い生産現

場を実現する。 

カ．ブランド化 

上記の高度化によるデザインで市場に大きなインパクトを与え

るためには、マーケティング等によりその個性を訴えることが重要

である。そのためにもユーザーの潜在的なニーズにも対応できるよ

うな製品のターゲティング手法の開発や、統一感のあるデザインに

よる製品のブランド化を図ることが有効であり、このような考え方

を戦略的な企業経営に活用する。 

 

（４）川下分野特有の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える特有の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

１）医療・健康分野に関する事項 

医療ニーズの多様化や医療技術の高度化に伴い医療機器等に対する

開発ニーズは増大している。低侵襲治療を支援する医療器具、医療用人

工部品等は、材質的に人体への影響が少ない等安全性に加えて、形状・



 

触感等における装着感や肌触り等をはじめとした人体との親和性、術中

に的確かつ繊細な操作をするための操作系の形状や、器具の軽量化とい

ったことが求められる。このようなデザインは医療等の分野の高度化に

資する重要な技術である。 

さらに、介護機器等の福祉用具においては、高齢者の自立支援や介護

実施者、被介護者双方の負担の軽減に資するためのロボット介護機器等

の開発ニーズが高まっており、介護、福祉サービスの質の向上を支える

上でデザイン技術の向上が重要となる。また、誤作動が生命に重大なリ

スクを招くため、フェールセーフ設計を徹底するとともに、ユーザーの

操作の安全性を高めることが求められる。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．製品の安全性、使用時の安全措置 

イ．操作性や装着感等のユーザビリティの向上 

②高度化目標 

ア．人体への安全性の実現とフェールセーフの徹底 

イ．人間工学・生理学等の理論に基づく高いユーザビリティの実現 

 

２）環境・エネルギー分野に関する事項 

社会システム全体の中で、エネルギー消費や環境負荷の最小化が期待

されている中、環境適合設計によるエネルギー効率の向上・低環境負荷

性等の実現が求められている。 

また、エネルギーシステムにおけるユーザーによる誤操作の防止、不

具合を重大事故に繋げないための冗長性の確保等、人間工学等を活用し

た安全性向上やシステムの多重化なども求められている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．エネルギー効率向上 

イ．劣悪な使用環境下における耐久性の向上 

ウ．ユーザーによる誤操作の防止 

エ．冗長性の確保によるシステム安定性の向上 

②高度化目標 

ア．大規模なシミュレーションによるシステム全体の挙動検証 

イ．通常運転時における操作性の向上と異常時への対処 

ウ．システムの多重化 

 

３）航空宇宙分野に関する事項 

航空宇宙分野においては、安全性の確保が最重要課題である。操縦者



 

の誤操作を徹底的に排除するための機器の操作性、計器の視認性の向

上、フライ・バイ・ワイヤなどの電子制御で使用される電子部品の高信

頼設計等が求められる。また、乱気流による急な揺れなどの事態に備え、

座席やワゴン等の備品の堅牢化や安定性の向上が求められる。さらには

損傷が発生した際の飛行の継続を確保する設計も重要である。他方、搭

乗者の快適性の向上も重要な課題であり、疲労が少ない座席形状のデザ

インや、照明・音響など機内環境の快適性がユーザーの満足度の向上に

繋がる。 

さらに、燃費向上、航続距離の延長など経済性の観点から効率的な流

体設計や機体及び部品の軽量化・コンパクト化も求められる。安全性を

最優先しつつ、快適性と経済性のバランスを図ることが重要である。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．快適性の向上 

イ．安全性・操作性・認識性の向上  

ウ．燃費等の経済性の向上 

②高度化目標 

ア．ユーザビリティの向上、快適性の実現 

イ．情報技術等を活用した電子部品の機能性・信頼性向上 

ウ．シミュレーション、流体工学等による省エネルギーに資する設計 

 

４）その他の分野に関する事項 

a.衣料品・日用品等分野に関する事項 

衣料品・日用品等は生活に身近な存在であり、衣料品、衛生用品、化

粧品、家具等のように人体親和性を考慮の上設計されているもの、装飾

品・玩具等のように審美性やブランド化が重視されているもの、日用雑

貨等のように利便性の向上が求められるもの等、その用途に応じてニー

ズ・課題も多様化している。製品事故の防止や誤飲防止といったリスク

回避等、ユーザーが安全に使用する上での大前提条件に加えて、ユーザ

ーエクスペリエンス等に配慮し、ユーザーが快適に利用できる製品の開

発が求められる。ユーザーの特性に応じた個別設計と全てのユーザーに

とって利便性の高いユニバーサルデザインによる双方のアプローチが

重要であり、マーケットニーズに応じて、製品・サービスの差別化、標

準化を図っていくことが重要である。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．快適性の向上 

イ．安全性の向上 



 

ウ．マーケットニーズへの対応 

②高度化目標 

ア．ユーザーエクスペリエンスへの配慮 

イ．人体への安全性の実現、フェールセーフの徹底 

ウ．製品・サービスの差別化、標準化 

 

b.自動車等輸送機械分野に関する事項  

多様化する顧客ニーズ、安全面からの操作性向上に応えるために、デ

ザイン形状や衝突安全性の高度化等が課題である。また、操縦自体の自

動化や付属機器のＩＴ化が進展しており、種々の電子機器の操作性向上

や連携、システムの安定性、堅牢性等の配慮も重要である。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．高機能化、高性能化 

イ．安全性・操作性の向上 

ウ．ＩＴ活用によるシステム化 

②高度化目標 

ア．機能美の実現 

イ．ユーザビリティに配慮した安全設計の実現 

ウ．周辺機器の機能性・信頼性向上 

 

c.情報家電分野に関する事項 

情報技術の進展や情報家電製品の高機能化の進展に伴い、携帯電話や

パーソナルコンピュータ等については軽量化・薄型化・小型化が進む中

で高い剛性の確保が必要であり、フラットパネルディスプレイ等につい

ては大型化及び審美性の向上に対応していくことが必要になる。 

 また、製品のＩＴ化が進む中で、製品の使用場面や環境を想定し、

データ活用により、生活スタイルそのものを提案していくことが求め

られる。製品に関わる新たなサービスの提供は、他の製品との差別化

を図る上で重要な手法であり、ユーザーが求める価値や経験の実現に

も繋がる。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．高機能化・高性能化・操作性の向上 

イ．審美性の向上 

ウ．独自の価値の創出 

②高度化目標 

ア．高処理能力、ユーザビリティへの配慮 



 

イ．加工技術の高精度化 

ウ．新たなサービスの提供 

エ．ユーザーエクスペリエンスへの配慮 

 

d.ロボット・産業機械分野に関する事項 

ロボットは製造プロセスの改善等を目的とする産業用ロボットや医

療・介護分野をはじめ人間の生活と密接するロボット等、その用途に応

じて多様化している。前者は生産性の向上のために高速性及び長期安定

性といった機能に加えて、作業に利便性を提供する操作性の高度化が求

められる。後者は、人の生活と深く関わるため、使用時の快適性やリス

クを勘案した安全設計が要求される。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．操作性の向上 

イ．快適性の向上 

ウ．安全性の向上 

②高度化目標 

ア．優れたユーザビリティの実現 

イ．ユーザーエクスペリエンスへの配慮 

ウ．リスク分析による安全設計の実現 

 

２ デザイン開発に係る技術における高度化目標の達成に資する特定研究

開発等の実施方法 

当該技術に対する川下製造業者等の課題及びニーズに対応するための

技術開発の方向性を４点に集約し、以下に示す。 

（１）審美性向上のための技術開発の方向性 

 ①形状、色彩等の審美性向上 

 ②質感、装着性の向上 

 ③形状や構造の最適設計 

④感性価値・ブランドの創出 

⑤デザインに関する人材・知見の活用 

⑥ユーザー満足度の向上 

  

（２）ユーザー価値・経験に対応した技術開発の方向性 

①ユーザーの潜在的ニーズの発掘 

②ユーザーエクスペリエンスに配慮したプロダクト価値の創出 

③人と製品の相互作用の分析 



 

④製品が提供するサービス価値の向上 

 

（３）ユーザビリティの向上に対応した技術開発の方向性 

 ①操作性向上、高機能化 

 ②人間工学・リスク分析による安全設計 

 ③ユーザーニーズに対応した差別化・標準化 

 ④ラピッドプロトタイピング、試作工程の柔軟化・高度化 

 

（４）管理技術・環境配慮の向上に対応した技術開発の方向性 

①製品の品質安定性の向上 

②知的財産権（特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権等）に

よる保護 

③海外市場に適合する規格・規制への対応 

④メンテナンス性、修復性の確保 

⑤リサイクル性 

⑥不良率の低減、部素材の少量化 

 

３ デザイン開発に係る技術において特定研究開発等を実施するに当たっ

て配慮すべき事項 

厳しい内外環境を勝ち抜く高い企業力を有する自律型企業へと進化す

るためには、川上中小企業者等は、以下の点に配慮しながら、研究開発

に積極的に取り組み、中核技術の強化を図ることが望ましい。 

 

（１）今後の当該技術の発展に向けて配慮すべき事項 

①産学官の連携に関する事項 

川下製造業者等、公設試験研究機関、大学等と積極的に連携し、事業

化に向けたニーズを把握しつつ、独創的な研究・技術開発を行うことが

重要である。その際、自らが有する技術についての情報発信を適切に行

い、円滑に研究開発が進むよう努めるべきである。 

②人材確保・育成及び技術・技能の継承に関する事項 

技術力の維持・向上に必要な人材の確保・育成のために、若手人材の

リーダーへの育成に努めるとともに、ベテラン技術者とのペアリングに

よる研究管理等により、技術・ノウハウを若年世代へ円滑に継承してい

く必要がある。 

③生産プロセスの革新に関する事項 

製品開発過程においても、常に自動化、省エネルギー、省スペースと



 

いったプロセスイノベーションを意識する必要がある。また、自由度の

高い製造工程と生産性の向上を目指し、研究開発段階においても、積極

的にＩＴ活用を図ることが望ましい。 

④技術体系・知的基盤の整備、現象の科学的解明に関する事項 

公的機関が提供する国際標準等の知的基盤を有効に活用しつつ、計測

技術及びシミュレーション技術を用いて、自らの技術や技能の科学的な

解明に努めるとともに、技術や技能のデータベース化を図りながら技術

体系を構築していくことが重要である。 

⑤知的財産に関する事項 

自社が保有する技術を知的財産として認識し、管理していくことが重

要であり、その有効な手段である特許権や意匠権の取得を適切に図る必

要がある。他方、特許出願すれば、その内容が公になることや、特許権

の効力は出願国にしか及ばないことから、特許出願せずにノウハウとし

て秘匿することや、出願公開されずに権利成立後も一定期間秘密を保持

できる意匠制度を活用することが好ましい場合もあり、戦略的な対応が

求められる。 

川下製造業者等は、川上中小企業者等と共同で研究開発等を行う場合

には、事前に知的財産権の帰属、使用範囲等について明確に取決めを行

うとともに、川上中小企業者等が有する知的財産を尊重すべきである。 

 

（２）今後の当該技術に係る川上中小企業者等の発展に向けて配慮すべ

き事項 

①グローバル展開に関する事項 

積極的に海外市場の開拓を図るために、ターゲットとなる市場のニー

ズに応じた製品開発を進める必要がある。海外展開を進める際には、競

争力の源泉となる技術の流出防止を徹底することが重要であり、流出の

懸念がある技術についてはブラックボックス化を進める等の対策を講

じるべきである。 

②取引慣行に関する事項 

川上中小企業者等及び川下製造業者等は、受発注時における諸条件や

トラブル発生時の対処事項等について契約書等で明確化することが望

ましい。また、下請代金の支払遅延や減額等の禁止行為を定めた下請代

金支払遅延等防止法や、取引対価の決定や下請代金の支払い方法等につ

いて、親事業者と下請事業者のよるべき基準を示した、下請中小企業振

興法に定める「振興基準」を遵守し取引を行わなければならない。 

 



 

③サービスと一体となった新たな事業展開に関する事項 

単なる製品の提供に留まらず、ユーザーや市場ニーズを満足させるサ

ービス・機能・ソリューションの提供を目指した研究開発を進めること

が重要である。 

④事業の継続に関する事項 

自社の人材、インフラ、取引構造等について日頃から正確に把握し、

災害等が発生した場合の早期復旧とサプライチェーンの分断防止のた

め、危機対処方策を明記した事業継続計画（ＢＣＰ（Business 

Continuity Plan））をあらかじめ策定しておくことが重要である。 

⑤計算書類等の信頼性確保、財務経営力の強化に関する事項 

取引先の拡大、資金調達先の多様化、資金調達の円滑化等のため、川

上中小企業者等は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企

業の会計に関する指針」に拠った信頼性のある計算書類等の作成及び活

用に努め、財務経営力の強化を図ることが重要である。 

 

 

  



 

（二）情報処理に係る技術に関する事項 

１ 情報処理に係る技術において達成すべき高度化目標 

（１）当該技術の現状 

当該技術は、ＩＴ（情報技術）を活用することで製品や製造プロセス

の機能や制御を実現する情報処理技術である。製造プロセスにおける生

産性、品質やコスト等の競争力向上にも資する。 

当該技術には、製品自身の中に組み込まれ、その動作を制御し、目的

とする機能を実現するソフトウェア（以下、「組込みソフトウェア」と

いう。）、製品を作る製造プロセスにおいて製造機器に対する動作の制

御や、製造された製品の品質の検査等に用いられるソフトウェア（以下、

「製造プロセス関連ソフトウェア」という。）、製品の供給に向けた研

究・開発・製造、製品の運用・保守等の各種プロセスにおいて、製品の

動作、機能又はデザイン等をコンピュータ内の仮想空間に実現するソフ

トウェア（以下、「デザインソフトウェア」という。）をはじめ、その

他の多様なソフトウェア（以下、「その他のソフトウェア」という。）

が含まれる。これらの技術は相互に緊密に関連する。 

生産機械や家電、携帯電話、自動車、各種電子機器等の工業製品の多

くには、複雑な動作をあらかじめ定められた手順に従い実行、あるいは

使用者の操作や使用環境の変化に応じて制御し、さらに外部の機器等と

の協調動作を実行するための演算処理装置や記憶装置、センサ等が搭載

されている。このような機構は、搭載される機器に応じ、生産機械であ

ればＮＣ（Numerical Control）装置、自動車であればＥＣＵ(Electronic 

Control Unit)等様々な名称で呼称される。また、サーバ等を含む各種

のコンピュータを用いてそれぞれの場面に応じた情報処理を行うこと

により、機器の制御や作業者の支援といった各種の目的を実現する。 

当該技術は、機器内の記憶装置の内部に格納されるほか、汎用のコン

ピュータの記憶領域に格納、あるいは通信技術を活用して、機器外から

必要に応じたダウンロード等により利用される。 

当該技術は、製品の高機能化や製造プロセスの複雑化が進展するとと

もに、事業の国際競争が進展する現在の市場環境において不可欠のもの

となりつつあるとともに、事業の成否を左右するほどにその重要性が高

まっている。 

さらに、製品の使用者による誤操作の防止を含む安全性・信頼性の向

上、高齢者や障害者にも配慮したユーザビリティの向上、設計時のシミ

ュレーション精度の向上等の要求も高まっている。そのような社会的要

求に対応するためにプログラムが複雑化・膨大化しており、それにとも



 

ないプログラム上の不具合（いわゆるバグ）への対応も重要な課題とな

っている。その他、通信技術の活用によりネットワーク接続機能を搭載

する製品が急速に増加しつつあることにより、制御システムセキュリテ

ィ・組込みシステムセキュリティを含む情報セキュリティ（以下、「情

報技術に係るセキュリティ技術」という。）の確保のための当該技術に

対するニーズも高まっている。 

当該技術の川下製造業者等の産業分野としては、ほぼ全ての電子制御

機構を有した製品をはじめ、研究・開発・製造等の各工程でソフトウェ

アを欠くことのできない製品が数多く存在する。中でもその重要性が高

い代表的な分野としては、電子機器、産業機器、自動車、情報通信機器

等が挙げられる。 

  

（２）当該技術の将来の展望 

当該技術は、今後、高機能・高性能な製品を実現するための主要技術

として、その重要性はますます高まることが考えられる。加えて、機械

製品や社会システムに機能を実装する際、従来はハードウェアの開発に

よって実現されていた箇所についても、演算処理装置とソフトウェアに

よって実現される場面が増加すると考えられる。また、製品の実現に必

要となる研究・開発・製造等の各過程についても、ソフトウェアはすで

に不可欠な基盤技術となりつつあり、今後の更なる発展が期待される。 

加えて、ソフトウェアの特徴として、特定の規格が「事実上の標準（デ

ファクト標準）」として利用される傾向にあることが挙げられる。例え

ば、デザインソフトウェアにおいて、ある形式のＣＡＤ等のデザインソ

フトウェアがデファクト標準になると、サプライチェーンで繋がってい

る中小製造業者は必然的に当該ツールを導入することになり、いわば

「共通プラットフォーム」が形成されることになる。川上中小企業者等

にとって使い勝手が良く、将来の技術拡張性が高い共通プラットフォー

ムを形成することも、当該技術のテーマのひとつである。 

 

（３）川下分野横断的な共通の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える共通の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

①川下製造業者等の共通の課題及びニーズ 

ア．製品・システムの高付加価値化 

ソフトウェア製品を含む製品・システムの高付加価値化、競争力



 

強化のためには、高機能化、品質向上、開発期間短縮、設計や開発

及び製造等の各場面での生産性向上、コストの低減等を実現するこ

とが必要である。各場面において必要となる各種のソフトウェアを

高度化することが求められる。あわせて、事業構造の全体最適化、

事業継続性の確保の観点からも製造業のサプライチェーン全体を

見える化・最適化することも有効である。 

イ．新たな活用分野の開拓 

情報の利活用が高度化、広範囲化する中で、当該技術を活用した

新たな適合分野を開拓することが重要である。製造業においては当

該技術の活用により積層造形技術の実現や工作機械の一層の高度

化が進展している。また、製品の製造過程に留まらず各種の場面に

おいて高度な当該技術を機器・システムを通じて活用することによ

り既存の産業のビジネス領域の拡大、価値の向上が期待される。 

あわせて、当該技術の活用による電力や再生可能エネルギーの利

用等の高度化を図るスマートコミュニティ等の試みも進められて

いる。通信技術を活用して複数の機器間の連携や情報システムとの

連携等の既存の製品の枠を越えた新たな製品・システムの実現によ

る価値創造が期待されている。このような新しい産業・社会システ

ムの実現には、当該技術の活用が不可欠である。 

ウ．ものづくりにおける研究・開発・製造等の生産性向上を支援する

技術の高度化 

自動車部品等の設計や、強度や熱の影響等のシミュレーション

等、我が国の製造業においてはソフトウェアの活用が不可欠であ

る。我が国企業の国際競争力強化のためには、研究・開発・製造等

の各過程において生産性向上を図ることが不可欠であり、その実現

のために更なる当該技術の活用範囲の拡大と新たな技術の創出が

強く期待される。 

エ．製品・システムの安全性の確保・信頼性の向上 

組込みソフトウェアにおいて不具合が生じた場合、産業、生活、

人命等に対し、様々な影響が生じるとともに、その損害は甚大なも

のとなるおそれがある。そのため当該技術を用いた製品・システム

について、安全性の確保（不具合発生時の安全確保等）、信頼性の

向上（故障発生の低減等）が重要な課題である。 

オ．製品・システムの品質向上、開発期間短縮、開発コスト低減 

川下製造業者等においては、様々な製品・システム等を開発・販

売するに際して、市場のニーズに合致した製品・システムの品質、



 

開発期間、コストの実現が、国際競争を勝ち抜くために必要となっ

ている。このため、求められる品質を満たしつつ、ソフトウェア規

格、部品の標準化等により、開発を効率化することが課題である。 

カ．製品・サービスのユーザビリティ向上 

利用者の特性、ニーズ、使用環境に対応した製品が望まれており、

特に一般の消費者が操作する製品では、誤操作による事故を防止す

る製品づくりも重要である。さらに、今後は機器がネットワーク機

能により相互に接続されつつある中で、利便性の向上や安全確保を

含めたユーザビリティの向上を通じ、製品・サービスの普及と高度

な利用を促進することが求められる。 

キ．製品の開発拠点のグローバル化、各種国際規格への対応 

国際競争が激化する中、川下製造業者等においては、製品等の開

発を国内のみならず海外で実施する等の取組が進んでいる。このよ

うな背景のもと、製品の安全確保やデファクト標準に基づく共通プ

ラットフォームへの対応の点から、国際規格への対応が不可欠の要

件となっている。また、グローバルなビジネスが展開する現在にお

いては国際規格に対応するだけでは不十分であり、国際標準化活動

として国際規格の策定段階から積極的に参画することや、自らの提

案する規格のデファクト化に向けた技術の普及の取組が競争力強

化を図るためにもあわせて重要である。 

ク．インフラ関連システムの海外展開及びそれを実現するための複数

産業の連携 

我が国産業の高度化、付加価値の増大に向けて、個別の機器や設

備の納入のみでなく、設計・建設から維持・管理まで含めた統合的

なシステムを海外に展開することが求められている。 

 

②高度化目標 

ア．当該技術により実現される機能の高度化 

ⅰ）製品の高性能化・高機能化に向けた技術の高度化 

製品の高性能化・高機能化の実現のためには当該技術の高度化

が不可欠である。ソフトウェアによる情報処理の効率化や高速

化、処理可能な情報量の拡大、それに伴い発生する課題への対応

等をはじめとする各種技術の高度化が代表的な目標である。ま

た、クラウドシステム上にソフトウェアを格納し、ネットワーク

を介して利用する等の新たな形態での当該技術の活用も進展し

ており、新たに登場するニーズに対応するため、随時、技術の向



 

上が重要である。 

ⅱ）安全性・信頼性確保に向けた技術の高度化 

製品の安全性・信頼性を確保するため、不具合の発生を防止す

る設計・開発プロセス、ソフトウェア・エンジニアリング、テス

ト・検証技術、機器に障害が発生しても重大事故を引き起こさな

い障害対応の設計思想やシステム等が不可欠である。例えば、機

能安全技術（リスク分析技術、安全設計技術等）、障害情報・ユ

ーザー情報の利活用技術（再発防止技術等）が求められる。さら

に、様々な機器等のネットワークへの接続が普及しつつあるた

め、利用者の個人情報に対するセキュリティ対策、フェイルセー

フ機能等に関する技術の向上を実現していく。 

ⅲ）ものづくりにおける研究・開発・製造等の生産性向上を支援す

る技術の高度化 

研究・開発・製造等の各種の過程において、現在はほぼ全ての

場面で当該技術の利用が欠くことのできないものとなっている。

そのため、企業の生産性向上・競争力強化のためには、これらの

各過程で用いられる当該技術が重要な要素を占めている。当該技

術を活用することにより一人あたり・時間あたりの生産性向上を

実現することが可能である。また、当該技術の活用により従前に

は不可能であった高い水準の性能を有した素材や形状の実現、あ

るいは新たな機能や高い性能を有する製品の実現も見込まれる。

製造業の更なる生産性の向上を実現する当該技術を創出・普及し

ていく。 

ⅳ）ソフトウェア製品を含む製品の品質確保、開発期間管理、開発

コスト管理に係る技術の高度化 

川下製造業者等からのソフトウェア製品を含む各種製品につ

いての適切な品質の確保、開発期間、開発コストに対する要望は、

引き続き高い水準となることが見込まれる。そのため川上中小企

業者等においては、川下製造業者等が求めるソフトウェア製品を

含めた各種製品の品質、開発期間、開発コストに対応するための

技術の開発、開発体制の構築を実現する。 

ⅴ）機器とネットワークにより構築されるシステムに関する技術の

高度化 

各種の機器間や機器とネットワークの接続により構成される

大規模なシステムの社会インフラとしての活用が普及しつつあ

り、システム統合化技術、クラウドコンピューティング環境を前



 

提とした社会システムの開発技術等の高度化が求められる。ま

た、大規模な社会インフラの他にも、機器とネットワークの接続

により構築されるシステムを利用する一般向けのサービスも広

がりつつある。今後需要の高まることが見込まれるネットワーク

関連技術やシステムを構成する機器に関する技術を含めたソフ

トウェア情報処理技術の高度化が重要である。また、高度化・複

雑化するソフトウェアの開発に対応するための各種の開発技術

を高度化する。 

ⅵ）製品・サービスのユーザビリティ向上に関する技術の高度化 

利用者の特性やニーズに対応するためには、製品やサービスの

ユーザビリティ等への配慮が必要である。また、ユーザビリティ

の向上により製品の誤操作等による事故を防止することも重要

である。利用者の安全を前提として確保しつつ、製品・サービス

の普及と高度な利用を促進するため、ハードとソフトの両面での

ユーザインタフェースの改善や特定の利用者層のニーズに対応

するための関連技術の開発等、各種のユーザビリティ関連技術を

高度化する。 

ⅶ）川下製造業者等の製造・販売拠点のグローバル化等に対応する

ための技術の高度化 

当該技術に関連する産業は国際的な競争が極めて厳しいこと

もあり、「高付加価値領域」に開発資源を集中する一方で、「共

通領域」は部品化・ツール化し、開発コストの安い海外において

開発する等、グローバルな分散開発が求められている。そのため、

グローバルな分散開発やグローバルサプライチェーンの構築等

への対応に必要な技術を高度化する。 

イ．他分野横展開に伴う技術的障壁の解決 

ⅰ）品質説明力の強化に向けた技術の高度化 

ソフトウェアの開発規模拡大、開発期間短縮化、開発主体の多

様化等の進展、その結果生じているソフトウェア等を原因とする

障害等の影響拡大により、ソフトウェア開発技術やプロセスに求

められる役割は重要なものとなっている。その中で、品質説明力

の強化に向けた技術として、技術文書の品質向上技術、トレーサ

ビリティ管理技術、定量的開発管理技術、独立検証・妥当性確認

技術等の高度化及び開発過程等について記録・管理するための技

術等の高度化と普及を行う。 

 



 

（４）川下分野特有の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える特有の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

１）医療・健康分野に関する事項 

我が国の医療機器メーカーは、国際的に放射線治療機や画像診断機器

分野に強みがあり、また、治療分野では川上中小企業者等が持つものづ

くり技術を活かした機器開発のポテンシャルがあるものの、大幅な輸入

超過の状態である。そのため、医療分野においても機器とサービスの融

合といった観点が重要となっており、医療サービスと一体となった海外

展開が求められている。このような中、我が国の医療・健康関連産業の

海外展開に向けた各種の課題が具体化してきている。 

重要な研究開発課題のひとつはユーザビリティの向上である。人間工

学、認知工学、動態学等に基づき、利用者の特性や利用環境等に応じた

柔軟性及び適応性を有する、使用者に配慮した製品・サービスの提供が

必要とされている。特に、医療分野は人の生命や健康に直結する分野で

あることから、ソフトウェアやシステムの誤操作を含めたリスクを低減

するための技術の高度化が必要である。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．医療サービスと機器・システムの一体化及び海外展開 

②高度化目標 

ア．サービス・機器一体型ソリューションに対応した医療機器システ

ム等の構築に関する技術の高度化 

 

２）環境・エネルギー分野に関する事項 

スマートコミュニティやスマートシステムといったネットワーク概

念の発達とともに、システムの急速な複雑化、大規模化に対応しつつ、

社会の利便性を向上し、エネルギー消費や環境負荷を最小化する高度な

システムの実現が期待されている。 

近年、エネルギー価格の上昇に対応するため需要側の省エネルギー・

節電の必要性が高まっている。経済性の面で合理的なエネルギーシステ

ムの実現・普及を推進するとともに、中長期的には省エネルギー型の社

会構造を実現するためには、産業分野、小口の需要家、家庭等のそれぞ

れの利用者において需要側からの省エネルギー・節電の取組が必要であ

る。また、供給側についても再生可能エネルギー導入拡大を推進するた

め、スマートコミュニティの構築をはじめとした各種の取組も必要であ



 

る。あわせて、水や大気、土壌等の環境保全、エネルギー利用機器の効

率向上を実現するための当該技術の活用が重要である。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．再生可能エネルギーの導入促進 

イ．環境保全関連技術の高度化 

ウ．エネルギー効率の向上 

エ．安全性・信頼性確保に向けた技術の高度化 

②高度化目標 

ア．エネルギー利用の高度利用に必要なモニタリング・制御等の各種

技術の高度化 

イ．再生可能エネルギー導入に必要なモニタリング・制御等の各種技

術の高度化 

ウ．環境保全のためのモニタリングや情報の蓄積・活用及び機器の制

御等に関する技術の高度化 

エ．エネルギー効率向上のための機器の性能向上、システム化に関す

る技術の高度化 

オ．不具合発生の抑止、損失の拡大を防止するためのソフトウェア技

術の開発 

 

３）その他の分野に関する事項 

a.ロボット分野に関する事項 

我が国は、産業用途のロボット分野では、技術面、普及面とも世界最

高水準にあるものの、家庭用途をはじめとする新たな市場の開拓は十分

ではない。電気・機械・自動車メーカー等の各社においてサービスロボ

ットの開発も進められているが、周辺の機器との連携を前提としない単

独のロボット技術に主眼がおかれる傾向にあったことも十分な事業化

に至っていない一因と考えられる。そのため、事業化・市場創出を見据

え具体的なサービスを実現することを想定した製品の開発が必要であ

る。また、国際展開を見据え、共同企業体による開発プラットフォーム

の作成といった取り組みが今後求められる。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．機器・システムとの接続機能も活用した事業化可能な製品の実現 

イ．社会システムに組込まれたロボットの開発・事業展開 

ウ．ロボットを使用する現場との協業によるデータ収集 

②高度化目標 

ア．機器・システムへの接続機能の活用による付加価値創出に関する



 

技術の高度化 

イ．通信機能を有するロボット製品の基盤技術の高度化 

ウ．製品の安全確保・信頼性向上のための技術の確立・高度化 

エ．国際展開を見据えたプラットフォームの作成  

 

b.自動車分野に関する事項 

自動車やカーナビゲーションシステム等関連端末のデジタル化／ネ

ットワーク化や当該技術を活用した運転支援機能の普及が進展しつつ

ある。一方で、我が国においては、それら通信機能を有した自動車と交

通システムの連携については未だ実用化に向けた途上にある。大規模な

産業構想の変化への対応の遅れが懸念されている。また、長期的にはＥ

Ｖ（Electric Vehicle）・ＰＨＶ（Plug-in Hybrid Vehicle）等を活用

するエネルギーシステムも構想されている。そのため、現段階において

はシステム開発等の技術的な課題や事業化可能性、社会的受容性の検討

が進められている。これらに関する取組としては、スマートコミュニテ

ィ国内外実証事業等の成果をもとに、自動車・蓄電池を軸とした都市・

交通システムとエネルギーシステムが融合した新社会システムとサー

ビスを実用化し、海外に展開することが期待されている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．当該技術の活用による自動車の高性能化・高機能化 

イ．自動車製造に関連する各種プロセスの生産性向上 

ウ．交通システムとの接続に向けた自動車の情報化の推進 

エ．電気自動車等を含めたエネルギーシステム、サービスの実現 

②高度化目標 

ア．自動車の高性能化・高機能化に関する技術の高度化 

イ．自動車の安全確保・信頼性向上に関する技術の高度化 

ウ．自動車の研究・開発・製造等の各種プロセスの生産性向上を実現

するための当該技術の高度化 

エ．周辺の機器・システムとの接続に必要となる技術の高度化 

 

c.農業分野に関する事項 

我が国においては、農業の産業化が十分でない場面が存在する。広大

な土地の利用が困難な状況も少なくないという実情も踏まえると、生産

性を高めるべく、より付加価値の高い農産物を生産することが、我が国

の農業のグローバル展開を目指すためにも重要である。そのため、セン

サ技術や環境制御システム、データベースの構築等による情報の蓄積・



 

活用といったＩＴを活用した農業の実現が期待される。あわせて、異業

種プレーヤーとの連携も通じ、農業の六次産業化とも言われるような新

たな付加価値の創出も重要である。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．ＩＴを活用したシステムによる農業の生産性向上 

イ．農産物等・関連ビジネスの付加価値の向上 

ウ．農産物等の海外展開 

②高度化目標 

ア．センサ技術等の農業システム関連機器の開発や環境制御システム等

の活用による農業システムの実現 

イ．農業の高度化のために必要となる技術の確立・高度化・普及 

ウ．農産物等の付加価値向上のために必要となる技術の確立・高度化・

普及 

 

d.コンテンツビジネス分野に関する事項 

ネットワークを利用した各種のコンテンツの配信プラットフォーム

が登場し、電子書籍や音楽をはじめとしたデジタルコンテンツ市場等が

拡大しつつあるものの、我が国においては、これら新規創出マーケット

への対応は途上にある。また、機器とコンテンツの融合領域の拡大も見

込まれており、今後の更なる取組が期待されている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．コンテンツビジネス関連の機器・システムの開発 

イ．電子書籍市場等の新規創出マーケットへの対応 

②高度化目標 

ア．機器の高性能化・高機能化のための技術の高度化 

イ．コンテンツの利用に関連するソフトウェアに関連する技術の高度化 

ウ．コンテンツに関連するデバイス・サービス関連技術の高度化 

 

２ 情報処理に係る技術における高度化目標の達成に資する特定研究開発

等の実施方法 

当該技術に対する川下製造業者等の課題及びニーズに対応するための

技術開発の方向性を３点に集約し、以下に示す。 

 

（１）技術要素の高度化に対応した技術開発の方向性 

①プラットフォーム 

②通信・ネットワーク 



 

③データベース 

④画像・動画処理 

⑤画像・音声認識 

⑥当該技術に係るセキュリティ 

⑦ユーザインタフェース 

⑧シミュレーション 

⑨デザイン 

⑩製造工程のモニタリング及びコントロール 

⑪オペレーションのモニタリング及びコントロール 

⑫ネットワーク接続による製品・サービスの付加価値向上 

⑬ＷＥＢ連携による製品・サービスの付加価値向上 

⑭ＷＥＢ連携による業務プロセスの生産性向上 

⑮医療・健康や環境、農業等の既存産業のＩＴ活用 

⑯エネルギー利用効率の向上 

⑰エネルギー制御の高度化 

⑱ビッグデータの活用 

⑲クラウドシステム等を活用したソフトウェアの高度利用 

⑳国際標準化活動への参画・デファクト標準化を含めた技術の普及 

 

（２）開発手法の高度化に対応した技術開発の方向性 

①要求獲得・要求定義 

②機能安全技術（リスク分析技術、安全設計技術等） 

③情報処理に係るセキュリティを確保したシステム設計 

④モデルベース開発、形式手法 

⑤ソフトウェアの実装 

⑥独立検証・妥当性確認技術（ＩＶ＆Ｖ(Independent Verification and 

Validation)）等テスト／検証 

⑦ソフトウェアの開発効率の向上 

⑧ソフトウェアの品質向上 

 

（３）管理技術の高度化に対応した技術開発の方向性 

①グローバル分散開発への対応 

②トレーサビリティ管理、定量的開発管理 

③技術文書の品質向上・管理効率向上 

④国際規格への対応、国際標準化活動への参画 

⑤グローバルサプライチェーン等への対応 



 

３ 情報処理に係る技術において特定研究開発等を実施するに当たって配

慮すべき事項 

厳しい内外環境を勝ち抜く高い企業力を有する自律型企業へと進化す

るためには、川上中小企業者等は、以下の点に配慮しながら、研究開発

に積極的に取り組み、中核技術の強化を図ることが望ましい。 

 

（１）今後の当該技術の発展に向けて配慮すべき事項 

①産学官の連携に関する事項 

川下製造業者等、公設試験研究機関、大学等と積極的に連携し、事業

化に向けたニーズを把握しつつ、独創的な研究・技術開発を行うことが

重要である。その際、自らが有する技術についての情報発信を適切に行

い、円滑に研究開発が進むよう努めるべきである。 

②人材確保・育成及び技術・技能の継承に関する事項 

技術力の維持・向上に必要な人材の確保・育成のために、若手人材の

リーダーへの育成に努めるとともに、ベテラン技術者とのペアリングに

よる研究管理等により、技術・ノウハウを若年世代へ円滑に継承してい

く必要がある。 

③生産プロセスの革新に関する事項 

製品開発過程においても、常に自動化、省エネルギー、省スペースと

いったプロセスイノベーションを意識する必要がある。また、自由度の

高い製造工程と生産性の向上を目指し、研究開発段階においても、積極

的にＩＴ活用を図ることが望ましい。 

④技術体系・知的基盤の整備、現象の科学的解明に関する事項 

公的機関が提供する国際標準等の知的基盤を有効に活用しつつ、計測

技術及びシミュレーション技術を用いて、自らの技術や技能の科学的な

解明に努めるとともに、技術や技能のデータベース化を図りながら技術

体系を構築していくことが重要である。 

⑤知的財産に関する事項 

自社が保有する技術を知的財産として認識し、管理していくことが重

要であり、その有効な手段である特許権取得を適切に図る必要がある。

他方、特許出願すれば、その内容が公になることや、特許権の効力は出

願国にしか及ばないことから、特許出願せずにノウハウとして秘匿する

方が好ましい場合もあり、戦略的な対応が求められる。 

川下製造業者等は、川上中小企業者等と共同で研究開発等を行う場合

には、事前に知的財産権の帰属、使用範囲等について明確に取決めを行

うとともに、川上中小企業者等が有する知的財産を尊重すべきである。 



 

（２）今後の当該技術に係る川上中小企業者等の発展に向けて配慮すべ

き事項 

①グローバル展開に関する事項 

積極的に海外市場の開拓を図るために、ターゲットとなる市場のニー

ズに応じた製品開発を進める必要がある。海外展開を進める際には、競

争力の源泉となる技術の流出防止を徹底することが重要であり、流出の

懸念がある技術についてはブラックボックス化を進める等の対策を講

じるべきである。 

②取引慣行に関する事項 

川上中小企業者等及び川下製造業者等は、受発注時における諸条件や

トラブル発生時の対処事項等について契約書等で明確化することが望

ましい。また、下請代金の支払遅延や減額等の禁止行為を定めた下請代

金支払遅延等防止法や、取引対価の決定や下請代金の支払い方法等につ

いて、親事業者と下請事業者のよるべき基準を示した、下請中小企業振

興法に定める「振興基準」を遵守し取引を行わなければならない。 

③サービスと一体となった新たな事業展開に関する事項 

単なる製品の提供に留まらず、ユーザーや市場ニーズを満足させるサ

ービス・機能・ソリューションの提供を目指した研究開発を進めること

が重要である。 

④事業の継続に関する事項 

自社の人材、インフラ、取引構造等について日頃から正確に把握し、

災害等が発生した場合の早期復旧とサプライチェーンの分断防止のた

め、危機対処方策を明記した事業継続計画（ＢＣＰ）をあらかじめ策定

しておくことが重要である。 

⑤計算書類等の信頼性確保、財務経営力の強化に関する事項 

取引先の拡大、資金調達先の多様化、資金調達の円滑化等のため、川

上中小企業者等は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企

業の会計に関する指針」に拠った信頼性のある計算書類等の作成及び活

用に努め、財務経営力の強化を図ることが重要である。 

  



 

（三）精密加工に係る技術に関する事項  

 １ 精密加工に係る技術において達成すべき高度化目標 

  （１）当該技術の現状 

当該技術は、金属等の材料に対して機械加工・塑性加工等を施すことで

精密な形状を生成する精密加工技術である。製品や製品を構成する部品を

直接加工するほか、部品を所定の形状に加工するための精密な工具や金型

を製造する際にも利用される。 

具体的な技術としては、金属、プラスチック、セラミックス、ゴム、木

材等多岐にわたる材料を目的に応じた形状に成形加工するために、機械・

工具又は金型等で圧力を加えて所要の形状・寸法に塑性変形・塑性流動さ

せて成形する技術や金属プレス機等の加圧装置を用いて、金型形状を転写

する加工技術等が挙げられる。また、切削工具、電気、光エネルギー等を

用いて素材の一部を除去し、必要な寸法や形状を得る加工技術等、様々な

技術が用いられる。これらの技術はいずれも製造業の根幹をなす基幹技術

であり、特に、様々な加工の中心となる工作機械、鍛圧機械の技術レベル

は、他の産業の競争力に大きな影響を与えている。 

当該技術の中には、熟練技術者の経験に依存しているものも多く、その

継承・育成を図る必要がある。一方、三次元ＣＡＤ技術の進歩によるデザ

インの高品位化・複雑化の急激な進展に伴い、高度化する要請に対し、熟

練された技術・技能を活かしつつ対応していくことも重要である。 

当該技術の川下製造業者等の産業分野としては、ほぼ全ての機械製品が

該当するが、その重要性が高い分野として、医療機器、航空宇宙機器、自

動車、情報通信機器、ロボット、産業機械、農業機械、造船等が挙げられ

る。 

 

（２）当該技術の将来の展望 

当該技術はものづくりの根幹となる技術であり、ものづくり産業全体

の競争力を決定づける重要技術である。特に量産段階においてはコスト

競争力が重要な要素であり、新興国等の競合国の技術水準も向上してい

るため、コスト面での競争激化が予想される。 

また、熟練技術者の継承・育成に加えて、データベースの整備による

部品自体のデザインの高品位化、高精度複雑形状加工の高度化、軽量化

難加工素材加工の高度化、製品精度の向上を重視した微細加工といった

川下製造業者等からの高度な要望にも応えていく必要がある。 

さらに、国内製造業の海外生産シフト、新興国等の追随等により、当該

技術の市場環境の変化に応じていくことも、今後一層重要な課題になる。 



 

（３）川下分野横断的な共通の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える共通の課題及びニーズ並びにそれ

らを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

①川下製造業者等の共通の課題及びニーズ 

    ア．高機能化・精密化・軽量化 

      製品の品質及び安全性の確保、高効率化等に対する川下製造業者

等からの要求水準は高まっており、これに対応して機械・機器製品

全般の高度化が必要とされている。そのため、機械・機器製品を構

成する部材について、より高い加工精度が求められている。 

    イ．新たな機能の実現 

      川下製造業者等の用途に応じた高精度化が求められるが、微細加

工によって体内に入っても生体への影響がない等の新たな機能の

発現に繋がることも期待される。また、難加工素材に対応する新た

な加工技術も求められる。 

    ウ．品質の安定性・安全性の向上 

      機械・機器製品を構成する部材については、加工精度をより高め

ることが、川下製品の品質の安定性・安全性を確保するために求め

られている。また、製品の長寿命化に向け、高硬度材の加工技術も

求められる。 

エ．高感性化 

      高機能性、高信頼性といった従来の価値を超えて、使用者の感性

に働きかける製品が認知されてきている。ユーザーニーズの高感性

化が進む中、製品の美しいデザイン形状や表面の仕上がり等高い意

匠性を付加する技術の向上が求められている。 

    オ．環境配慮 

      機械製品については、部材に再生可能材料が利用される等、リサ

イクル性等に配慮した設計を行う等、環境負荷の低減が求められて

いる。また、加工工程の中で発生する騒音や振動に加え、熱処理に

かかるエネルギー、廃棄物（除去物、切削油、廃液等）等を削減す

ることは、地域社会との共存の観点からも重要な課題である。また、

二酸化炭素等の温室効果ガスの排出の抑制は地球規模での大きな

課題であり、加工プロセスの効率化や工程の削減による製品製造時

の省エネルギー及び加工に伴う廃棄物の削減等、環境負荷の低減が

期待される。 

 



 

    カ．生産性・効率化の向上、低コスト化 

 加工技術の高度化、自動化を実現することで、工程の削減等が可

能となり、製品の低コスト化に貢献することが期待される。また、

加工の高効率化や高速化等の実現により生産を効率化し、製品の短

納期化を進めることが期待される。 

 

②高度化目標 

    ア．当該技術が持つ物理的な諸特性の向上 

 精密加工において求められる加工精度の向上、生産性の向上、製

品の長寿命化、加工工程数の削減や騒音・廃棄物の削減による環境

負荷への配慮等は当該技術の高度化における代表的な目標である。 

更なる加工技術の高度化のためには、高速域における高い回転精

度及び高い運動精度等の各種超高精度化、高剛性加工、難加工材へ

の対応が重要な目標である。また、製品の長寿命化に対しても、寿

命予測等に向けた技術の高度化が求められる。 

また、これら加工技術単体の機能の高度化のみならず、複数の機

能を併せ持つ複合化も重要な目標である。 

    イ．品質の安定性・安全性の向上 

      川下製品の品質の安定性・安全性を確保するために高精度の実現

が重要であるが、その際の課題となっている、加工時及び仕上げ加

工時の残留応力による変形を防止する技術の高度化が求められてい

る。また、製品の高機能化のためには、せん断加工で生じるバリや

プレス機器の性能低下につながるかす上がりの抑制技術及び自動処

理技術の向上が重要である。 

    ウ．環境配慮の取組 

      加工工程における工作機械・工具・製品の洗浄工程の削減、潤滑

材（油等）の使用量の削減、リサイクルへの配慮、加工機械の消費

エネルギーの削減といった、省エネルギーと環境調和性を実現する

ための技術開発を行う。 

    エ．プロセスの革新・ＩＴ活用の高度化 

      ＣＡＤ、ＣＡＭ、ＣＡＥといった情報技術、シミュレーション技

術の活用により、工程設計、加工のトライ、修正期間の短縮化が実

現されている。今後、適用範囲の拡大や最適化技術との融合等によ

りシミュレーション技術を高度化し、更なる解析精度の向上、工程

の削減を行う。 

 



 

    オ．生産性・効率化の向上、低コスト化 

国際的に厳しいコスト競争を勝ち抜くために、生産性・効率化の

向上（自動化、加工速度の向上、生産合理化システムの確立、金型

の精度向上）、不良率の低減（歩留まり向上）、型や切削工具等の

長寿命化等を実現する。 

 

（４）川下分野特有の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える特有の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

１）医療・健康分野に関する事項 

医療分野では、超高齢社会における医療機器の高度化の必要性から、

製品の長寿命化に向けた高硬度材（高強度セラミックス等）や生体適合

性及び生体親和性の高い材料、生体修復機能材料等の新材料開発が進み

つつある。また、個々の患者に適合した形状を実現するオーダーメイド

対応への必要性も生じてきているため、難削材加工、複雑形状加工、衛

生面に配慮した一品加工への対応が求められる。中でも医療器具では感

染防止等の観点から、使い捨て製品が普及しており、特に人体に接触す

るものは安全性、リスク低減の観点から、その利用増加が見込まれる。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．高衛生・信頼性・安全性の保証 

イ．生体親和性向上 

ウ．フレキシブル生産 

エ．寿命向上 

オ．リビジョン対応 

カ．手術手技の簡素化(操作性向上） 

       ②高度化目標 

ア．精密・微細加工技術等の向上 

イ．衝撃を吸収するために工夫された構造と素材に対応した加工技術

の構築 

ウ．難加工材・新材料加工対応 

エ．複雑形状加工対応 

オ．ＩＴ等を活用したフレキシブル生産技術の向上 

カ．洗浄工程の削減及び潤滑剤使用の低減 

キ．ソフトウェアを利用したカスタムメイド対応 

ク．多品種少量生産等に対応した低コスト化技術の向上 



 

     ２）環境・エネルギー分野に関する事項 

     再生可能エネルギーを中心とする風力発電や水力発電に用いる機器に

おいては、複雑形状部材や大型部品、新材料を用いた発電の効率化が重

要となる。その他、風力発電、太陽光発電や電池、ＬＥＤ(Light Emitting 

Diode)等の環境配慮型機器においても、生産工程の高度化や効率化を図

っていくことが求められている。特に二次電池のケースや防爆機能部材、

燃料電池のセパレーター等を量産する際のプレス加工法や成形システム

が求められている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．高効率化 

イ．複雑形状化 

ウ．コンパクト化  

エ．軽量化 

オ．高リサイクル化 

②高度化目標 

ア．複雑形状部品の加工性向上 

イ．微細形状の加工技術の向上 

ウ．薄肉材料の加工技術の確立・高度化 

エ．難加工材・新材料加工対応 

オ．大型部品の少量生産技術の向上 

カ．複合材料の加工技術の向上 

キ．自然由来材料の活用技術の向上 

 

３）航空宇宙分野に関する事項 

     航空宇宙分野においては、機体の大型化や航続距離延長の観点から、

機体の軽量化が求められ、構造の一体化、中空化、薄肉化やＣＦＲＰ

（Carbon-Fiber-Reinforced Plastic）等の複合材の導入等が進められて

いる。また、エンジンの燃費向上の流れを受けたタービン部の高温化に

伴い、エンジン関連機器・部品では超耐熱鋼が用いられる。これらの材

料は難加工材であり、機械加工ロスを削減するためネットシェイプ化が

急務である。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．高機能化（高剛性、高比強度、耐熱性、耐食性等） 

イ．信頼性向上 

ウ．軽量化、ネットシェイプ化 

エ．燃費向上 



 

②高度化目標 

ア．一体部品・複雑形状部品加工対応 

イ．薄肉形状・中空形状加工対応 

ウ．難加工材（耐熱合金、チタン合金等）に対応した加工技術の向上 

エ．新材料（ＣＦＲＰ等）加工対応 

 

４）その他の川下分野に関する事項 

a.自動車分野に関する事項 

各国において自動車に対する燃費規制、排出ガス規制等の環境規制が

遂次強化されている中で、自動車産業では、環境対応や徹底したコスト

ダウンが求められている。このため、車体の軽量化、エンジン、バッテ

リ、モータその他電子部品の効率の向上等が課題となっている。また、

自動車が本来持つ機能上の付加価値の創出や多様化する顧客ニーズにこ

たえるために、デザイン形状や衝突安全性の高度化、短納期開発・フレ

キシブルな生産も重要な事項となっている。さらに近年では、自動車部

品のリサイクル性及びリユース化への配慮も必要となっている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．衝突時の安全性の向上 

イ．軽量化  

ウ．複雑形状化・一体加工化 

エ．燃費向上 

オ．ハイブリッド化、ＥＶ化、燃料電池化 

カ．静粛性向上 

キ．操作性向上 

ク．フレキシブル生産 

②高度化目標 

ア．衝撃を吸収するために工夫された構造と素材に対応した加工技術

の構築 

イ．複雑三次元形状等を創成する加工技術及び一体加工技術の構築 

ウ．難加工材・新材料加工対応 

エ．ＩＴ等を活用したフレキシブル生産技術の向上 

オ．複合加工、部品組立及び工程短縮等を可能とする技術の向上 

カ．材料歩留まりの向上に寄与する技術の高度化 

 

b.情報通信機器分野に関する事項 

情報技術の進展や情報家電製品の高機能化の進展に伴い、微細化され



 

た電子部品等の稼動時の発熱等に対応した新材料等についても加工技術

を確立していく必要がある。 

携帯電話やパーソナルコンピュータ等の情報家電については軽量化

・薄型化が進む中で高い剛性の確保が必要であり、高強度化、軽量化・

小型化に適した非鉄金属の加工の応用展開が見込まれる。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．高剛性化 

イ．複雑形状化 

ウ．高機能化 

エ．製品意匠面の高品位化 

オ．高強度化 

カ．軽量化 

キ．静音化・高放熱化 

②高度化目標  

ア．難加工材に対応した加工技術の向上 

イ．精密・微細加工技術等の向上 

ウ．複雑三次元形状等を創成する加工技術の向上 

エ．高い意匠性を付加する加工技術の向上 

オ．中量・多品種生産に対応した加工技術の実現 

カ．複合材加工、部品組立及び工程短縮等の実現 

キ．材料歩留まりの向上に寄与する技術の高度化 

 

c.ロボット分野に関する事項 

ロボット分野では、高度な知能ソフトウェアやネットワーク技術、分

散システム技術、センシング技術等の情報通信技術の活用による機能の

更なる高度化と活用範囲の拡大が求められている。今後、需要の増加が

見込まれるサービスロボットでは、安全性、信頼性、利便性に係る技術

的な水準が従来の産業用ロボットに比べて高いレベルで要求されること

から、要素技術の高度化が必要である。こうしたニーズを踏まえ、難加

工材や皮膚に類似した新素材に応じた微細加工、複雑形状加工への対応

が必要とされている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．安全性の向上 

イ．複雑形状加工 

ウ．高耐久性・高信頼性の向上 

エ．フレキシブル生産 



 

②高度化目標 

ア．精密・微細加工技術等の向上 

イ．ＩＴ等を活用したフレキシブル生産技術の向上 

ウ．複合材加工、部品組立及び工程短縮等を可能とする技術の高度化 

エ．中量・多品種生産に対応した加工技術の実現 

 

d.産業機械・農業機械分野に関する事項 

各種生産に係る産業機械は、貿易立国である我が国において重要な基

盤産業であり、また、農業機械は今後課題となる食糧問題解決のために

必要な産業である。これら産業において用いられる部品は当該技術を活

用したものも多いため、当該技術への要請は一層高まっていくものとな

る。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．高機能化（加工技術の組み合わせ・複合化） 

②高度化目標 

ア．加工技術を組み合わせ・複合化した加工プロセスの高度化 

 

２ 精密加工に係る技術における高度化目標の達成に資する特定研究開発等の

実施方法 

当該技術に対する川下製造業者等の課題及びニーズに対応するための技

術開発の方向性を４点に集約し、以下に示す。 

 

（１）技術要素の高度化に対応した技術開発の方向性 

①高精度化 

②小型化・高剛性化 

③工具・金型等の長寿命化 

④高合金鋼・軽金属・難加工材・新素材への対応 

⑤薄肉加工 

⑥中空化 

⑦中量・多品種生産 

⑧複合一体化 

 

 （２）高効率化に対応した技術開発の方向性 

①加工の高速化・自動化 

②加工工程等の削減 

③コストの削減 



 

④材料歩留まり向上 

⑤効率化・省人化 

⑥仕上げ自動化 

⑦検査の自動化 

⑧測定方法の革新 

 

（３）管理技術の高度化に対応した技術開発の方向性 

①データベースの構築と活用 

②工場の高度化 

③技術の複合化 

④製造における安全・環境の向上 

⑤製造における品質管理 

⑥技術・技能のデジタル化 

⑦シミュレーション技術の高度化 

 

（４）環境配慮に向けた技術開発の方向性 

   ①省エネルギー・省資源化 

   ②周辺環境への配慮 

   ③リサイクル 

   ④潤滑材使用量等の低減化 

 

３ 精密加工に係る技術において特定研究開発等を実施するに当たって配慮

すべき事項 

厳しい内外環境を勝ち抜く高い企業力を有する自律型企業へと進化する

ためには、川上中小企業者等は、以下の点に配慮しながら、研究開発に積

極的に取り組み、中核技術の強化を図ることが望ましい。 

 

（１）今後の当該技術の発展に向けて配慮すべき事項 

①産学官の連携に関する事項 

川下製造業者等、公設試験研究機関、大学等と積極的に連携し、事業

化に向けたニーズを把握しつつ、独創的な研究・技術開発を行うことが

重要である。その際、自らが有する技術についての情報発信を適切に行

い、円滑に研究開発が進むよう努めるべきである。 

②人材確保・育成及び技術・技能の継承に関する事項 

技術力の維持・向上に必要な人材の確保・育成のために、若手人材の

リーダーへの育成に努めるとともに、ベテラン技術者とのペアリングに



 

よる研究管理等により、技術・ノウハウを若年世代へ円滑に継承してい

く必要がある。 

③生産プロセスの革新に関する事項 

製品開発過程においても、常に自動化、省エネルギー、省スペースと

いったプロセスイノベーションを意識する必要がある。また、自由度の

高い製造工程と生産性の向上を目指し、研究開発段階においても、積極

的にＩＴ活用を図ることが望ましい。 

④技術体系・知的基盤の整備、現象の科学的解明に関する事項 

公的機関が提供する標準物質・計量標準等の知的基盤を有効に活用し

つつ、計測技術及びシミュレーション技術を用いて、自らの技術や技能

の科学的な解明に努めるとともに、技術や技能のデータベース化を図り

ながら技術体系を構築していくことが重要である。 

⑤知的財産に関する事項 

自社が保有する技術を知的財産として認識し、管理していくことが重

要であり、その有効な手段である特許権取得を適切に図る必要がある。

他方、特許出願すれば、その内容が公になることや、特許権の効力は出

願国にしか及ばないことから、特許出願せずにノウハウとして秘匿する

方が好ましい場合もあり、戦略的な対応が求められる。 

川下製造業者等は、川上中小企業者等と共同で研究開発等を行う場合

には、事前に知的財産権の帰属、使用範囲等について明確に取決めを行

うとともに、川上中小企業者等が有する知的財産を尊重すべきである。 

 

（２）今後の当該技術に係る川上中小企業者等の発展に向けて配慮すべき

事項 

①グローバル展開に関する事項 

積極的に海外市場の開拓を図るために、ターゲットとなる市場のニー

ズに応じた製品開発を進める必要がある。海外展開を進める際には、競

争力の源泉となる技術の流出防止を徹底することが重要であり、流出の

懸念がある技術についてはブラックボックス化を進める等の対策を講じ

るべきである。 

②取引慣行に関する事項 

川上中小企業者等及び川下製造業者等は、受発注時における諸条件や

トラブル発生時の対処事項等について契約書等で明確化することが望ま

しい。また、下請代金の支払遅延や減額等の禁止行為を定めた下請代金

支払遅延等防止法や、取引対価の決定や下請代金の支払い方法等につい

て、親事業者と下請事業者のよるべき基準を示した、下請中小企業振興



 

法に定める「振興基準」を遵守し取引を行わなければならない。 

③サービスと一体となった新たな事業展開に関する事項 

単なる製品の提供に留まらず、ユーザーや市場ニーズを満足させるサ

ービス・機能・ソリューションの提供を目指した研究開発を進めること

が重要である。 

④事業の継続に関する事項 

自社の人材、インフラ、取引構造等について日頃から正確に把握し、

災害等が発生した場合の早期復旧とサプライチェーンの分断防止のた

め、危機対処方策を明記した事業継続計画（ＢＣＰ）をあらかじめ策定

しておくことが重要である。 

⑤計算書類等の信頼性確保、財務経営力の強化に関する事項 

取引先の拡大、資金調達先の多様化、資金調達の円滑化等のため、川

上中小企業者等は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企

業の会計に関する指針」に拠った信頼性のある計算書類等の作成及び活

用に努め、財務経営力の強化を図ることが重要である。 

 

  



 

（四）製造環境に係る技術に関する事項         

 １ 製造環境に係る技術において達成すべき高度化目標 

  （１）当該技術の現状 

当該技術は、製造・流通等の現場の環境（温度、湿度、圧力、清浄度

等）を制御・調整するものづくり環境調整技術である。 

製造現場においては、生産性向上の取組として、歩留まりの改善、故

障率の低減等に寄与する清浄化やコンタミネーションの監視・制御がな

されている。また、医療機器、医薬品、食品等の分野では、品質向上・

安全性確保のために、冷蔵・冷凍・空調機器・真空機器等を用いた温度、

湿度、圧力、清浄度等の維持管理がなされている。その用途は、製造に

おける生産性・信頼性の向上、製品の汚染防止・鮮度維持だけではなく、

製品や原材料・素材の流通過程における品質管理等の付加価値の創出、

製造現場における作業環境の安全性確保、廃棄処理、リサイクルなど応

用範囲は広い。 

具体的な機能として、空間や機器内における温度、湿度、圧力、清浄

度の制御、水、水蒸気等の流体の制御・精製・濾過等も重要な機能と言

える。 

当該技術の川下製造業者等の産業分野としては、非常に広範囲に渡

り、特に重要性が高い分野として、医療分野、航空宇宙分野、環境・エ

ネルギー分野、食品分野、情報家電分野、自動車分野等が挙げられる。 

  

（２）当該技術の将来の展望 

当該技術に関わる産業を取り巻く社会的、経済的環境は大きく変化し

ており、対応すべき新たな課題も提起されている。例えば、成長分野で

ある医療分野においては、医薬品・医療機器の研究及び製造の空間での

温度管理・空気の清浄化・真空環境等を実現する機器が求められている。

また、医療機関においても院内感染を防ぐためのクリーンルームや、医

療用品の洗浄に用いる純水など高い清浄度が求められている。 

また、航空宇宙分野においては、機内や宇宙ステーションの温度調整

や与圧による機内環境の維持・管理、空気や水の清浄度の維持等が重要

な要素となる。 

環境・エネルギー分野においては設備の省エネルギー化が求められる

とともに、冷凍空調設備においては地球温暖化に対する影響の小さい冷

媒への代替が求められている。 

その他にも、食品分野では消費者ニーズの高度化に対応していくため

に、生産から販売に至る温度、湿度、圧力、清浄度、ガス組成等を一貫



 

して制御することが求められている。 

 

（３）川下分野横断的な共通の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える共通の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

①川下製造業者等の共通の課題及びニーズ 

     ア．高機能化 

川下製品に求められる精度・純度の向上に伴い、それら製品の製

造段階における温度、湿度、圧力等の管理、空気や水の清浄度管理

における機能の高度化が求められている。 

また、川下製造業者等の用途に応じ、粉塵や微生物だけでなく、

ガス成分や静電気等も制御対象とする等、新たな機能を求められ

る。 

さらに、川下製品の品質安定性・安全性確保等のために、適切な

環境を安定的に保持する機能が求められている。 

     イ．低負荷環境下での製造 

環境保全に対する社会的要請の高まりを受け、当該技術を用いた

冷凍空調機器等の省エネルギー化・地球温暖化係数の低い冷媒の使

用といった環境負荷低減への対応が求められている。特に、冷凍空

調設備に使用されている冷媒にはフロン類が多く使用されてきた

が、オゾン層を破壊するフロン類冷媒は我が国では一部用途を除い

て既に生産・消費が廃止されており、代替フロンであるＨＦＣ

（Hydro Fluoro Carbon）も地球温暖化係数が高いことからその排

出抑制対策が求められている。そのため、安全性や効率の確保を前

提に、自然冷媒の採用や地球温暖化係数の低い冷媒の開発、それら

を活用した冷凍空調機器の開発及び実用化が求められている。 

また、空気や水の清浄化に伴い収集された粉塵や有害物質への対

応も求められている。 

さらに、環境維持の際に発生する騒音、振動の低減が求められて

いる。例えば、冷凍空調設備で用いられる圧縮機（コンプレッサ）

の駆動部や細管部からの騒音、振動の低減などが挙げられる。 

    ウ．低コストでの製造 

当該技術が用いられる設備の多くは停止することなく稼働し続

けることが求められるため、エネルギーコストは他の設備に比して

大きい。このため、コストダウンにつながるエネルギー効率に優れ



 

た当該技術に対するニーズは高い。 

エ．効率的な生産 

 川下製造業者等では、技術革新が進み、多様な用途の製品が開発

され、小型化、軽量化、省エネルギー化等の多機能化が進んでいる。

また、従来では使用されていなかった素材が川下製造業者等で導入

されるケースも増えており、新素材や新しい製造プロセスにおいて

も、生産性の向上が求められている。 

 

②高度化目標 

     ア．当該技術が持つ諸特性、諸機能の向上 

温度、湿度、圧力、清浄度制御技術の向上は、当該技術の高機能

化における代表的な目標である。 

また、これら単体の技術の高機能化のみならず、複数の機能を併

せ持つ複合化も重要な目標である。 

加えて、製造工程においては粉塵のみならず静電気等の環境制御

も求められる。さらに、電磁波遮蔽性を始め従来の環境制御では考

慮されていなかった要素の制御技術を実現し、新たな用途の開発も

重要な目標である。 

当該技術の品質向上については、高精度化、高清浄化に加え、川

下製造業者等の製品品質保持のため、制御性能保持期間の長寿命化

を実現する。 

     イ．環境負荷低減 

高精度な温度、湿度、圧力、清浄度の測定と制御、省エネルギー

に係る技術開発や製造プロセス全般の管理の徹底等が求められる。

また、新規冷凍空調設備については、安全性や効率の確保を前提に、

可能な限り地球温暖化係数の低い冷媒を使用し、現行設備について

は、冷媒漏洩の防止・冷媒回収向上等の地球温暖化防止対策等の措

置が必要である。真空装置についても同様に、環境負荷の少ないガ

スの使用及び排ガス処理装置等の除害装置の高度化を実現する。 

     ウ．コスト削減 

熱交換器や圧縮機、断熱材料、フィルタ等の改善により、省エネ

ルギーの効率化を実現する。 

川下製造業者等の開発期間の短縮化、製造期間の短縮化といった

ニーズに対応するため、設計や開発に最先端のＩＴが用いられ、加

熱・冷却シミュレーション技術、加圧・減圧シミュレーション技術

等の向上がある。各種シミュレーション技術における予測精度の向



 

上により、開発期間の短縮が図れるとともに、最適な設計、製造が

可能となり、大きなコスト低減を実現する。 

エ．製造装置の最適化  

素材や製造プロセスに応じた製造環境機能を製造装置に付与す

る。 

 

（４）川下分野特有の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える特有の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

１）医療・健康分野に関する事項 

医療分野においては、医療機器・医薬品の研究・製造段階において

温度管理・空気の清浄化・真空環境などを実現する機器が求められて

いる。また、医療機関においても院内感染を防ぐためのクリーンルー

ムや医療用品の洗浄に用いる純水など高い清浄度が求められている。

また、医療用センサ製造装置や医療器具の滅菌・殺菌装置あるいは医

薬品の生産に用いられる凍結乾燥装置及び生体親和性や生体適合性を

制御する医療材料の製造にも厳密な温湿度管理やクリーンルームが必

要となっている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．医療安全性の確保 

イ．現場における環境改善  

②高度化目標 

ア．高精度な温度、湿度、圧力の制御 

イ．空気・水等の流体清浄度の向上 

 

２）環境・エネルギー分野に関する事項 

環境・エネルギー分野においては、当該技術を用いた冷凍空調機器

等の省エネルギー化・地球温暖化係数の低い冷媒の使用といった環境

負荷低減への対応が求められている。特に冷凍空調設備に使用されて

いる冷媒に関しては、安全性や効率の確保を前提に可能な限り地球温

暖化係数の低い冷媒を使用する他、現行設備の冷媒漏洩の防止・冷媒

回収向上等の地球温暖化防止対策等の措置が必要である。真空装置に

ついても同様に、環境負荷の少ないガスの使用及び排ガス処理装置等

の除害装置の高度化による環境負荷の低減が求められる。また、人体

に影響を及ぼす可能性がある大気汚染物質等の管理や新興国における



 

水インフラ整備のニーズの高まりによる水処理技術における清浄度の

高度化への関心は極めて高いと思われる。 

その他にも、次世代の低消費電力デバイス、太陽光パネル、省エネル

ギーの照明としてＬＥＤあるいは有機ＥＬ（Electro-Luminescence）、

電池向けの材料開発が盛んであり、いずれのデバイスにおいても安定な

性能を長期間に渡って維持するにあたり、製造装置における当該技術が

必要である。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．地球温暖化係数の低い冷媒の使用 

イ．環境負荷の少ないガスの使用 

ウ．長期安定性デバイスの実現 

エ．製造設備の加工精度向上 

オ．省エネルギーの実現 

②高度化目標 

ア．環境負荷の低減 

イ．エネルギー効率の向上 

ウ．デバイスを長期安定させる環境の確立 

エ．製品加工精度向上のための温度・圧力制御 

 

３）航空宇宙分野に関する事項 

航空宇宙産業では、電気通信機器、各種表示機器、機体材料等、真

空状態を利用して作られた部品が多く用いられている。航空機やロケ

ット等は、極限の環境下で使用され、かつ精密な機能を維持すること

が求められるため、部素材の製造において当該技術が必要とされてい

る。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．極限環境に対応した部素材製造技術の実現 

②高度化目標 

ア．極限環境対応部素材を実現するための環境の確立 

 

４）その他の川下分野に関する事項 

a.食品分野に関する事項 

食品分野については、安心・安全や旨みの増加等に関する消費者ニ

ーズの高度化への対応、海外への輸出促進に向けて、品質の均一化、

高品質化のための技術開発が必要である。特に、濃縮（凍結濃縮、真

空濃縮等）や発酵、熟成、成分抽出、粉砕処理といった加工により旨



 

み、香り、機能性等の付加や流通段階におけるフードロスの低減も求

められている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．最適な流通手法の確立 

イ．最適な保存方法の確立 

ウ．高品質・高付加価値の付与 

②高度化目標 

ア．生産から販売に至る当該技術の向上  

 

 b.情報家電分野に関する事項 

情報家電分野について、次世代の通信機器等に求められる半導体及び

電子部品のための超クリーン成膜、小型軽量化、低消費電力化が求めら

れている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．超クリーン成膜の実現 

イ．小型軽量化 

ウ．低消費電力化 

②高度化目標 

ア．高真空技術の確立 

イ．ガス供給系技術の向上 

ウ．大容量排気システムの高度化 

 

    c.自動車分野に関する事項 

自動車には、安全・信頼性・高機能のための様々なエレクトロニクス

技術が応用されており、その中でも世界規模で注目を浴びているエコカ

ーは、パワー半導体、強力磁石、二次電池など、高機能電子部品を多数

必要とする。また、自動車用樹脂加工部品、ガラス部品、エンジン関連

部品等についても、高い品質や信頼性が求められる。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア.高品質・高信頼性デバイスの実現 

②高度化目標 

ア.高品質・高信頼性デバイスを実現するための環境の確立 

 

２ 製造環境に係る技術における高度化目標の達成に資する特定研究開発

等の実施方法 

当該技術に対する川下製造業者等の課題及びニーズに対応するための



 

技術開発の方向性を３点に集約し、以下に示す。 

 

（１）当該技術が持つ諸特性の向上に対応した技術開発の方向性 

①温度維持・管理の高度化 

②圧力維持・管理の高度化 

③流体清浄度維持・管理の高度化 

④静電気・電磁波等の発生抑制技術の高度化 

 

（２）省エネルギー・低環境負荷に対応した技術開発の方向性 

①冷媒使用量の削減・地球温暖化係数が低い冷媒の活用 

②冷媒漏洩の防止 

③冷媒漏洩の検知 

④環境に配慮した冷媒の回収率の向上 

⑤エネルギー効率の向上 

⑥安全性の向上 

⑦低騒音化 

⑧特殊ガスの利用・高性能な排ガス処理装置による環境負荷の低減 

 

（３）生産性・コスト・効率化に対応した技術開発の方向性 

①温度・圧力・清浄度制御技術の向上 

②環境制御装置の長寿命化 

③環境制御装置の小型化 

④メンテナンスコストの低減 

⑤均質な製品製造及び歩留まりの向上 

⑥製造装置の最適化 

 

３ 製造環境に係る技術において特定研究開発等を実施するに当たって配

慮すべき事項 

厳しい内外環境を勝ち抜く高い企業力を有する自律型企業へと進化す

るためには、川上中小企業者等は、以下の点に配慮しながら、研究開発

に積極的に取り組み、中核技術の強化を図ることが望ましい。 

 

（１）今後の当該技術の発展に向けて配慮すべき事項 

①産学官の連携に関する事項 

川下製造業者等、公設試験研究機関、大学等と積極的に連携し、事業

化に向けたニーズを把握しつつ、独創的な研究・技術開発を行うことが



 

重要である。その際、自らが有する技術についての情報発信を適切に行

い、円滑に研究開発が進むよう努めるべきである。 

②人材確保・育成及び技術・技能の継承に関する事項 

技術力の維持・向上に必要な人材の確保・育成のために、若手人材の

リーダーへの育成に努めるとともに、ベテラン技術者とのペアリングに

よる研究管理等により、技術・ノウハウを若年世代へ円滑に継承してい

く必要がある。 

③生産プロセスの革新に関する事項 

製品開発過程においても、常に自動化、省エネルギー、省スペースと

いったプロセスイノベーションを意識する必要がある。また、自由度の

高い製造工程と生産性の向上を目指し、研究開発段階においても、積極

的にＩＴ活用を図ることが望ましい。 

④技術体系・知的基盤の整備、現象の科学的解明に関する事項 

公的機関が提供する国際標準等の知的基盤を有効に活用しつつ、計測

技術及びシミュレーション技術を用いて、自らの技術や技能の科学的な

解明に努めるとともに、技術や技能のデータベース化を図りながら技術

体系を構築していくことが重要である。 

⑤知的財産に関する事項 

自社が保有する技術を知的財産として認識し、管理していくことが重

要であり、その有効な手段である特許権取得を適切に図る必要がある。

他方、特許出願すれば、その内容が公になることや、特許権の効力は出

願国にしか及ばないことから、特許出願せずにノウハウとして秘匿する

方が好ましい場合もあり、戦略的な対応が求められる。 

川下製造業者等は、川上中小企業者等と共同で研究開発等を行う場合

には、事前に知的財産権の帰属、使用範囲等について明確に取決めを行

うとともに、川上中小企業者等が有する知的財産を尊重すべきである。 

 

（２）今後の当該技術に係る川上中小企業者等の発展に向けて配慮すべ

き事項 

①グローバル展開に関する事項 

積極的に海外市場の開拓を図るために、ターゲットとなる市場のニー

ズに応じた製品開発を進める必要がある。海外展開を進める際には、競

争力の源泉となる技術の流出防止を徹底することが重要であり、流出の

懸念がある技術についてはブラックボックス化を進める等の対策を講

じるべきである。 

 



 

②取引慣行に関する事項 

川上中小企業者等及び川下製造業者等は、受発注時における諸条件や

トラブル発生時の対処事項等について契約書等で明確化することが望

ましい。また、下請代金の支払遅延や減額等の禁止行為を定めた下請代

金支払遅延等防止法や、取引対価の決定や下請代金の支払い方法等につ

いて、親事業者と下請事業者のよるべき基準を示した、下請中小企業振

興法に定める「振興基準」を遵守し取引を行わなければならない。 

③サービスと一体となった新たな事業展開に関する事項 

単なる製品の提供に留まらず、ユーザーや市場ニーズを満足させるサ

ービス・機能・ソリューションの提供を目指した研究開発を進めること

が重要である。 

④事業の継続に関する事項 

自社の人材、インフラ、取引構造等について日頃から正確に把握し、

災害等が発生した場合の早期復旧とサプライチェーンの分断防止のた

め、危機対処方策を明記した事業継続計画（ＢＣＰ）をあらかじめ策定

しておくことが重要である。 

⑤計算書類等の信頼性確保、財務経営力の強化に関する事項 

取引先の拡大、資金調達先の多様化、資金調達の円滑化等のため、川

上中小企業者等は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企

業の会計に関する指針」に拠った信頼性のある計算書類等の作成及び活

用に努め、財務経営力の強化を図ることが重要である。 

 

  



 

（五）接合･実装に係る技術に関する事項 

１ 接合･実装に係る技術において達成すべき高度化目標 

（１）当該技術の現状 

当該技術は、相変化、化学変化、塑性・弾性変形等により多様な素材

・部品を接合・実装することで、力学特性、電気特性、光学特性、熱伝

達特性、耐環境特性等の機能を顕現する接合・実装技術である。単に固

定するだけでなく可動機能を含んだ接合技術も含まれ、電子部品・デバ

イスから超厚板大型構造物の広範囲な製造に幅広く利用されている。 

川下製造業者等からは、接合部の高強度化、信頼性の向上や軽量化、

接合・実装の位置精度の向上等が求められており、接合部の機能の高付

加価値化、信頼性の付与等に応える研究開発や研究課題にも取り組んで

いる。 

さらに近年は、技術革新に伴い、新素材を利用した最終製品も数多く

製造されているため、当該技術もこうした変化に対応し続けている。最

終製品の使用環境も、これまで以上に多様化しており、劣悪な極限環境

でも強靭かつ安定な機能を維持することが求められている。一方、コス

ト競争も厳しくなっており、接合・実装作業における生産性の向上は勿

論のこと、製品の製造、修理、再利用、廃棄までを考えたライフサイク

ルコストやこれらの過程でのエネルギー使用の最小化も課題となってい

る。 

当該技術の川下製造業者等の産業分野としては、半導体デバイスや電

子部品、電子機器、自動車や鉄道車両・船舶、産業用機械、建築や橋梁

・プラント等の建造物、航空宇宙、ロボット、医療、エネルギー等の広

い範囲に亘っており、これら産業において欠かせない重要な技術である。 

 

（２）当該技術の将来の展望 

物理的接合において要求が高まっている技術として、新たな難接合素

材を接合させる技術、接合部品の高強度化・小型化・軽量化技術、安全

性・信頼性を向上させる技術等が挙げられる。また、優れた機能を有す

る材料あるいは異なる機能を有する素材を確実に接合し、機能を長寿命

化させる高い信頼性を有する部品の開発、接合技術の開発が望まれてい

る。 

化学的接合技術においても今後、接合部の品質に対し一層高い信頼性

が要求されるとともに、作業効率の向上、自動化の促進、作業環境の改

善が進められる。具体的には、医療や航空宇宙並びに自動車・鉄道車両

・電気・電子機器に加えて住宅・建築物・構造物等広範な適用分野にお



 

いて、新素材・異種材料接合に対するニーズが高度化・複雑化しており、

接着信頼性の確保はもちろんのこと、低温速硬化と耐久性、電気絶縁性

と高熱伝導性、耐熱性・難燃性・高靱性と易加工性、高接着強度・耐久

性と易解体性等の相反機能を両立する接着剤の開発・高度化が求められ

ている。さらに、固相接合では、摩擦熱で接合材を高温に加熱するとと

もに軟化した両金属を混合させる開発が注目され、主に鉄道車両や自動

車等に用いられるアルミニウム構造材への導入が進んでいる。さらに、

接着剤と溶接の併用など複合技術による接合を利用し、金属材料、有機

材料、無機材料を複合化した部材創製の研究開発にも期待が寄せられて

いる。 

半導体デバイスや電子部品等の搭載部品をはんだ等を用いて電子回路

基板と電気的相互接続を図る実装技術は、電子機器の多様化に伴い、寸

法精度や電気特性、強度、信頼性等の要求が高まり、三次元実装や複合

実装の一層の進化が望まれている。また、近年はウエアラブルな電子機

器の進歩が著しく、健康・医療機器と合わせて、人にやさしいエルゴノ

ミクスの観点からの開発も望まれている。 

今後、当該技術を使用する環境は多様化、極限化しつつあるため、設

計と一体となった最適化技術として位置付け、川下製造業者等とそれを

支える川上中小企業者等及び大学等との共同研究の中で開発を進めてい

く必要がある。 

 

（３）川下分野横断的な共通の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える共通の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

①川下製造業者等の共通の課題及びニーズ 

ア．高強度化 

耐久性の向上及び軽量化、コスト削減と調和する部材の高強度化

は、様々な川下製造業者等で課題・ニーズとして顕在化している。 

イ．軽量化 

様々な機械製品は一様に軽量化が進む傾向にある。大量の部品が

使用されている輸送機械等では、接合用部品にも強度を維持した上

での軽量化が求められている。 

ウ．難接合素材の部材接合 

様々な機械製品において、軽量化や高機能化、高感性化等を目的

にセラミックスや炭素繊維等の新部素材が多く用いられるように



 

なっている。こうした新部素材は接合が難しい場合が多く、このた

めの技術の高度化が求められている。 

エ．製品の信頼性 

接合部の緩みは構造物・電子装置の深刻な事故の原因となること

が少なくない。日本製品に対する高い信頼性を今後も維持していくた

めには、製品の接合部の強度設計と緩み機構、さらにその防止設計の

技術を高めるとともに、接合部の品質とメンテナンス性の向上に努め

ることが重要である。また、接合用部品の品質を高めるだけでなく、

部品製造工程のトレーサビリティ向上に関するニーズも高まってい

る。 

オ．環境負荷の低減 

製造業に課せられる環境への責任は年々強まりを見せている。こ

のため省エネルギー、低環境負荷、リサイクルに配慮した設計を行

う等、環境負荷の低減は重要な課題となっている。特に、分解可能

な方法である物理的接合の場合は、製品、部品及び部材のリサイク

ルへの一層の貢献が求められている。 

カ．生産性の向上 

新興国のメーカーはコスト競争力に優れ世界的に市場を拡大し

ている。労働コストが高い我が国製造業が競争力を維持し続けてい

くためには、限られた労働力で高い付加価値を生み出していく仕組

みを構築することが不可欠である。接合用部品は機械製品に多用さ

れており、接合工程における設備の効率化、省エネルギー化、省ス

ペース化は、製品製造の生産性向上に大きくつながるものである。  

キ. 低コスト化 

      新興国等との競争が激化しており、品質・機能だけでなく、更な

る低コスト化が求められている。さらに今後は、使用済製品の廃棄

ばかりでなく生産プロセスでの副産物の廃棄、製造設備更改等の際

のコストにも考慮すべき状況にある。 

 

②高度化目標 

ア．高強度化・軽量化 

機械製品の軽量化に資する接合用部品及び技術の開発が不可欠で

ある。また、部品点数の削減による軽量化、低コスト化等へ貢献す

る高強度な接合用部品の開発を実現する。 

イ．部素材の接合技術の高度化 

部素材の確実な接合は緩みを原因とする製品の事故防止にとっ



 

て重要であり、製品の信頼性向上に資するため、接合技術の高度化

を一層進めていくことが不可欠である。特に機械製品の高機能化、

小型化、軽量化等の進展により、構造物を構成する部材には新機能

を保持し、かつ接合が難しい新素材等が多用されているため、難接

合材の接合技術の向上を実現する。 

ウ．小型高密度集積化の技術の向上 

機械・電子部品装置においては、特に、三次元実装や部品内蔵の

形態で小型・高密度集積化に対応した組立・生産技術の向上を実現

する。 

エ．環境負荷物質を用いない接合用部品の実現 

従来の接合用部品の表面処理には有害な六価クロムやカドミウ

ム等が使用されていたが、こうした環境負荷物質を使用せずに耐食

性、装飾性に優れた部品の開発が不可欠となっている。また、形状

加工、熱処理、表面処理等の工程で多くのエネルギーを消費するた

め、省エネルギー技術の開発を進めていくことも重要である。さら

に、接着剤においては、環境負荷物質不使用に加えて、化学物質規

制に対応した、より低ＶＯＣ（Volatile Organic Compounds）の材

料開発を行う。 

オ．製品のリサイクル性の向上に資する接合用部品の実現 

機械や構造物の解体にとっても物理的接合用部品による接合は

有用であり、資源のリサイクルを一層進めていくために、高い信頼

性を維持しつつ解体も容易な接合用部品、接着剤の開発が重要とな

っている。 

カ．作業効率性の向上 

生産工程を改善することによって接合用部品の軽量化、品質の向

上、高強度化等を実現するとともに、変種変量生産や短納期生産及

び川下製造業者等の多様なニーズへ対応する。 

キ．接合部診断技術・検査技術の向上 

接合部の欠陥診断技術、検査技術を向上させ、構造物の信頼性や

品質の更なる向上が重要である。さらに、非破壊検査技術の専門的

知識の少ない事業者を考慮した、簡便な非破壊検査技術及び非破壊

検査設備の研究開発を行う。 

ク．システム設計技術の向上 

使用の履歴を追跡する情報処理に資する部品及び技術の開発に

加え、接合用部品の生産状況のトレーサビリティを担保する納入シ

ステムの開発を行うことが重要である。 



 

      また、機械的構造、機械的及び電磁的性能、電磁ノイズ、温度制

御等に関する個々の設計・シミュレーション技術の高度化は必須で

あり、さらにこれらを総合的にみて要求条件を満たす統合設計の開

発を行う。 

ケ. 低コスト化 

機械・電子部品装置のデザイン性・高機能・高付加価値性を維持

しつつ、大量生産及び多品種少量生産に適した低コスト化を実現す

る。 

 

（４）川下分野特有の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える特有の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

１）医療・健康分野に関する事項 

医療機器のＸ線関連装置、核磁気共鳴画像診断装置（ＭＲＩ(Magnetic 

Resonance Imaging)）、内視鏡等では、生命を左右する環境下での使用

が主体となることから、極めて高い安全性・動作の確実性及びフェイル

セーフに対応した機器の構成が求められる。これらの接合･実装部品材料

には優れた耐食性、高強度、さらに人体に直接触れることから細菌感染

及びこれを防ぐための消毒・洗浄等に耐える素材を使った生体に適合す

る構造及びパーツ交換に適した構成も必要である。 

医療・ヘルスケア関連機器・装置では最近の健康志向の影響を受け、

新規開発が急速に進んでおり、生体親和性に優れたセンシングデバイス

により人体の細胞レベルから微弱な生体情報を感知して、確実に素早く

分析・処理することが課題となっている。 

また、遠隔医療では、医療機器と情報通信装置とをネットワーク構成

して、大量の医療データの高速通信が課題となっており、さらにはこの

ネットワークに医療ロボットを組み合わせることも始められている。血

圧計、体組成計を始めとするヘルスケア機器においては、小型・軽量・

低コスト等が課題となっている。また、これらの機器で測定された健康

情報を主治医が情報ネットワークを通して収集・蓄積・統計処理を行い、

患者の健康を遠隔管理する技術の実用化が進んでいる。 

さらに、医療分野に使われる接着剤には、大別して生体外部表面用と

生体内部用がある。生体外部用として代表的なものに絆創膏があるが、

近年、薬剤を経皮により徐々に吸収させて持続性のある治療を行うため

に、薬剤と透過膜を組み合わせた粘着テープが開発されている。生体内



 

部用としては、例えば、血液の止血作用を利用して、血液からフィブリ

ンを取り出し、安全な生体組織接着剤とするなどの軟組織用や、歯科に

用いられる硬質用がある。いずれも医療用として高い安全性と信頼性が

求められている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．安全性、信頼性（動作の確実性、信頼設計） 

イ．細菌感染の防止、消毒・洗浄の容易性 

ウ．生体親和性・生体内分解性・生体情報の高速処理 

エ．インプラント等における患者の負担軽減 

オ. 接着性、耐久性、速硬化性 

カ．遠隔医療構成の容易性 

キ．臨床データの収集及び医療器具の許認可の促進 

②高度化目標 

ア．防水及び耐薬品処理に適した接合・実装の実現 

イ．滅菌処理対応・生体親和性・生体内分解性等に優れた材料の利用 

ウ．フレキシブルな基板や不定形な部品への回路形成や電子部品実装の実

現 

エ．超小型モジュール実装・医療用ＭＥＭＳ(Micro Electro Mechanical 

Systems)の確立 

オ．医療機器のネットワーク化・遠隔医療のシステム化の実現 

カ．接着性、耐久性の向上、速硬化性の実現 

キ．人体への安全性･効果の実証 

 

２）環境・エネルギー分野に関する事項 

環境調和型エネルギーである再生可能エネルギー等に対する関心の

高まりから、環境・エネルギー関連の分野においても実装技術の重要性

が認識されている。 

インバータやコンバータにおいては、変換効率の向上、大電力処理化、

冷却のための負荷軽減、突入電流対策等が課題である。 

太陽電池システムについても発電効率化、大電力化が求められ、発電

セルの高密度実装及び低抵抗配線による接続、屋外環境での塵埃付着の

抑制による発電効率の維持、厳しい環境下での長寿命化が要求されてい

る。従来の火力発電等と自然エネルギー発電（太陽電池、風力・地熱）

を協調させて電力供給をするスマートグリッド（次世代送電網）におい

ては、発電及び蓄電状況を適切に把握し、需要見込みも想定した効率的

かつ安定な電力供給をするため、情報通信技術を用いた大電力制御が求



 

められる。さらに送電については、損失低減の観点から高電圧使用が求

められており、制御装置を低電圧使用する場合とは異なる当該技術が必

要となる。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．大電流に対応した低損失化対策、突入電流対策、冷却対策 

イ．太陽電池の発電効率化、大電力化、長寿命化 

ウ．スマートグリッド等の電力協調 

②高度化目標 

ア．大電流に対応した低損失給電、突入電流回路構成及び冷却構造を

含むパワーモジュール実装の実現 

イ．太陽電池システムの高効率化のための高密度実装、低抵抗配線の

確立・高度化 

ウ．太陽電池システムの発電セルのリペア構造、塵埃・耐候性対策構

造の実現 

エ．スマートグリッド等の制御装置の高電圧部と低電圧部の分離構成

並びに電力情報ネットワークに関する実装の高度化 

 

３）航空宇宙分野に関する事項 

航空機産業においては、環境配慮や運行コスト削減に対するニーズが

高まっており、航空機の燃費向上は重要な課題となっている。また、航

空機は過酷環境での使用となる。そのため、機体や電子装置を構成する

材料・部品の当該技術には軽量化、高強度化、耐候性等が求められる。

ロケット、人工衛星などの宇宙機器ではさらに一段と環境条件が厳し

く、耐真空性・耐放射線性の要求条件も加わる。 

これらの機体の構造を実現するために、接着接合が多く用いられてお

り、構造用接着剤は、固定翼、胴体パネル、床、扉、隔壁等の接着接合

に、シーリング材は、燃料タンクや与圧室の機密性の保持、燃料漏れの

防止、防錆を目的として利用されている。 

航空宇宙分野の電子機器の実装については、軽量かつ高密度な実装は

勿論のこと、航空機機内の環境及び宇宙環境でも安定で高い信頼性をも

たらす技術が要求される。航空機の機器は人命に直接関係することか

ら、極めて高い信頼性と安全性が求められている。人工衛星の機器は、

宇宙環境が故に、放熱対策と半導体素子などを太陽光、放射線から守る

実装技術が求められている。 

   ①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．機体の高強度性・耐衝撃性 



 

イ. 機内圧力を一定に保つ堅牢な密閉性 

ウ. 機体・電子機器の軽量性 

エ. 広い温度範囲での耐環境性 

オ. 放射線を含む宇宙環境での接合部・電子機器の長寿命・耐久性 

   ②高度化目標 

ア．軽量新素材の高強度接合技術 

イ. 宇宙環境における耐久性 

ウ. 耐放射線性に優れた半導体素子パッケージング技術 

エ. 耐放射線性・温度変化への耐久性 

オ．宇宙環境における電子装置の安定動作のための温度制御 

カ. 劣悪環境化での高信頼性・長寿命化 

  

４）その他の川下分野に関する事項 

a．自動車等輸送機械分野に関する事項 

自動車、鉄道車両、船舶などの輸送機械については、安全性能向上・

快適性向上、省エネルギー・耐環境性・地球環境対策が求められている。

特に自動車分野については、部材毎に使用環境に適合した素材の選択が

始まっており、このため相互に接触する部材間の異材接合が注目されて

きている。また、人命に直接関係することから高強度部材使用等の極め

て高い信頼性が求められる。さらに、輸送機械に搭載する電子機器は非

常に厳しい環境において安定確実に動作することが求められている。 

一方で、近年のグローバル競争下で我が国の自動車産業が生き残るた

めに、より低コストで高品質を実現するための生産工程の実現が求めら

れている。 

さらに快適な運転環境を提供するため、ＩＴＳ(Intelligent 

Transport Systems)、車間通信、衝突防止システムにおいても電子実装

技術が広く活用されており、多機能、高速処理とともに劣悪環境下での

安定な動作が課題である。 

電気自動車等の電動機の電力供給や制御については、劣悪環境下での

安定な動作に加え、大電流供給、高発熱対策等、パワーデバイスに適し

た構造が要求される。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．劣悪環境化での高信頼性 

イ．衝突防止システム等の安全性及びメンテナンス技術 

ウ．ＩＴＳ、車間通信等の快適な運転環境 

エ．大電流供給、高発熱対策等パワーデバイスに適した構造 



 

オ．高強度、超高強度部材における接合時の遅れ破壊の防止 

カ．燃費向上及び省資源化のための軽量化 

②高度化目標 

ア．部品内蔵化基板等耐振動性に優れた実装技術の実現 

イ．高放熱金属樹脂複合基、高耐熱基板材料を用いた配線板、部品類

技術の確立 

ウ．低温対応の配線板、部品類技術の高度化 

エ．電動機用パワーエレクトロニクス実装技術の高度化 

オ．ショット雑音環境下での電磁環境適合（ＥＭＣ（Electro-Magnetic 

Compatibility））技術の高度化 

カ．センサ機器・認識制御デバイス・アクチュエータ間ネットワーク 

の実装構成技術の高度化 

キ．遅れ破壊が発生しない高強度な接合用部品の実現 

ク．補修技術向上のための化学的接合技術の開発と接合条件の最適化 

ケ．耐環境性、接着性、耐久性、はく離強度、せん断強度の向上  

 

b．住宅・建築物・構造物分野等に関する事項 

住宅・建築物等については、建築材料や建築工法の進歩に伴い、接着

剤の利用が近年急速に増加し、下地工事、床仕上げ、壁天井仕上げなど

様々な箇所で利用されている。これに呼応し、低ＶＯＣに配慮した接着

剤の開発など、接着剤から放出される化学物質の低減の取組等も併せて

進められている。 

また、構造物等においては、コンクリート床版や橋脚への鋼板、カー

ボンシート（ＣＦＲＰ等）による補強のための注入接着や含浸接着など

の用途に接着剤が欠かせないものとなっている。 

さらに、大型構造物は風雨や直射日光、塩分などに長期間晒される厳

しい環境の下で長期間使用されることから、防錆や耐食性が強く求めら

れている。橋梁の基礎などでは巨大な力がかかり、しかも高度な耐震性

が求められることから、接合用部品には高い強度が求められる。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．環境負荷低減、耐環境性 

イ．高機能化、多機能化、長寿命化 

ウ．免震性、耐震性、制震性 

エ．防錆性、耐食性 

②高度化目標 

ア．低ＶＯＣ性、リサイクル性の向上 



 

イ．接着性、耐久性の向上 

ウ．可動部の接合性の向上 

エ．耐震性に優れた締結用部品及び技術の開発 

オ．高耐食性をもつ接合用部品の開発 

カ．ホームエレクトロニクスと住宅建材との融合技術 

キ．セキュリティシステムと住宅構造との融合技術 

 

c．情報通信機器分野に関する事項 

厳しい国際競争に勝ち残っていくために、海外製品では達成できない

高信頼・長寿命な付加価値の高い製品を製造することに重点を置きつつ

も、多品種少量製品の製造に迅速かつ柔軟に対応できる技術が求められ

ている。接合・実装部分をモジュール単位で組み合わせ、カスタム化す

ることで製品のコスト削減とメンテナンスの向上を図っており、全体最

適化によって性能とコストのバランスを取ることが大きな潮流となって

いる。このように既存の水平統合的な取組みに加え、モジュール化等の

垂直統合的な仕掛けを効果的に組み合わせたものを新しい当該技術とし

て構築し、戦略的に活用することで製品の競争力を高めることができる

と考えられる。 

大型情報通信機器では、並列処理化の傾向が一段と強く、一台の処理

能力を高めるほかに多くの機器相互間を効率良く高速で接続することに

よる大容量高速情報処理化への要求が大きい。一方、情報家電において

は、個々の使い易さ、多機能化の要求のほかに、情報家電同士の相互接

続及び情報家電と冷蔵庫、エアコン、セキュリティ機器等とを相互接続

してシステム化を容易に可能とする技術が求められている。 

また、情報通信機器は筐体の軽量化、薄型化も進展しており、接合用

部品はこうした部材に対応した特殊な形状が求められることが多い。ま

た、プリント基板の実装には非常に小さい部品が用いられるが、機器の

小型化に対応するため一層の小型化、高精度化が求められるようになっ

ている。さらに、磁気記録部分の固定には非磁性材料の接合用部品が用

いられるほか、機器によっては容易に開け閉めが出来ないように特殊な

駆動形体を持つ部品が用いられることがある。 

大型情報通信機器と情報家電に共通している課題・ニーズとしては、

高機能化、多機能化による製品の高付加価値化が挙げられる。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．高機能化・多機能化・大容量高速情報処理化 

イ．情報通信機器間インタラクティブの高度化 



 

ウ．機器ネットワーク構成の容易化・高度化 

エ．薄板厚部材の安定した接合 

オ．微小部品の接合 

②高度化目標 

ア．高速大容量情報通信機器実装技術の向上 

イ．接着性、耐久性の向上 

ウ．電気絶縁性、熱伝導性等電気特性の向上と高純度の実現 

エ．特殊形状接合用部品及び極微小接合用部品の実現 

オ．利便性、汎用性及び耐久性の高いはんだ付けの開発並びに適用 

カ．端末機器間相互接続のための無線接続、赤外線接続に適した実装

技術の確立 

 

ｄ．ロボット･産業機械分野に関する事項 

ロボットは主として産業用ロボットとサービスロボットに大別され

る。産業用ロボットでは工場の製造現場において周辺に多くの製造機器

が存在する環境で使用されるため電磁ノイズに強いことが求められてい

る。また、生産性向上のための高速性及び長期安定な動作が要求される。

さらにパーツ交換等によりフレキシブルに多品種少量生産に対応できる

構成が求められている。  

一方、家庭用及び看護用等のサービスロボットでは、人間の生活、生

命に深く関わるため、高い安全性、信頼性、長寿命が重要な課題である。

また、様々なセンシングデバイスから得られる多量の情報を高速で処理

及び判断し、自律的かつスムーズに複雑な動作を行うことが要求される。

さらに人体との接触や人間との会話等のインタラティブな作業に対して

は、エルゴノミクス等を考慮した構成が求められる。  

最近では大規模災害時等、人の立入が難しい環境で作業するロボット

の開発が進んでおり、極限環境下での安定な動作の保証へのニーズも高

まっている。 

また、産業機械では、構成品を接合するために様々な部品が用いられ

る。特に工作機械においては、加工工程の省力化や高速作業などの厳し

い要求仕様に対応する、高性能化、耐熱性、高強度化が求められている。

また、建機などの産業機械においては、外力がかかる部分の高強度化と

ダウンサイジングの両立に必要な接合部の剛性の向上、厳しい使用環境

にも対応する耐熱性、耐寒性が求められている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．作業動作の適用範囲の拡大  



 

イ．細菌感染の防止、消毒・洗浄の容易性 

ウ．生体親和性及び適合性に優れたセンシングと生体情報の高速処理 

エ．遠隔医療構成の容易化 

オ．人間工学等を考慮したデザイン設計  

カ．極限環境でも安定した動作が可能な構成 

キ．遅れ破壊の心配のない高強度化 

ク．耐熱性、耐寒性の高い接合用部品及び技術の開発 

②高度化目標 

ア．部素材交換が容易なモジュール構造の実現 

イ．滅菌処理対応・生体親和性に優れた材料での構成の実現 

ウ．プリンタブル実装技術などによるフレキシブルな基板へ不定形 

な部品への回路形成や電子部品実装の実現 

エ．胃カメラカプセル等に適用可能な超小型モジュール・医療ＭＥ 

ＭＳの実現 

オ．医療機器のネットワーク化・遠隔医療のシステム化の実現 

    カ．極限環境に耐えられる筐体・電子機器構造の実現 

キ．可動構造体の軽量・柔軟性に富む新素材による接合用部品の実現  

ク．軽量･高強度な可動構造体の実現 

 

２ 接合･実装に係る技術における高度化目標の達成に資する特定研究開

発等の実施方法 

当該技術に対する川下製造業者等の課題及びニーズに対応するための

技術開発の方向性を５点に集約し、以下に示す。 

 

（１）技術要素の高度化に対応した技術開発の方向性 

①接合部品の高強度化 

②新素材部品による接合 

③安定した軸力を導入する潤滑剤 

④非鉄金属部材、異種金属部材、樹脂構造部材等の物理的・化学的接合 

 

  （２）接合機能の向上に対応した技術開発の方向性 

①組立及び施工の作業効率性向上 

②緩み防止 

③接合用部品の情報化 

④耐食性、耐候性、耐油性等の耐久性、接着性の向上 

⑤樹脂部材締結・接合 



 

⑥特殊形状接合部品及び材料等による機能性向上 

 

（３）環境配慮に対応した技術開発の方向性 

①有害化学物質の不使用 

②製品のリサイクル性向上 

③物理的・化学的接合部品及び材料の製造過程における省エネルギー化 

 

（４）管理技術に対応した技術開発の方向性 

①部品製造工程の低コスト化 

②接合用部品及び材料の品質管理 

③耐経年変化への対応 

④高温部、厚板、複雑形状部等の検査 

⑤作業者保護のための安全確保 

⑥ロボットによる高精度化、高速化、操作性向上 

⑦基本データベース構築・確立、シミュレーション技術との連携条件 

・施工方法データベースの共通化 

  

  （５）高密度先端実装技術に対応した技術開発の方向性 

①実装設計、シミュレーションへの対応（熱、応力、電気統合設計) 

②三次元実装を考慮した電子システム集積化 

③部品内蔵基板実装への対応 

④光・電気混載実装のための対応 

⑤生体親和、環境対応技術に対する高性能化 

⑥モジュール化、微細接続、パワーエレクトロニクス等に対する高密実装 

 

３ 接合･実装に係る技術において特定研究開発等を実施するに当たって

配慮すべき事項 

厳しい内外環境を勝ち抜く高い企業力を有する自律型企業へと進化す

るためには、川上中小企業者等は、以下の点に配慮しながら、研究開発

に積極的に取り組み、中核技術の強化を図ることが望ましい。 

 

（１）今後の当該技術の発展に向けて配慮すべき事項 

①産学官の連携に関する事項 

川下製造業者等、公設試験研究機関、大学等と積極的に連携し、事業

化に向けたニーズを把握しつつ、独創的な研究・技術開発を行うことが

重要である。その際、自らが有する技術についての情報発信を適切に行



 

い、円滑に研究開発が進むよう努めるべきである。 

②人材確保・育成及び技術・技能の継承に関する事項 

技術力の維持・向上に必要な人材の確保・育成のために、若手人材の

リーダーへの育成に努めるとともに、ベテラン技術者とのペアリングに

よる研究管理等により、技術・ノウハウを若年世代へ円滑に継承してい

く必要がある。 

③生産プロセスの革新に関する事項 

製品開発過程においても、常に自動化、省エネルギー、省スペースと

いったプロセスイノベーションを意識する必要がある。また、自由度の

高い製造工程と生産性の向上を目指し、研究開発段階においても、積極

的にＩＴ活用を図ることが望ましい。 

④技術体系・知的基盤の整備、現象の科学的解明に関する事項 

公的機関が提供する標準物質・計量標準等の知的基盤を有効に活用し

つつ、計測技術及びシミュレーション技術を用いて、自らの技術や技能

の科学的な解明に努めるとともに、技術や技能のデータベース化を図り

ながら技術体系を構築していくことが重要である。 

⑤知的財産に関する事項 

自社が保有する技術を知的財産として認識し、管理していくことが重

要であり、その有効な手段である特許権取得を適切に図る必要がある。

他方、特許出願すれば、その内容が公になることや、特許権の効力は出

願国にしか及ばないことから、特許出願せずにノウハウとして秘匿する

方が好ましい場合もあり、戦略的な対応が求められる。 

川下製造業者等は、川上中小企業者等と共同で研究開発等を行う場合に

は、事前に知的財産権の帰属、使用範囲等について明確に取決めを行うと

ともに、川上中小企業者等が有する知的財産を尊重すべきである。 

 

（２）今後の当該技術に係る川上中小企業者等の発展に向けて配慮すべき

事項 

①グローバル展開に関する事項 

積極的に海外市場の開拓を図るために、ターゲットとなる市場のニー

ズに応じた製品開発を進める必要がある。海外展開を進める際には、競

争力の源泉となる技術の流出防止を徹底することが重要であり、流出の

懸念がある技術についてはブラックボックス化を進める等の対策を講じ

るべきである。 

②取引慣行に関する事項 

川上中小企業者等及び川下製造業者等は、受発注時における諸条件や



 

トラブル発生時の対処事項等について契約書等で明確化することが望ま

しい。また、下請代金の支払遅延や減額等の禁止行為を定めた下請代金

支払遅延等防止法や、取引対価の決定や下請代金の支払い方法等につい

て、親事業者と下請事業者のよるべき基準を示した、下請中小企業振興

法に定める「振興基準」を遵守し取引を行わなければならない。 

③サービスと一体となった新たな事業展開に関する事項 

単なる製品の提供に留まらず、ユーザーや市場ニーズを満足させるサ

ービス・機能・ソリューションの提供を目指した研究開発を進めること

が重要である。 

④事業の継続に関する事項 

自社の人材、インフラ、取引構造等について日頃から正確に把握し、

災害等が発生した場合の早期復旧とサプライチェーンの分断防止のた

め、危機対処方策を明記した事業継続計画（ＢＣＰ）をあらかじめ策定

しておくことが重要である。 

⑤計算書類等の信頼性確保、財務経営力の強化に関する事項 

取引先の拡大、資金調達先の多様化、資金調達の円滑化等のため、川

上中小企業者等は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企

業の会計に関する指針」に拠った信頼性のある計算書類等の作成及び活

用に努め、財務経営力の強化を図ることが重要である。 

  



 

（六）立体造形に係る技術に関する事項 

１ 立体造形に係る技術において達成すべき高度化目標 

（１）当該技術の現状 

当該技術は、自由度が高い任意の立体形状を造形する立体造形技術で

ある。（ただし、（三）精密加工に係る技術に含まれるものを除く。） 

当該技術では、金属、セラミックス、プラスチック、ガラス、ゴム等

様々な材料を所用の強度や性質、経済性等を担保しつつ、例えば高いエ

ネルギー効率を生み出すための複雑な翼形状や歯車形状等を高精度に作

り出したり、高度化する医療機器等の用途に応じた任意の形状を高精度

に作り出したりする技術全般を指す。材料により、射出成形、押出成形、

圧縮成形、プレス成形等の造形方法がある。また、鋳型空間に溶融金属

を流し込み凝固させることで形状を得る融体加工技術や、金属粉末やセ

ラミックス粉末の集合体を融点よりも低い温度で加熱し固化させること

で目的物を得る粉体加工技術、三次元データを用いて任意の形状を金型

等の専用工具を使わずに直接製造できる積層造形技術等も当該技術に含

まれる。 

当該技術の川下製造業者等の産業分野としては、環境・エネルギー、

医療機器をはじめ、航空宇宙、自動車、電子機器等幅広く、成長分野を

切り拓くためにも必要不可欠な技術である。 

 

（２）当該技術の将来の展望 

当該技術では、種々の要求性能を高レベルにバランスさせつつ、任意

の形状に加工することを目指しているため、造形機械の高度化のみなら

ず、高性能金型の開発や寿命の予測、新高性能材料等の最適材料の開発

や工学的挙動の解析等さまざまな研究課題がある。また、製造途中での

騒音・振動の低減、リサイクルや省エネルギー・省資源への対応といっ

た環境配慮や、短納期化や低コスト化に対応する製造工程の効率化等へ

の要望も大きい。 

さらに積層造形技術を用いた当該技術については、プラスチックのみ

ならず、金属やセラミックスへの応用も可能となってきたことから、試

作品等の製造への活用について期待が高まっており、米国をはじめ各国

がその研究開発にリソースを集中している。そのような中、今なお精度

や製造速度、加工材料の制限など多くの技術的課題を抱えており、これ

らの解決が求められている。また、こうした最先端技術と既に高いレベ

ルにある既存基盤技術との融合による新たな製造技法の開発などへの期

待も大きい。 



 

（３）川下分野横断的な共通の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える共通の課題及びニーズ並びにそれ

らを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

①川下製造業者等の共通の課題及びニーズ 

    ア．高機能化 

      機械製品の高機能化や部材の一体成形化が進むにつれて、構成する部

材については高機能化及び高性能化がさらに要求され、高強度化、軽

量化、複雑形状化、多機能化の実現に向けた製造技術の開発が期待さ

れている。 

    イ．品質保証 

      製品構成部材に対する品質保証を確実に遂行するための検査技術の

開発等が求められている。 

    ウ．長寿命化 

機械製品の高機能化、小型化・軽量化等が進展することにより、製

品を構成する部材に対する負荷が高まっている。このような中、製品

に対する高い信頼性を今後も維持するためには、過酷な環境下でも安

定した機能を発揮し続けるよう、部材の強化が求められる。特に、材

料関連の技術の強化により、耐摩耗性、耐圧性、耐熱性、耐食性、耐

候性、疲労寿命等、様々な特性を向上させ長寿命化の実現が求められ

ている。 

    エ．環境配慮 

 環境に対する取組が重要性を増している中、有害物質の削減・代替

・除去・無害化や製造プロセスの省エネルギー化といった環境負荷の

低減、リサイクル、触媒等環境保全材料の開発、廃棄物の有効活用等

への対応が求められている。 

    オ．生産性、効率化の向上、低コスト化 

      ＩＴを積極的に設計・開発や工程管理に活用する等、短納期化に向け

たプロセスイノベーションを進めていくことが求められている。また、

製品に対する低コスト化ニーズは常に存在することから、低コスト化

を実現するために、製品の製造技術や製造プロセスの高度化等に対応

することが求められている。  

カ．多品種少量生産 

      ユーザーニーズの多様化に伴い、部材の発注は多品種少量生産を前提

としたものが増加してきている。また、航空機産業や医療機器産業な

どの成長産業では、製品の特性上、多品種少量生産への対応が不可欠



 

となっている。 

 

②高度化目標 

    ア．当該技術が持つ物理的な諸特性の向上 

      新材料技術、複合化技術の開発、高機能を支える評価技術の確立によ

り、製品の高機能化を実現する。また、振動減衰、低熱膨張、剛性、

靭性、耐摩耗性等の従来材の機能を向上させ高付加価値化を図る材料

関連の技術や表面処理技術の高度化、薄肉化・軽量化・一体成形化を

図る技術及びこれに伴う複雑形状化や高精度化にかかる技術等の向上

を実現する。 

    イ．品質の保証及び向上に資する技術の確立 

     製造工程で用いる金型等の設計技術・シミュレーション技術、部材の

検査技術、完全自動化による品質コスト削減を図る。また、成形不良

を生じないための成形加工プロセスの解析、改善策立案のためのＣＡ

Ｅ利用の推進も必要である。さらに、品質保証を行うためにも個々の

製品にトレーサビリティを導入した管理手法を確立する。 

    ウ．長寿命化に資する技術の向上 

       耐摩耗性、耐圧性、耐熱性、耐食性、耐候性、疲労寿命の向上等に

向けた材料関連の技術開発を行う。 

    エ．環境配慮の取組 

      廃熱の再利用、変換効率の高い熱伝変換材料等について開発を進め、

工程における使用エネルギー低減の実現を図る。また、マテリアルリ

サイクル技術、自然由来のプラスチック、生分解性ポリマーの導入に

関する技術開発、添加される染料や可塑剤、難燃剤等における安全な

新添加材料の開発等の材料開発技術や環境に有害物質を放出しない加

工システム技術、エネルギー消費の低減を可能とする成形方法、燃料

としての最終利用に適した組成・構造の開発等を行う。 

    オ．短納期化等を実現するための技術の高度化 

高速造形技術や、シミュレーション等の知能化・情報化技術による

設計・製造プロセスの最適化、また三次元ＣＡＤ／ＣＡＭデータから

のＡＭ（Additive Manufacturing）技術の高度化等により、短納期化、

多品種少量生産、新機能製品を実現する。 

    カ．グローバル競争に対応する技術の向上によるコスト低減 

新興国の低価格供給品に価格対抗を可能とする、成形から二次加工、

検品、梱包までの自動化技術の開発、特に、新興国依存度が高い製品

群の成形を含む自動加工技術の開発、金型内での組立加工技術の開発



 

などより簡易で低コストの製造技術や製造プロセスを実現する。 

キ．美的価値の追求 

ユーザーの感性に働きかけることが製品の付加価値として重要性を

増しており、機能美の追求によって新たな用途を生み出す。 

 

（４）川下分野特有の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える特有の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

１）医療・健康分野に関する事項 

患者のＱＯＬ（Quality of Life）を高めるため、再生医療等の高度先

進医療による低侵襲かつ質の高い医療技術の開発が強く求められている。

また、超高齢社会を迎える我が国において、ＱＯＬを保ちながら療養でき

る在宅医療や遠隔治療の需要は今後ますます高まっていくと考えられる。

特に、情報通信技術を活用した遠隔治療は、高齢者や農村部に住む人々の

医療を支援する有望な手段として期待されており、遠隔治療も含めた在宅

医療関連サービスの確立が求められている。このような状況において、医

療機器に用いられる製品は、医療事故防止、感染防止等の目的で高い安全

性、清浄度が要求されている。加えて、一層の高精細化、高機能化が求め

られている。なお、医療機器の場合は、大型の清浄化設備が必要な上に原

材料も厳しい品質を要求される一方、数量が少ないため、素材メーカーの

協力が不可欠である点も高度化目標を達成する上での重要な課題となっ

ている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．安全性、清浄度の向上 

イ．高精細化 

ウ．高機能化 

エ．高信頼性 

②高度化目標 

ア．高衛生管理 

イ．高分子素材等の素材開発 

ウ．微細加工技術等の向上 

エ．耐食性、強度、生体適合性の高い部材の製造技術の開発  

オ．生物機能を模倣する超微細構造の再現 

カ．ポリマーアロイ化技術の確立 

 



 

２）環境・エネルギー分野に関する事項 

環境・エネルギー分野では、高い強度及び硬度を有し、軽量かつ極低

温から超高温の様々な極限状況に耐える部品が多用されており、今後も、

世界的なエネルギー需要増加への対応、エネルギー効率の向上、劣悪環

境下での耐久性等が要求される。また、新興国においては、水インフラ

整備のニーズが大きく、高分子分離膜エレメントやそれらを用いた水浄

化モジュールの部材について、低環境負荷性、高いエネルギー効率とい

った機能の低コストによる実用化が重要な課題となっている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．環境負荷低減 

イ．効率化 

ウ．耐久性 

②高度化目標 

ア．リサイクル性の向上 

イ．機械的強度の向上 

ウ．流体力学を考慮したシステム設計の最適化 

エ．耐久性の向上 

オ．高性能膜の実現 

カ．生産性の向上 

 

３）航空宇宙分野に関する事項 

航空宇宙分野では、高い強度及び硬度を有し、軽量かつ極低温から超

高温の様々な極限状況に耐える部品が航空機の機体やエンジンに多用さ

れている。軽量化及び安全性の確保等の観点から、部材の一体成形のニー

ズが高まっている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．部材の軽量化及び信頼性の確保 

イ．高精細化 

ウ．高効率化 

エ．耐環境性 

オ．耐久性 

②高度化目標 

ア．部材の一体化に資する材料及び技術の高度化  

イ．極限環境耐久性に対応する材料・製造技術の開発 

ウ．成形のみによる表面の異素材感の表現 

エ．複合材のリサイクル技術や成形シミュレーションの高度化 



 

オ．材料、設計、加工のノウハウデータベースの構築 

カ．成形機とシミュレーションの融合 

 

４）その他の川下分野に関する事項 

a.自動車分野に関する事項 

自動車産業では環境問題、安全問題に対応するために、車体の軽量化

が求められており、部品の素材や形状等について見直しが進められてい

る。また、燃焼効率向上に伴う排気ガスの高温化に対応した部材、騒音及

び振動の低減につながる部材の開発が求められている。 

さらに、自動車生産のグローバル化の進展に伴い、グローバル調達可

能な部材と原材料、地域環境への配慮のニーズが高まっている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．安全性・快適性 

イ．高付加価値化 

ウ．軽量化 

エ．新素材への対応 

オ．新動力の導入 

カ．短納期化 

②高度化目標 

ア．衝突安全に寄与する部品の実用化 

イ．材料複合化技術に資する技術の向上 

ウ．精密成形加工、金型内組立加工の向上 

エ．電波透過性、気密構造、放熱構造技術の向上 

オ．導電性・熱伝導性・耐溶剤性の付与 

カ．高磁気特性の向上 

 

b.情報家電分野に関する事項 

情報家電製品では、パーソナルコンピュータ、携帯電話、デジタルカ

メラ、カーナビゲーションシステム等、軽量性・頑強性・高意匠性へのニ

ーズが高まっている。情報家電に用いられる部品の多くはダイカスト等に

より生産されており、新興国等での汎用性製品の大量生産により、価格が

大幅に低下している。特に携帯電話、ノートパソコン、デジタルカメラ等

のヒンジ部品、ボタン部品等の構造材には金属部品の使用量が近年伸びて

いる。また、コンデンサ等の電子部品には多くのファインセラミックスが

用いられている。今後、国際競争力強化のため、生産性の向上に加えて更

なる高付加価値化が求められている。 



 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．精密化・微細化 

イ．高付加価値化 

ウ．短納期開発・フレキシブル生産・安全性 

エ．コンデンサ等電子部品性能の高度化 

②高度化目標  

ア．精密・微細加工技術等の向上 

イ．製品設計に対応した金型の設計・加工・シミュレーションの向上 

ウ．後処理工程短縮等の向上 

エ．フレキシブル生産に対応した成形技術の開発 

オ．誘電特性の向上 

 

c.工作機械・ロボット分野に関する事項 

 工作機械は、長年にわたり、曲げ、せん断、ねじりの外力に耐えながら、

高い精度を実現し続けることが求められてきた。したがって、その構造体

には、優れた剛性、振動減衰性及び耐摩耗性や、温度、湿度による寸法・

形状変化の少なさが要求される。 

こうした中、工作機械は、高速、重切削を実現するハイエンドモデルの

生産が中心となりつつあり、表面焼入れ等の熱処理を必要とする難易度の

高い製品に対するニーズが高まっているほか、構造も複雑化しており、高

い生産性やコストダウン等への対応が期待される。 

また、ロボット及び自動化機器においては、医療福祉介護分野を始めと

する様々な分野における活用を視野に入れた多機能ロボットの開発が急

務とされており、国内においても様々なロボットの開発が進んでいる。こ

れらの製品には関節、駆動部品に用いられる場合が多く、軽量化、安全性

の確保は不可欠である。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．高機能化 

イ．耐久性 

②高度化目標 

ア．表面焼入れ等の熱処理を必要とする高難易度製品の生産 

イ．極限環境耐久性に対応する製造技術の開発 

 

ｄ.電池分野に関する事項 

電気自動車や携帯電話等の普及に伴い、二次電池の大容量化、高出力

化、小型化、軽量化、高寿命化等の高性能化が強く求められている。例え



 

ば、プラスチック製品は二次電池のケースといった外部容器に限らず、モ

ジュールケースやセルケース等の内部部品としても使用されており、二次

電池の高性能化を実現する上で成形加工部材への要求は今後も高くなる

と考えられる。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．大容量化 

イ．高出力化 

ウ．小型・軽量化 

エ．高寿命化 

オ．安全化 

カ．耐熱化（高耐熱樹脂の使用） 

キ．生産性向上 

②高度化目標 

ア．安全性 

イ．モジュールケース構造・セルケース構造の高度化 

ウ．電極等を含めたパッケージの最適化 

エ．電池の軽量・小型化に対応する薄肉成形技術の向上 

オ．多品種少量に対応した膜生産技術の向上 

カ．絶縁性向上、導電性制御の高度化 

キ．複数素材によるハイブリッド設計・加工・組立の実現 

ク．電池モジュール設計、加工に付随するシミュレーションの高度化 

 

ｅ.光学機器分野に関する事項 

当該技術は、光学機器の基本的な部品である非球面レンズの製造に適

した技術であり、既にレーザプリンタ、情報機器、自動車、カメラ、眼鏡

等、多くの光学分野で用いられるプラスチックレンズを代表に利用されて

いる。川下製造業者等からは、様々な複雑形状を有し、かつ付加価値を有

する部品の需要が高い。特に、情報通信分野や医療分野等で使用される機

能性部品の重要性が増しており、それに対応した技術が求められている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．高機能化 

イ．高付加価値化 

②高度化目標 

ア．量産技術の向上 

イ．微細成形加工、高精度成形加工技術の向上 

ウ．肉厚・光学特性の高い超薄物部品等の高度化 



 

２ 立体造形に係る技術における高度化目標の達成に資する特定研究開発等

の実施方法 

当該技術に対する川下製造業者等の課題及びニーズに対応するための技

術開発の方向性を５点に集約し、以下に示す。 

 

（１）高機能化に対応した技術開発の方向性 

①高強度化 

②高精度化 

③複雑形状化 

④振動減衰性の向上 

⑤剛性及び靱性の向上 

⑥耐摩耗性の向上 

⑦耐熱性及び耐焼付き性の向上 

⑧耐食性の向上 

⑨低熱膨張性の向上 

⑩機能美の向上 

⑪信頼性の向上 

⑫高磁性特性化 

⑬熱・電気伝導性の向上 

⑭撥水性等の表面特性の向上 

⑮生体適合性の向上 

⑯光学特性の向上 

 

（２）軽量化に対応した技術開発の方向性 

①薄肉化・微細形状の造形技術 

②軽量素材の利用 

③新部素材の利用 

④ダイカスト等の金型の高品質化 

 

（３）省資源・環境配慮に対応した技術開発の方向性 

①省資源・環境対応 

②省エネルギー 

③廃棄物削減 

④有害物質の削減・代替、除去、無害化 

⑤作業環境の改善 

 



 

（４）コスト削減と短納期化に対応した技術開発の方向性 

①高速成形 

②一体化成形・融合製造 

③加工レス 

④不良率低減 

⑤ＩＴの活用 

⑥トレーサビリティ 

⑦リードタイム短縮 

⑧少量多品種生産 

 

（５）積層造形技術を用いた当該技術等製造方法に関連した技術開発の 

方向性 

①材料等の対象拡大 

②高精度化 

③作業効率化 

    

３ 立体造形に係る技術において特定研究開発等を実施するに当たって配慮

すべき事項 

厳しい内外環境を勝ち抜く高い企業力を有する自律型企業へと進化す

るためには、川上中小企業者等は、以下の点に配慮しながら、研究開発

に積極的に取り組み、中核技術の強化を図ることが望ましい。 

 

（１）今後の当該技術の発展に向けて配慮すべき事項 

①産学官の連携に関する事項 

川下製造業者等、公設試験研究機関、大学等と積極的に連携し、事業化

に向けたニーズを把握しつつ、独創的な研究・技術開発を行うことが重要

である。その際、自らが有する技術についての情報発信を適切に行い、円

滑に研究開発が進むよう努めるべきである。 

②人材確保・育成及び技術・技能の継承に関する事項 

技術力の維持・向上に必要な人材の確保・育成のために、若手人材の

リーダーへの育成に努めるとともに、ベテラン技術者とのペアリングによ

る研究管理等により、技術・ノウハウを若年世代へ円滑に継承していく必

要がある。 

③生産プロセスの革新に関する事項 

製品開発過程においても、常に自動化、省エネルギー、省スペースとい

ったプロセスイノベーションを意識する必要がある。また、自由度の高い



 

製造工程と生産性の向上を目指し、研究開発段階においても、積極的にＩ

Ｔ活用を図ることが望ましい。 

④技術体系・知的基盤の整備、現象の科学的解明に関する事項 

公的機関が提供する標準物質・計量標準等の知的基盤を有効に活用しつ

つ、計測技術及びシミュレーション技術を用いて、自らの技術や技能の科

学的な解明に努めるとともに、技術や技能のデータベース化を図りながら

技術体系を構築していくことが重要である。 

⑤知的財産に関する事項 

自社が保有する技術を知的財産として認識し、管理していくことが重

要であり、その有効な手段である特許権取得を適切に図る必要がある。他

方、特許出願すれば、その内容が公になることや、特許権の効力は出願国

にしか及ばないことから、特許出願せずにノウハウとして秘匿する方が好

ましい場合もあり、戦略的な対応が求められる。 

川下製造業者等は、川上中小企業者等と共同で研究開発等を行う場合

には、事前に知的財産権の帰属、使用範囲等について明確に取決めを行う

とともに、川上中小企業者等が有する知的財産を尊重すべきである。 

 

（２）今後の当該技術に係る川上中小企業者等の発展に向けて配慮すべき

事項 

①グローバル展開に関する事項 

積極的に海外市場の開拓を図るために、ターゲットとなる市場のニー

ズに応じた製品開発を進める必要がある。海外展開を進める際には、競争

力の源泉となる技術の流出防止を徹底することが重要であり、流出の懸念

がある技術についてはブラックボックス化を進める等の対策を講じるべ

きである。 

②取引慣行に関する事項 

川上中小企業者等及び川下製造業者等は、受発注時における諸条件や

トラブル発生時の対処事項等について契約書等で明確化することが望ま

しい。また、下請代金の支払遅延や減額等の禁止行為を定めた下請代金支

払遅延等防止法や、取引対価の決定や下請代金の支払い方法等について、

親事業者と下請事業者のよるべき基準を示した、下請中小企業振興法に定

める「振興基準」を遵守し取引を行わなければならない。 

③サービスと一体となった新たな事業展開に関する事項 

単なる製品の提供に留まらず、ユーザーや市場ニーズを満足させるサー

ビス・機能・ソリューションの提供を目指した研究開発を進めることが重

要である。 



 

④事業の継続に関する事項 

自社の人材、インフラ、取引構造等について日頃から正確に把握し、

災害等が発生した場合の早期復旧とサプライチェーンの分断防止のため、

危機対処方策を明記した事業継続計画（ＢＣＰ）をあらかじめ策定してお

くことが重要である。 

⑤計算書類等の信頼性確保、財務経営力の強化に関する事項 

取引先の拡大、資金調達先の多様化、資金調達の円滑化等のため、川

上中小企業者等は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企業

の会計に関する指針」に拠った信頼性のある計算書類等の作成及び活用に

努め、財務経営力の強化を図ることが重要である。 

  



 

（七）表面処理に係る技術に関する事項 

１ 表面処理に係る技術において達成すべき高度化目標 

（１）当該技術の現状 

当該技術は、バルク（単独組織の部素材）では持ち得ない機能性を基

材に付加するための機能性界面・被覆膜形成技術である。 

例えば溶融した金属、セラミックス等の材料を基材表面に吹き付ける

こと又は堆積させること、塗料等を基材表面に塗布し硬化させること、

金属を溶かした水溶液中に浸せきさせること、金属を電解液中にて電気

分解すること、酸化還元反応により表面に金属を析出又は酸化被覆膜を

生成すること等が挙げられる。 

具体的な機能は、防錆性、耐腐食性、耐熱性、耐候性、耐摩耗性、耐

衝撃性、電磁気特性、光学特性の向上、若しくは、摩擦の軽減や摩耗に

対する寸法復元など多岐に渡る。さらに、装飾性や彩色、光沢、風合い

など使用者の感性価値の向上や界面の物理的・化学的制御による洗浄性

や撥水性等の向上も重要な機能と言える。 

適用範囲も医療機器、自動車、家庭用電気製品、コンピュータ等の情

報通信機器、半導体デバイス・センサ等の電子部品、家庭用品、日用品、

半導体・液晶、光学機器、航空宇宙・船舶、鉄鋼、産業機械、橋梁・構

造物、住宅、建材、家具等と多岐にわたる。 

 

（２）当該技術の将来の展望 

当該技術に関わる産業を取り巻く社会的、経済的環境は大きく変化し

ており、対応すべき新たな課題も提起されている。 

例えば、医療分野及び環境分野においては、機能性被覆膜が持つ触媒

機能による防汚性・抗菌性、遮熱機能による省エネルギーへの寄与等が

注目されており、既に産業利用されている機能の高度化の視点だけでは

なく、これまで注目されていなかった新しい機能の実現を目的とする研

究開発の必要性も一層高まりつつある。 

また、競争が激化しつつある航空宇宙分野での期待の軽量化に寄与す

る薄膜化、打ち上げ時の耐熱、耐衝撃性、宇宙空間での耐放射線、耐冷

温などの当該技術の開発が、川下製造業者等の開発全体の大きな鍵を握

っている。 

さらに、医療機器や情報家電を始めとする電子機器においては、集積

回路やプリント基板における配線の多くが導電性被覆膜によって実装

されており、その微細化の精度が回路の密度、ひいては医療機器等のサ

イズと性能を決定している。これらの結果、機能性界面・被覆膜形成に



 

おける微細加工の成否が川下製造業者等の競争力に直結することとな

り、当該技術の革新に高い期待が集まっている。 

半導体・液晶の分野では不純物の混入を防ぐための当該技術が用いら

れており、その優劣が川下製造業者等における製品の品質に直結してい

る。 

 

（３）川下分野横断的な共通の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える共通の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

①川下製造業者等の共通の課題及びニーズ 

ア．高機能化 

当該技術の適用範囲の拡大、すなわち材料の多様化や用途の拡大

に対応して、機能性界面・被覆膜の高機能化・多機能化に対するニ

ーズが高度化している。機能性界面・被覆膜による製品等の付加価

値向上の効果を高めるため、継続的な高機能化・多機能化への取組

が求められている。 

イ．形成プロセスの微細化・精密化 

川下製造業者等の製品の小型化・高機能化に対する要求に対応

し、部品やモジュールを小型化・高集積化するための技術革新が進

められている。こうした取組は製品の競争力に直結する分野であ

り、進展のスピードが速い。このような背景の下、当該技術の研究

開発に対しても、機能性界面・被覆膜を形成するプロセスの微細化

・精密化が期待されている。 

ウ．新たな機能の発現 

川下製造業者等の用途に応じて、生体との親和や環境調和等、目

的に応じた新たな機能を発現させる当該技術の開発が求められる。 

エ．品質安定性・安全性の向上、長寿命化 

機能性界面・被覆膜の品質を安定化し、性能保持期間を長寿命化

することが川下製品の品質安定性・安全性を確保するために求めら

れている。また、川下製品の維持管理の軽減のために、機能性界面

・被覆膜の特性の経時変化を的確に把握することが課題となってい

る。 

オ．環境負荷の低減 

環境保全に対する社会的要請の高まりを受け、機能性界面・被覆

膜形成プロセスで発生する廃液・排気における有害物質の削減・代



 

替・適正処理、さらに製造プロセスの省エネルギー化・二酸化炭素

削減といった環境負荷低減への対応が求められている。 

また、製品安全と資源リサイクルに対するニーズの高まりに応じ

て、川下製品の廃棄時・リサイクル時における有害物質発生への対

応や界面材料の分離及び処理技術も求められている。 

カ．生産性向上・低コスト化 

新興国市場のボリュームゾーンを開拓していく上で、日本市場や

先進国市場向けの製品とは異なる仕様の製品を低コストで供給す

ることが求められている。 

具体的には、低コスト化を実現するため、生産工程の効率化、品

質の適正設定・管理改善、不良率低減等に対応することが求められ

ている。また、多品種少量生産等が要求される製品分野においても

製造プロセスの改善や段取りの工夫等による低コスト化及び高効

率化が求められている。 

キ．生産装置の最適化 

  川下製造業者等では、技術革新が進み多様な用途の製品が開発さ

れ、小型化、軽量化、省電力化等の多機能化が進んでいる。また、

従来では使用されていなかった素材が川下製造業者等で導入され

るケースが増えており、表面加工が難しい部素材についても、高機

能化の観点から、加工の要求が高度化している等、新素材や新しい

製造プロセスに対応した生産装置の最適化が求められている。 

 

②高度化目標 

ア．当該技術が持つ物理的・化学的な諸特性の向上 

機能性界面・被覆膜が備えるべき防錆性、耐腐食性、耐熱性、遮

熱性・熱伝導性、耐摩耗性・耐擦傷性・耐焼付性、潤滑性・低摩擦

化、耐ビルドアップ性・はんだ付け性、耐エロ－ジョン特性、グリ

ッピング性、密着性、親水性・撥水性、電磁気特性・光学特性等の

物理的・化学的特性の向上は、当該技術の高度化における代表的な

目標である。 

また、これら単体の機能の高度化のみならず、複数の機能を併せ

持つ複合化も重要な目標である。 

イ．形成プロセスの微細化・精密化 

微細・精密な機能性界面・被覆膜の実現手段としては、マスキン

グ・パターニング技術を高度化する他、半導体技術として発展して

きた光露光技術やエッチング技術をさらに高度化させることが出



 

来る。また、微細な立体構造を形成するＭＥＭＳの製造に電鋳技術

を応用するなど新しい用途の開発にもつながることが期待される。

超薄膜や複層膜の形成により、当該技術の高度化が図られる。また、

機能や材質の異なる複数の皮膜等を形成する積層技術の高度化を

実現する。 

ウ．感性価値の向上 

機能性界面・被覆膜による製品の装飾性・意匠性の向上は、川下

製造業者等の製品の魅力や最終消費者にとっての製品価値に直結

することから、彩色、光沢、風合い等の向上も当該技術の高度化に

おける重要な目標である。 

エ．新たな機能の発現 

光触媒機能等による細菌やウイルス、カビ等の繁殖を抑制する抗

菌性の発現、触媒機能による有害物質の分解など、従来には考えら

れなかった新しい機能を発現させるための技術の開発が求められ

る。また、電子回路において抵抗器やインダクタの機能を機能性界

面・被覆膜によって実現するなど、既知の機能の新しい用途の開発

も重要な目標である。 

オ．品質の向上 

機能性界面・被覆膜の品質向上については、上記アの物理的・化

学的諸特性の向上に加え、性能保持期間を長寿命化するための技術

の高度化が求められる。また、川下製造業者等の製品の品質保持の

ために、検査及び評価手法、経年劣化に対する特性劣化の予測手法

の確立及び向上を実現する。 

さらに、機能性界面・被覆膜を形成するプロセス技術については、

膜厚の均一性向上や欠陥の削減・検出・復元に係る技術の高度化が

目標である。 

カ．有害物質等の削減 

環境影響の低減のために、鉛、六価クロム、シアン、ＶＯＣなど

の有害物質を含有しない機能性界面・被覆膜、有害物質の使用や温

暖化ガスの発生を削減できる形成プロセスを開発する。 

キ．生産性・効率性の向上 

国際的な厳しいコスト競争を勝ち抜くために、生産工程の効率化

（自動化・生産速度向上、生産リードタイム短縮等）、不良率低減

（歩留まり向上）、施工範囲の大面積化など機能性界面・被覆膜形

成プロセスに係る生産性を向上する。また、多品種少量生産にも対

応する。 



 

（４）川下分野特有の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える特有の課題及びニーズ並びにそれ

らを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

１）医療・健康分野に関する事項 

医療器具（人工心臓、外科手術機器、内視鏡、検査装置等）や人工骨、

医療用人工部品（人工関節、義歯、医療用インプラント、コンタクトレ

ンズ等）に関して、金属アレルギーその他人体への悪影響を防止するた

めに、人体に影響の少ない物質による機能性界面・被覆膜や人体との親

和性の高い表面構造を持つ機能性界面・被覆膜を通じた生体親和性の付

与及び向上が強く求められている。また、ロボット介護機器などの福祉

機器においては、操作の安全性・信頼性に加えて、機器の小型化・軽量

化に繋がる当該技術の高度化が求められている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．生体親和性の向上 

イ．装着感など使用者の感性価値の向上 

ウ．操作の安全性・信頼性の向上及び機器の小型化・軽量化 

②高度化目標 

ア．機能性界面・被覆膜による生体親和性の付与及び向上 

イ．装着感の向上や疲労の軽減など機能性界面・被覆膜による利便性

の向上 

ウ．基材の進歩（軽量・高剛性な新素材）に対応した機能性界面・被

覆膜技術の向上 

 

２）環境・エネルギー分野に関する事項 

燃料電池は、近年市場化に向けて大きく進展しているが、性能劣化に

よる短寿命が課題とされており、当該技術による電極等の機能向上を通

じた燃料電池の性能劣化の抑制が強く求められている。また、再生可能

エネルギー分野での太陽光発電や風力発電では、耐候性、耐食性等の機

能向上とともに、長寿命、メンテナンス方法の開発が求められている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．長寿命化 

イ．高効率化 

ウ．メンテナンス性 

②高度化目標 

ア．白金等希少金属の使用量削減、白金等希少金属の代替材料による



 

当該技術の確立 

イ．エネルギー効率及び信頼性の向上 

ウ．長期耐久性やメンテナンス性の実現 

 

３）航空宇宙分野に関する事項 

航空宇宙分野では、省エネルギーの観点から軽量化が求められてい

る。加えて、厳しい環境下での運用にも対応することが必要であり、こ

れらの資材・部品は高度な耐環境性が求められている。特に、航空機で

は、これらに加え、極めて厳格な品質管理が求められている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．燃費向上、軽量化 

イ．耐久性、耐環境性能の向上 

ウ．メンテナンス性 

エ．長寿命化 

②高度化目標 

ア．基材の進歩（軽量・高剛性な新素材）に対応した当該技術向上 

イ．超薄膜化と過酷環境への対応の両立 

ウ．長期耐久性やメンテナンス性の実現 

エ．機能性界面・被覆膜の検査測定技術、寿命予測手法の確立 

 

４）その他の川下分野に関する事項 

a.ロボット分野に関する事項 

これまでのロボットは、産業用ロボットとして産業界、特に製造の現

場である工場において利用されてきた。今後は、ロボットが活躍する場

を非製造業分野や民生分野に拡大していくことが期待されている。また、

産業用ロボットについても、製造業の生産形態が少品種大量生産から多

品種変量生産へシフトしたことにより、柔軟性のある組立工程に対応し、

人間と協働できる次世代の産業用ロボットの導入が必要とされている。

ロボットを構成する部材のうち、表面部材・骨格用構造材、駆動部材・

駆動用構造部材及び制御装置・センサ部材等の随所に当該技術が使われ

ているが、それぞれの役割に応じた信頼性及び安全性の確保が重要な課

題となっている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．信頼性及び安全性 

イ．極限環境に対応した部品の製造 

②高度化目標  



 

ア．信頼性及び安全性の確保に向けた技術の向上 

イ．極限環境に対応する当該技術の確立 

 

b.情報通信・エレクトロ二クス分野に関する事項 

情報通信機器においては、半導体関連部材、素子・センサ部材、光学

部材、記録部材及び実装部材等の随所に被覆膜技術が使われている。川

下製造業者等のニーズの多様化のため、光学的性能の向上、記録媒体へ

の磁性の付与技術、装飾性、基本要件としての膜厚精度、膜硬度の向上

等が求められる。 

また、エレクトロニクス分野においては、近年、液晶の高精細化、シ

リコンウエハの大型化、ハードディスクの大容量化等、細密な形成・加

工を要する工程が求められていることから、こうした工程により細部ま

で入り込んだ様々な不要物質（各種液晶材、研磨材、ガラスくず、油脂

類、指紋等）を性質に応じて効率よく除去する洗浄剤の開発が進められ

ている。従前は、エレクトロニクス分野の製造工程では、洗浄剤として

温室効果の高いフロン類等が用いられてきたが、これに替わるものとし

て水系を中心とした環境負荷の少ない洗浄剤が普及している。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．電子デバイス・センサで必要となる半導体等の多様な材料への対

応 

イ．光学特性 

ウ．電磁気特性 

エ．回路の微細化 

オ．シリコンウエハサイズの多様化 

カ．高付加価値化・特殊機能性の付与 

キ．洗浄性の高度化 

ク. 洗浄工程における環境負荷の低減 

②高度化目標 

ア．高集積化、高積層化、高平滑化並びに膜厚精度、膜硬度、密着性、

平滑性及び耐熱性の向上 

イ．耐プラズマ性、耐ガス性及び成膜速度の向上 

ウ．蛍光、蓄光特性の付与及び向上 

エ．磁性の付与及び向上 

オ．装飾性・高意匠性、耐候性、難燃性、電磁波シールド性及び電気

伝導特性／電気絶縁特性の付与及び向上 

カ．短納期大量生産に対応した機能性界面・被覆膜形成プロセスの生



 

産性向上 

キ．洗浄工程における手法の高度化と環境配慮 

 

c.自動車等輸送機械分野に関する事項 

自動車等の輸送機械では、安全性や快適性の確保、さらに環境配慮が

求められている。また、ＥＶ化や燃料電池化等次世代自動車の普及に向

け、低コスト化及び高強度化・軽量化も課題となっている。 

輸送機械の機能性界面・被覆膜形成工程は、表面の保護や意匠性を高

める重要な工程である。また、その期待される性能を発揮するため、前

処理工程として表面の洗浄が欠かせないものとなっている。さらに、金

属の界面加工においては、使用した加工油や焼付け油、切粉、研磨材等

の除去で洗浄剤が活用されている。 

自動車等の輸送機械においては、信頼性・安全性を確保するため、ブ

レーキシャフトやエンジン周りの微細な汚れを確実に除去する洗浄性の

高い洗浄剤、洗浄手法が求められている。併せて、より生分解性の高い

もの、水性であっても洗浄能力に遜色ないものなど、環境負荷の少ない

洗浄剤の開発も進められている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．軽量化 

イ．高付加価値化 

ウ．変種変量生産対応 

エ．高強度化 

オ．洗浄性の高度化 

カ．環境負荷の低減 

②高度化目標 

ア．高耐久性、高意匠性、高機能性の付与の実現 

イ．変種変量生産に効率的に対応できる機能性界面・被覆膜形成プロ

セスの実現 

ウ．基材の進歩（ＣＦＲＰ等軽量・高剛性な材料）や表面加工の難し

い基材に対応した当該技術の向上 

エ．操作や制御の容易化 

オ．狭隘箇所への機能性薄膜・界面形成 

カ．高い洗浄力を持つ洗浄剤、洗浄手法の開発 

 

d.産業機械分野に関する事項 

工業製品の生産の基礎となる産業機械は、様々な過酷な環境で使用さ



 

れるため、その要求される界面・被覆膜の機能は多種にわたり、それぞ

れの環境に応じた開発が必要である。例えば、革新的な生産プロセスの

開発、エネルギーの高効率利用・生産に伴い、各種産業機械の使用温度

が上昇する等、高負荷条件での操業が求められつつある。こうした状況

のもとで当該技術に関しても、その耐溶融材料付着性、離型性の向上を

実現するための技術の高度化が期待されている。その他、振動、衝撃、

電磁波など様々の環境に適合できる当該技術が必要になる。 

さらに、金属の界面加工においては、使用した加工油や焼付け油、切

粉、研磨材等の除去で洗浄剤が活用されている。また、生分解性の高い

もの、水性であっても洗浄能力に遜色ないものなど、環境負荷の少ない

洗浄剤の開発も進められている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．高負荷環境対応 

イ．産業機械の使用工程における環境負荷低減 

ウ．産業機械が生産する最終製品の品質・高付加価値向上 

エ．洗浄性の高度化 

②高度化目標 

ア．高負荷環境に対応する機能性界面・被覆膜 

イ．付着性（馴染み性）、離型性、親水性、撥水性の向上 

ウ．使用薬品や不純物に対する機能性薄膜・界面の耐腐食性、基材環

境遮断性、汚れ防止性の向上 

エ．高い洗浄力を持つ洗浄剤、洗浄手法の開発 

 

e．住宅・構造物・橋梁・道路・資材分野等に関する事項  

住宅、構造物、橋梁、道路、資材等は、優れた安全性、低環境負荷性、

耐久性、メンテナンス性等が求められている。また、優れた高耐候性を有

する資材・製品及び優れた省エネルギー性並びに優れた耐震性を有する製

品の開発も求められている。  

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ  

ア．メンテナンス性  

イ．高耐候性  

ウ．省エネルギー性  

エ．耐震性・強度  

②高度化目標  

ア．当該技術によるメンテナンス性向上  

イ．長期耐久性実現のための解析技術 

ウ．長期耐久性界面・被覆膜形成  



 

エ．当該技術による省エネルギー性向上  

オ．当該技術による耐震性・強度向上 

 

２ 表面処理に係る技術における高度化目標の達成に資する特定研究開発

等の実施方法 

当該技術に対する川下製造業者等の課題及びニーズに対応するための

技術開発の方向性を４点に集約し、以下に示す。 

 

  （１）当該技術が持つ物理的・化学的な諸特性の向上に対応した技術開発の

方向性 

①部材表面の機能付与（耐熱性、耐食性、耐摩耗性、電磁気特性、光学

特性等） 

②基材の保護（外部環境からの遮断、密着性確保、表面硬化） 

③複雑表面、狭隘箇所への適用技術 

④異なる素材部品（金属や樹脂、ガラス等）に対する同様な視覚特性の

付与 

⑤微細加工・高密度実装 

⑥機能性界面・被覆膜形成において高性能を得られる環境の形成 

 

（２）品質の向上に対応した技術開発の方向性 

①機能性界面・被覆膜形成プロセスの自動化、高速化 

②膜厚精度の制御に関する技術開発 

③機能性界面・被覆膜の品質安定化及び品質管理（非破壊検査技術等） 

④信頼性の高い補修プロセス 

⑤マスキング 

⑥最適な製造環境の形成 

 

（３）環境配慮に対応した技術開発の方向性 

①製品中の有害物質フリー化 

②生産プロセスにおける環境負荷低減 

③有害物質除去装置の改善 

④作業環境の改善（騒音、粉じん等の抑制） 

⑤地球温暖化抑制、低ＶＯＣ、生分解性の向上 

⑥特殊ガスの利用や高性能排ガス処理装置等による低環境負荷 

 

 



 

（４）生産性・効率性の向上に対応した技術開発の方向性 

①フレキシブル生産 

②不良率低減 

③自動化・生産速度の向上 

④生産リードタイム短縮 

⑤効率の向上 

⑥メンテナンスコストの低減 

⑦均質な製品の生産 

⑧低コスト化 

 

３ 表面処理に係る技術において特定研究開発等を実施するに当たって配慮

すべき事項 

厳しい内外環境を勝ち抜く高い企業力を有する自律型企業へと進化する

ためには、川上中小企業者は、以下の点に配慮しながら、研究開発に積極

的に取り組み、中核技術の強化を図ることが望ましい。 

 

（１）今後の当該技術の発展に向けて配慮すべき事項 

①産学官の連携に関する事項 

川下製造業者等、公設試験研究機関、大学等と積極的に連携し、事業

化に向けたニーズを把握しつつ、独創的な研究・技術開発を行うことが

重要である。その際、自らが有する技術についての情報発信を適切に行

い、円滑に研究開発が進むよう努めるべきである。 

②人材確保・育成及び技術・技能の継承に関する事項 

技術力の維持・向上に必要な人材の確保・育成のために、若手人材の

リーダーへの育成に努めるとともに、ベテラン技術者とのペアリングに

よる研究管理等により、技術・ノウハウを若年世代へ円滑に継承してい

く必要がある。 

③生産プロセスの革新に関する事項 

製品開発過程においても、常に自動化、省エネルギー、省スペースと

いったプロセスイノベーションを意識する必要がある。また、自由度の

高い製造工程と生産性の向上を目指し、研究開発段階においても、積極

的にＩＴ活用を図ることが望ましい。 

④技術体系・知的基盤の整備、現象の科学的解明に関する事項 

公的機関が提供する標準物質・計量標準等の知的基盤を有効に活用し

つつ、計測技術及びシミュレーション技術を用いて、自らの技術や技能

の科学的な解明に努めるとともに、技術や技能のデータベース化を図り



 

ながら技術体系を構築していくことが重要である。 

⑤知的財産に関する事項 

自社が保有する技術を知的財産として認識し、管理していくことが重

要であり、その有効な手段である特許権取得を適切に図る必要がある。

他方、特許出願すれば、その内容が公になることや、特許権の効力は出

願国にしか及ばないことから、特許出願せずにノウハウとして秘匿する

方が好ましい場合もあり、戦略的な対応が求められる。 

川下製造業者等は、川上中小企業者等と共同で研究開発等を行う場合

には、事前に知的財産権の帰属、使用範囲等について明確に取決めを行

うとともに、川上中小企業者等が有する知的財産を尊重すべきである。 

 

（２）今後の当該技術に係る川上中小企業者等の発展に向けて配慮すべき

事項 

①グローバル展開に関する事項 

積極的に海外市場の開拓を図るために、ターゲットとなる市場のニー

ズに応じた製品開発を進める必要がある。海外展開を進める際には、競

争力の源泉となる技術の流出防止を徹底することが重要であり、流出の

懸念がある技術についてはブラックボックス化を進める等の対策を講じ

るべきである。 

②取引慣行に関する事項 

川上中小企業者等及び川下製造業者等は、受発注時における諸条件や

トラブル発生時の対処事項等について契約書等で明確化することが望ま

しい。また、下請代金の支払遅延や減額等の禁止行為を定めた下請代金

支払遅延等防止法や、取引対価の決定や下請代金の支払い方法等につい

て、親事業者と下請事業者のよるべき基準を示した、下請中小企業振興

法に定める「振興基準」を遵守し取引を行わなければならない。 

③サービスと一体となった新たな事業展開に関する事項 

単なる製品の提供に留まらず、ユーザーや市場ニーズを満足させるサ

ービス・機能・ソリューションの提供を目指した研究開発を進めること

が重要である。 

④事業の継続に関する事項 

自社の人材、インフラ、取引構造等について日頃から正確に把握し、

災害等が発生した場合の早期復旧とサプライチェーンの分断防止のた

め、危機対処方策を明記した事業継続計画（ＢＣＰ）をあらかじめ策定

しておくことが重要である。 

 



 

⑤計算書類等の信頼性確保、財務経営力の強化に関する事項 

取引先の拡大、資金調達先の多様化、資金調達の円滑化等のため、川

上中小企業者等は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企

業の会計に関する指針」に拠った信頼性のある計算書類等の作成及び活

用に努め、財務経営力の強化を図ることが重要である。 

  



 

（八）機械制御に係る技術に関する事項 

 １ 機械制御に係る技術において達成すべき高度化目標 

  （１）当該技術の現状 

当該技術は、力学的な動きを司る機構により動的特性を制御する動的

機構技術である。動力利用の効率化や位置決め精度・速度の向上、振動

・騒音の抑制等を達成するために利用される。 

当該技術の主な川下製造業者等の産業分野としては、自動車、精密機

械、工作機械、建設機械、半導体・液晶製造装置、ロボット、事務機器、

発電等が挙げられる。これら川下製造業者等においては、高精度、高速、

高強度、小型・軽量化・低騒音化等に対するニーズが高まっているとこ

ろである。 

加えて、環境・エネルギー、医療・健康分野においても、当該技術に

対する需要が高まっている。例えば、発電装置においては大きなトルク

をエネルギーロスなく発電機に伝えることが重要であり、高強度化、長

寿命化が求められる他、周辺環境への配慮から振動、騒音の大幅な低減

が求められている。また、医療分野で用いられる手術装置においては、

医師の操作を正確にトレースする必要があることから、複雑かつ多様な

動作を可能にする高精度・高信頼性の位置決め技術が必要となる。また、

宇宙分野で使用される無人探査機のマニピュレータ等においては、故障

した場合に修理が難しいことから、自由度の高い操作性と故障時の冗長

性を兼ね備えた信頼性が高く複雑な当該技術が必要とされる。 

自動車、工作機械、ロボット市場等のグローバル化に伴い、新興国の

台頭が当該技術分野でも顕著である。低コスト化に対応する一方で、高

付加価値な機器・装置を製造するための技術力向上や柔軟な製造システ

ムの構築等に努め、海外の川下製造業者等からのニーズにも応えていく

必要がある。 

 

（２）当該技術の将来の展望 

当該技術は、高精度化及び高速化への対応とともに、長期間継続的な

利用に耐えうる高強度化、長寿命化が求められる。また、環境・エネル

ギーの観点から、振動抑制したり、医療や航空宇宙の観点から高い信頼

性の要請が高まっていく。また、過酷環境下での安定的な動作や微細な

操作を可能とするための小型化など、今まで以上に高度な性能が求めら

れる。 

さらに、機械制御がその本来の高度な性能、信頼性を発揮するために

は、正確な位置情報や姿勢情報等が必須であり、高度な測定技術との連



 

携が望まれる。また、海外展開においては、国際標準への対応も必要で

ある。 

    

（３）川下分野横断的な共通の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える共通の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

①川下製造業者等の共通の課題及びニーズ 

ア．静音化・低振動化・低発熱化 

快適な作業環境の実現や民生利用における使用感の向上等の要

請から、静音化・低振動化・低発熱化のニーズが高まっている。さ

らに、精度や耐久性、快適性等を低下させる原因となる振動や地震

動を積極的に低減・制御するため、制振性や免震性へのニーズも大

きい。 

    イ．小型化・軽量化 

省資源・省エネルギー化及び低コスト化の実現から小型化・軽量

化が求められる。また、小型化・軽量化は、静音化・低振動化にも

資することからニーズが高まっている。 

ウ．高精度化・高速化 

滑らかな動作による静音化・低振動化、高速化、微細加工による

小型化・軽量化など、機械制御に求められる精度と速度が高まって

いる。 

エ．高強度・高耐久性 

当該技術を含む機械装置は、川下製造事業者の製品の基幹部品と

なることから、製品信頼性及び環境性能向上の観点から、高強度・

高耐久性に対するニーズが高まっている。 

オ．高安全性・高信頼性 

故障時等のトラブルにおいても、安定的に動作・停止できるよう

な冗長機構の実現や、作業員やサービス利用者等に対して製品動作

部位の安全性の向上など、当該技術への安全性・信頼性の向上ニー

ズが高まっている。 

カ．生産工程の改善 

製品加工工程の高効率化及び製造プロセスの改善によって、納期

短縮やコスト削減の実現、高品質化が求められる。 

キ．高潤滑性 

動力の利用効率や信頼性・寿命の向上のためには潤滑性の向上が



 

不可欠である。その一方、医薬品、食品分野等において、潤滑油や

グリースなどの潤滑剤の製品への混入を防ぐため、それらを使用し

ない機械制御へのニーズも高まっている。 

ク．プロセスの省エネルギー化  

省エネルギー化を狙い、電動駆動等のニーズが高まっている。 

 

②高度化目標 

ア．静音化・低振動化・低発熱化のための技術の向上 

環境や自身の機構からの振動は、精度や耐久性を著しい低下やエ

ネルギーロスを招くのみならず、快適性を著しく阻害するため、そ

れらを低減させる機構を実現する。 

イ．小型化・軽量化のための技術の向上 

微細な動作を実現し、省エネルギー・低コスト等を行うため、製

品の小型化・軽量化の要請に伴う小型化・軽量化を実現する。 

ウ．高速化・高精度化のための技術の向上 

作業時間の短縮や正確な動作の実現のため、高精度化・高速化を

実現する。 

エ．高強度・高耐久性のための技術の向上 

過酷な環境下での多量のエネルギーの伝達を可能とする強度の

実現やメンテナンスフリーを実現するため、強度及び耐久性の向上

を実現する。 

オ．高安全性・高信頼性のための技術の向上 

作業環境、サービス環境の安全性及び冗長性の保持など信頼性の

向上が製品の顧客ニーズとして高まっており、高安全性・高信頼性

を実現する。 

カ．生産工程の改善のための技術の向上 

品質を保ったまま、納期短縮や低コスト化を実現するための生産

工程を改善する。 

キ．高潤滑性のための技術の向上 

耐久性を保ったまま、潤滑剤を使用しない機械制御を実現する。 

ク．プロセスの省エネルギー化のための技術の向上 

電動駆動対応等、省エネルギー化を実現するためのプロセス管理

を実現する。 

 

（４）川下分野特有の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える特有の課題及びニーズ並びにそ



 

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

１）医療・健康分野に関する事項 

医療分野においては、開腹せずに体内の患部を除去できる内視鏡や、

高度な医療を提供する手術装置等、複雑かつ多様な動作が可能な機構が

求められる。同時に、極めて高い動作安全性や信頼性の確保、機械に慣

れない医師等でも直ぐに操作できる操作性の向上などが重要な課題とな

っている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．複雑動作における厳格な安全性・信頼性の保障 

イ．高いユーザビリティの実現 

ウ．高衛生性の確保 

②高度化目標 

ア．生体親和性等の安全性・信頼性の向上 

イ．位置決め精度の向上 

ウ．操作性・ホスピタリティの向上 

エ．高衛生性の実現 

 

２）環境・エネルギー分野に関する事項 

環境・エネルギー分野においては、高温や大トルクなどの過酷な環境

下で、エネルギーロスを少なくエネルギーを伝達する必要があるため、

当該技術に対するニーズも高まっている。特に年々大型化が進む風力発

電装置については、伝達エネルギーが突風などによって衝撃力になるに

もかかわらず、その構造上、機構の大型化には制約があることから、通

常のエネルギー産業用部品とは異なる特性が必要となる。また、エネル

ギー安定供給の観点から非常用発電装置が用いられている高層建築等に

おいては、高耐久性を備えた機構の実現により高所への燃料移送が可能

となる。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．省エネルギー性 

イ．低騒音化 

ウ．用途に応じた形状 

②高度化目標 

ア．エネルギー利用効率の向上 

イ．低騒音化に対応した技術の向上 

ウ．用途に応じた形状に対応した技術の向上 

 



 

３）航空宇宙分野に関する事項 

航空宇宙分野においては、防衛関連、民生関連ともに、高速化や大型

化、航続距離の長距離化や低燃費化等に伴って、軽量化、高強度化が求

められている。また、極限環境での使用に耐えうるため、冗長性、メン

テナンスフリーといった課題への対応が必要である。さらに、近年、特

にロケット産業の商業化を見据え、中国やロシアにもコスト面で優位に

立つ必要があることから、汎用部品の活用などによる低コスト化技術の

必要性が叫ばれている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．軽量化・高強度化 

イ．信頼性の確保 

ウ．低コスト化 

②高度化目標 

ア．ＣＦＲＰ等新素材等の活用 

イ．冗長性・メンテナンスフリーの実現 

ウ．汎用部品の活用や製造工程の見直し 

 

４）その他の分野に関する事項 

a.自動車分野に関する事項 

自動車分野においては、燃費向上や排ガス規制等への積極的な環境対

応が進められており、車体部品の軽量化を求められている。軽量化に向

け、新素材による車体部品の生産が試行されており、耐久性が課題とな

っている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．燃費向上  

イ．耐久性向上 

②高度化目標 

ア．軽量化  

イ．新素材の加工対応  

 

b.ロボット分野に関する事項 

夜間自動見回りロボットなど企業における活用のみならず、介護・福

祉現場におけるロボット介護機器や災害救助ロボット等の普及が図ら

れており、また、家庭においても自動掃除機や高級マッサージ機などが

身近になるなど、サービスロボットに対するニーズが高まっている。サ

ービスロボットは、求められる機能にきめ細かく対応できるよう複雑か



 

つ多様な動作を求められることが多いが、同時に、自動化に伴い、極め

て高い安全性や信頼性なども重要な課題となっている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．複雑動作における厳格な安全性・信頼性 

イ．高いユーザビリティの実現（操作性・生体親和性・生体適合性等） 

②高度化目標 

ア．ブレーキ機構等の安全性の向上 

イ．破損防止等の信頼性の向上 

ウ．機械制御等の操作性向上 

エ．構造部材等の生体親和性・生体適合性向上 

 

c. 半導体・液晶製造装置分野等に関する事項 

半導体や液晶製品の性能向上には製造環境の高度な制御が不可欠で

ある。特に、クリーンルームにおいては高い空気清浄度基準を満たすこ

とが求められており、製造装置からの発塵を厳しく抑制することが課題

となっている。また、半導体・液晶の加工は真空・高温で行われるため、

苛酷な動作環境への対応が求められる。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．製造環境の高度清浄化 

イ．真空環境への対応 

ウ．高温環境への対応  

エ．メンテナンスフリー 

②高度化目標 

ア．低発塵化 

イ．真空環境下での発生熱、ベーク熱対応 

ウ．非磁性対応 

エ．使用部材対応（潤滑剤、機器構成樹脂等） 

オ．耐久性の向上 

 

d. 工作機械分野に関する事項 

工作機械は、多軸化・高速化のニーズが高いほか、省エネルギー性の

向上も求められている。また、環境対応及びコスト低減の観点から、工具

等の機構部品の使用期間の長期化に対応する技術が課題となっている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．省エネルギー性 

イ．高効率性・高機能性 



 

ウ．加工液等への高耐性 

②高度化目標 

ア．高剛性化 

イ．耐遠心力性の向上 

ウ．耐久性の向上 

エ．寿命管理技術の向上 

オ．多軸化への対応 

カ．切削油等への対応 

 

２ 機械制御に係る技術における高度化目標の達成に資する特定技術開発等の実施

方法 

当該技術に対する川下製造業者等の課題及びニーズに対応するための技術開発

の方向性を３点に集約し、以下に示す。 

 

（１）技術要素の高度化に対応した技術開発の方向性 

①静音化・低振動化・低発熱化 

②形状・寸法の高精度化 

③歯車、工作機器、電気制御機器等の軽量化 

④位置決めの高速化・高精度化 

⑤部材の高強度化・高耐久性 

⑥真空・高温環境耐性 

 

（２）管理技術の改善のための技術開発の方向性 

①真空・高温環境下における加工・プロセス管理 

②難削材加工 

③切削油等の加工液に対する耐性向上 

④加工法の多様化・最適化 

⑤シミュレーションの精度向上 

⑥開発及び試作の短期化 

⑦工作機械の低コスト化、自動化 

⑧生産設備・ラインの小型化・省スペース化 

⑨安全性・信頼性の向上 

⑩ソフトウェアの高度化・応用 

 

（３）環境配慮のための技術開発の方向性 

①エネルギー高効率化 



 

②人体への悪影響又は環境負荷の低減 

③低発塵化 

  

３ 機械制御に係る技術において特定研究開発等を実施するに当たって配慮

すべき事項 

厳しい内外環境を勝ち抜く高い企業力を有する自律型企業へと進化する

ためには、川上中小企業者等は、以下の点に配慮しながら、研究開発に積

極的に取り組み、中核技術の強化を図ることが望ましい。 

 

（１）今後の当該技術の発展に向けて配慮すべき事項 

①産学官の連携に関する事項 

川下製造業者等、公設試験研究機関、大学等と積極的に連携し、事業

化に向けたニーズを把握しつつ、独創的な研究・技術開発を行うことが

重要である。その際、自らが有する技術についての情報発信を適切に行

い、円滑に研究開発が進むよう努めるべきである。 

②人材確保・育成及び技術・技能の継承に関する事項 

技術力の維持・向上に必要な人材の確保・育成のために、若手人材の

リーダーへの育成に努めるとともに、ベテラン技術者とのペアリングに

よる研究管理等により、技術・ノウハウを若年世代へ円滑に継承してい

く必要がある。 

③生産プロセスの革新に関する事項 

製品開発過程においても、常に自動化、省エネルギー、省スペースと

いったプロセスイノベーションを意識する必要がある。また、自由度の

高い製造工程と生産性の向上を目指し、研究開発段階においても、積極

的にＩＴ活用を図ることが望ましい。 

④技術体系・知的基盤の整備、現象の科学的解明に関する事項 

公的機関が提供する標準物質・計量標準等の知的基盤を有効に活用し

つつ、計測技術及びシミュレーション技術を用いて、自らの技術や技能

の科学的な解明に努めるとともに、技術や技能のデータベース化を図り

ながら技術体系を構築していくことが重要である。 

⑤知的財産に関する事項 

自社が保有する技術を知的財産として認識し、管理していくことが重

要であり、その有効な手段である特許権取得を適切に図る必要がある。

他方、特許出願すれば、その内容が公になることや、特許権の効力は出

願国にしか及ばないことから、特許出願せずにノウハウとして秘匿する

方が好ましい場合もあり、戦略的な対応が求められる。 



 

川下製造業者等は、川上中小企業者等と共同で研究開発等を行う場合

には、事前に知的財産権の帰属、使用範囲等について明確に取決めを行

うとともに、川上中小企業者等が有する知的財産を尊重すべきである。 

 

（２）今後の当該技術に係る川上中小企業者等の発展に向けて配慮すべき

事項 

①グローバル展開に関する事項 

積極的に海外市場の開拓を図るために、ターゲットとなる市場のニー

ズに応じた製品開発を進める必要がある。海外展開を進める際には、競

争力の源泉となる技術の流出防止を徹底することが重要であり、流出の

懸念がある技術についてはブラックボックス化を進める等の対策を講じ

るべきである。 

②取引慣行に関する事項 

川上中小企業者等及び川下製造業者等は、受発注時における諸条件や

トラブル発生時の対処事項等について契約書等で明確化することが望ま

しい。また、下請代金の支払遅延や減額等の禁止行為を定めた下請代金

支払遅延等防止法や、取引対価の決定や下請代金の支払い方法等につい

て、親事業者と下請事業者のよるべき基準を示した、下請中小企業振興

法に定める「振興基準」を遵守し取引を行わなければならない。 

③サービスと一体となった新たな事業展開に関する事項 

単なる製品の提供に留まらず、ユーザーや市場ニーズを満足させるサ

ービス・機能・ソリューションの提供を目指した研究開発を進めること

が重要である。 

④事業の継続に関する事項 

自社の人材、インフラ、取引構造等について日頃から正確に把握し、

災害等が発生した場合の早期復旧とサプライチェーンの分断防止のた

め、危機対処方策を明記した事業継続計画（ＢＣＰ）をあらかじめ策定

しておくことが重要である。 

⑤計算書類等の信頼性確保、財務経営力の強化に関する事項 

取引先の拡大、資金調達先の多様化、資金調達の円滑化等のため、川

上中小企業者等は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企

業の会計に関する指針」に拠った信頼性のある計算書類等の作成及び活

用に努め、財務経営力の強化を図ることが重要である。 

  



 

（九）複合・新機能材料に係る技術に関する事項 

１ 複合・新機能材料に係る技術において達成すべき高度化目標 

（１）当該技術の現状 

当該技術は、部素材の生成等に際し、新たな原材料の開発、特性の異

なる複数の原材料の組合せ等により、強度、剛性、耐摩耗性、耐食性、

軽量等の物理特性や耐熱性、電気特性、化学特性等の特性を向上する又

は従来にない新しい機能を顕現する複合・新機能材料技術である。 

当該技術により生成された金属材料やファインセラミックス、ガラス

等の無機材料、プラスチック等の有機高分子材料、繊維材料及びそれら

の複合素材等は、産業用資材、生活用品資材、衣料用資材と幅広い分野

で利用されており、我が国の産業面、消費者の生活面で貢献している。

近年では、川下製造業者等のニーズの多様化、消費者意識の変化により、

材料の耐久性、耐摩耗性、耐疲労性、耐熱性、電気特性、耐食性等の機

能性だけではなく、抗菌・消臭や人の感性に訴えかける機能やリサイク

ルに配慮した設計も求められる。金属材料では、加熱、冷却の熱操作、

浸炭、窒化等の処理を加えることにより、材料の耐久性等の様々な特性

を付与することができる。セラミックスではアルミナ、チタン酸バリウ

ム、ジルコニア、コージライト等、セラミックスが本質的に持つ機能を

積極的に引き出したファインセラミックスと呼ばれる新機能材料及び新

構造材料が様々な産業分野において使用されている。プラスチックでは

自然由来のプラスチック、生分解性ポリマーの導入に関する技術開発、

添加される染料や可塑剤、難燃剤等における安全な新添加材料等の開発

が求められている。繊維素材では、優れた耐久性等の価値だけでなく保

湿特性、熱特性等の機能性を付した加工技術開発等が進んでおり、さら

に高強度、高耐熱性等の機能を有した特殊用途向けの需要も見込まれる。 

当該技術の川下製造業者等の産業分野としては、医療・福祉、輸送機

器、環境・エネルギー、土木、建築、情報家電、衣料・日用品等幅広い

分野で活用されており、川上中小企業者等にとっても広範な産業分野に

おいて部素材を提供する上で欠かせない技術となっている。 

 

（２）当該技術の将来の展望 

昨今の国際的な需要構造の変化に伴い、川下製造業者等においても競

争力強化のため、コストの安価な海外への生産移転や海外生産委託等が

進みつつある。このような状況の中、今後の国際的な需要構造の変化等

を踏まえ、当該技術に関係する川上中小企業者等においては、コスト競

争力に優れた素材の開発を進めることに加え、高付加価値分野への転換



 

等が望まれている。天然資源有効利用やリサイクル、環境対応技術に対

する要請が高まっており、有害性が指摘されている素材と同等以上の特

性を持ちつつ環境負荷がより少ない代替物質の開発や有害物質除去に資

する技術がますます強く求められるようになると考えられる。また、省

エネルギーを通じた地球温暖化の防止のために、従来の素材と同等以上

の強度・剛性を持ちながら、軽量な複合素材への期待が高まっている。 

 

（３）川下分野横断的な共通の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える共通の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

①川下製造業者等の共通の課題及びニーズ 

ア．高機能化 

快適性や安全性、環境対応等に対する川下製造業者等や消費者ニ

ーズの多様化・高機能化に対応して、製品を構成する部素材につい

ても強度、剛性、耐摩耗性、耐熱性等の極限環境における特性の高

度化、抗菌・消臭等の新しい機能の付加、安全・安心の確保等、高

機能化の観点からの課題・ニーズは多岐にわたっている。 

イ．感性価値の向上 

従来の高機能性、高信頼性、合理的価格といった価値を超え、高

い審美性を有する消費者の感性に働きかけるような製品・サービス

に対するニーズが高まっている。消費者の感性に働きかけ、共感を

得ることによって初めて顕在化する製品・サービスの感性価値は、

特に川下製造業者等において中核的な付加価値として認識されて

おり、高度化が求められている。 

ウ．環境配慮 

持続可能な環境を構築する必要性が国際的にも高まっており、従

来の部素材と同等以上の強度、剛性等の特性を維持しながら軽量化

を実現することによる省資源、省エネルギーへの対応といった要求

が高まっている。また、再生可能材料の利用促進、有害性が指摘さ

れている素材と同等以上の特性を持ちつつ環境負荷がより少ない

代替物質の開発、騒音・振動の低減等の環境負荷低減が求められて

いる。 

エ．低コスト化 

近年は、成長市場として新興国が注目を集めている。新興国市場

のボリュームゾーンを開拓していく上では、日本市場や先進国市場



 

向けの製品とは異なる仕様の製品を低コストで供給することが求

められている。 

 

②高度化目標 

ア．高性能・高機能な材料及び複合技術の向上 

  部素材の生成等に際し、新たな原材料の開発、特性の異なる複数

の原材料の複合、材料の純度の向上や粒度の均一化又は部素材の加

工による機能化等により、高性能化・高機能化、耐久性、耐熱性、

耐湿性・耐摩耗性等の基本特性の向上と新しい機能の顕現を目指

す。 

イ．感性価値の向上 

  新しい感性に基づくデザイン・色調・コンセプトや人が使いやす

い機能付与を可能とする素材を開発する。 

ウ．環境配慮 

環境意識の高まりから、有害性が指摘されている素材と同等以上

の特性を持ちつつ環境負荷がより少ない代替物質の開発等有害物質

削減に資する技術を高度化する。また、強度、剛性等の特性を維持

しながら軽量化を実現することによる省資源、省エネルギーへの対

応やリサイクルしやすい部素材の開発を進める。 

エ．コスト低減に向けた取組 

当該技術の更なる向上により、グローバル競争に対応したコスト

低減を実現する。 

 

（４）川下分野特有の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える特有の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

１）医療・健康分野（福祉分野）に関する事項 

医療・福祉の分野では高い衛生特性や医療事故防止、感染防止等の目

的で高い安全性、高度な耐食性、強度、生体適合性等をもった部素材の

開発が求められている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．医療・福祉機器における高機能性・高信頼性の実現 

②高度化目標 

ア．高い衛生環境を実現する高機能素材及び加工技術の向上 

イ．耐食性、強度、生体適合性・生体親和性の高い部素材の製造技術



 

の開発 

ウ．センサ、アクチュエータ等の電子機器やテキスタイル等を統合し

たスマート健康管理システムの開発 

 

２）環境・エネルギー分野に関する事項 

再生可能エネルギーを含むエネルギー関連産業では、高い強度及び硬

度、耐熱性を有する部素材が多用されており、軽量化等によるエネルギ

ー効率を高めるニーズも存在する。特に電池、ＬＥＤや有機ＥＬ等では

大容量化、高効率化を可能とする材料の開発が必要とされている。また、

節電を前提としたライフスタイルの変化に対応した部素材及び加工技

術も求められている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．エネルギー効率を高める部素材の開発 

イ．耐久性・耐熱性・耐食性の実現 

②高度化目標 

ア．省エネルギー化や節電対応等を考慮した部素材及び加工技術の実現 

イ．耐久性・耐熱性・耐食性・遮熱性・断熱性・遮光性、遮蔽性等を

有する部素材及び加工技術の向上 

ウ．電磁気的特性、熱・機械的特性、エネルギー変換効率の向上 

 

３）航空宇宙分野に関する事項 

航空宇宙関連産業では、高い審美性を有するだけでなく、強靭性、軽

量性といった高機能な加工技術が求められている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．構造部素材等の軽量化・高性能化・安全性及び耐久性等の向上、

高い審美性の追求 

イ．省エネルギー化 

②高度化目標 

ア．構造部素材等の耐衝撃性等の高強度・高弾性率化、耐熱性・軽量

化の向上 

イ．複合用高性能繊維の織編加工技術、繊維と樹脂の複合化技術等、

複合材料の成形技術の向上 

ウ．省エネルギー化や節電対応等を考慮した部素材及び加工技術の実現 

 

４）その他の川下分野に関する事項 

a.自動車分野に関する事項 



 

消費者ニーズの多様化・高級化にこたえる技術開発とともに安全性

能、快適性能、環境性能等を飛躍的に高める技術開発の重要性が高まっ

ている。加えて、自動車産業に対して構造材を供給する事業者は、国際

競争力強化のため、生産性の向上に加えて更なる高付加価値化が求めら

れている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．構造部素材等の軽量化・高性能化・安全性及び耐久性の実現、高

い審美性の追求 

イ．高効率化、高精細化 

②高度化目標 

ア．構造部素材等の耐衝撃性等の高強度・高弾性率化 

イ．耐熱性の向上 

ウ．軽量化の向上 

エ．複合材料の成形技術の向上 

オ．耐酸性雨性、耐食性、耐擦り傷性、耐チッピング性、意匠性の向上 

カ．高速応答性、耐久性の向上 

キ．耐光性、接着性の向上 

ク．高出力、大容量化、安全性・信頼性の確保、低コスト化 

 

b.エレクトロニクス・情報家電分野に関する事項 

エレクトロニクス・情報家電に関しては高い審美性を必要とするだけ

でなく、高機能素材について以下のような課題及びニーズが具体化して

きている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．高性能化、多機能化 

イ．高効率化、高精細化 

②高度化目標 

ア．解像度の向上 

イ．光反応性・導電性の向上 

ウ．電気・電子機器のハウジングやケーシング、電磁波遮蔽材、帯電

防止材、光通信用デバイス等における性能向上 

エ．アルカリ溶解性、透明性、ドライエッチング耐性、解像性の向上 

オ．酸化還元性、光選択吸収性、選択発光性、耐湿潤性の向上 

カ．光反射防止性、配向性、誘電異方性、高速応答性の向上、発光特

性の向上 

 



 

c.印刷・情報記録分野に関する事項 

情報家電分野におけるデジタル化の進展により、ホームユース、オフ

ィスユースでは、高画質化、高堅牢化の実現を目指したプリント技術に

用いられる染料・顔料が求められている。 

また、情報記録分野では、高度情報通信ネットワークの進展、映像デ

ータ等に代表される大容量コンテンツの普及に伴い、光ストレージ技術

分野における光学記録媒体大容量化技術の開発が重要となっている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．高画質化、高堅牢化 

イ．光学記録媒体の大容量化、高速化、小型化、ホログラム・多重記録 

②高度化目標 

ア．耐光性、耐熱性、耐水性、耐湿性、耐ガス性、溶解性、微分散性、

自己分散性、粒状性、発色性、定着性の向上 

イ．感度、高屈折率、光入射角度依存性、多重記録、二光子吸収性の

向上 

 

２ 複合・新機能材料に係る技術における高度化目標の達成に資する特定研

究開発等の実施方法 

当該技術に対する川下製造業者等の課題及びニーズに対応するための技

術開発の方向性を４点に集約し、以下に示す。 

 

（１）高機能化に対応した技術開発の方向性 

①構造部材等に用いられる複合材料成形技術 

②耐衝撃性等の高強度・高弾性率化 

③耐熱性の向上 

④軽量化の向上 

⑤導電特性や半導体特性、光学特性等のより多様・高度な電気特性の付与 

⑥微細化構造による多様・高度な効果を発現する微細加工 

⑦熱処理の高機能化 

⑧浸炭・窒化等の当該技術の向上 

⑨高機能物質による新規性能付与（導電性、光電変換性、選択光吸収性、

選択的発光性、二色性、分散性、配向性、酸化還元性、高屈折率、二光

子吸収性等） 

 

（２）高感性化に対応した技術開発の方向性 

①新しい感性に基づくデザイン・コンセプトや機能付与、高い審美性



 

の実現 

 

（３）環境配慮に対応した技術開発の方向性 

①省エネルギー化等を考慮した部素材の実現 

②生分解性、天然由来素材の利用 

③染色プロセス等における排水浄化、有害物質削減 

④有害な加工薬剤の代替 

⑤高機能物質・微細加工による環境負荷低減（新規物質及び新規材料、

省エネルギー型情報家電機器、有害化学物質の使用低減） 

 

（４）コスト低減・短納期化に対応した技術開発の方向性 

①低コスト化 

②短納期化 

③不良率低減 

 

３ 複合・新機能材料に係る技術の特定研究開発等を実施するに当たって配

慮すべき事項 

厳しい内外環境を勝ち抜く高い企業力を有する自律型企業へと進化する

ためには、川上中小企業者等は、以下の点に配慮しながら、研究開発に積

極的に取り組み、中核技術の強化を図ることが望ましい。 

 

（１）今後の当該技術の発展に向けて配慮すべき事項 

①産学官の連携に関する事項 

川下製造業者等、公設試験研究機関、大学等と積極的に連携し、事業

化に向けたニーズを把握しつつ、独創的な研究・技術開発を行うことが

重要である。その際、自らが有する技術についての情報発信を適切に行

い、円滑に研究開発が進むよう努めるべきである。 

②人材確保・育成及び技術・技能の継承に関する事項 

技術力の維持・向上に必要な人材の確保・育成のために、若手人材の

リーダーへの育成に努めるとともに、ベテラン技術者とのペアリングに

よる研究管理等により、技術・ノウハウを若年世代へ円滑に継承してい

く必要がある。 

③生産プロセスの革新に関する事項 

製品開発過程においても、常に自動化、省エネルギー、省スペースと

いったプロセスイノベーションを意識する必要がある。また、自由度の

高い製造工程と生産性の向上を目指し、研究開発段階においても、積極



 

的にＩＴ活用を図ることが望ましい。 

④技術体系・知的基盤の整備、現象の科学的解明に関する事項 

公的機関が提供する国際標準等の知的基盤を有効に活用しつつ、計測

技術及びシミュレーション技術を用いて、自らの技術や技能の科学的な

解明に努めるとともに、技術や技能のデータベース化を図りながら技術

体系を構築していくことが重要である。 

⑤知的財産に関する事項 

自社が保有する技術を知的財産として認識し、管理していくことが重

要であり、その有効な手段である特許権取得を適切に図る必要がある。

他方、特許出願すれば、その内容が公になることや、特許権の効力は出

願国にしか及ばないことから、特許出願せずにノウハウとして秘匿する

方が好ましい場合もあり、戦略的な対応が求められる。 

川下製造業者等は、川上中小企業者等と共同で研究開発等を行う場合

には、事前に知的財産権の帰属、使用範囲等について明確に取決めを行

うとともに、川上中小企業者等が有する知的財産を尊重すべきである。 

 

（２）今後の当該技術に係る川上中小企業者等の発展に向けて配慮すべき

事項 

①グローバル展開に関する事項 

積極的に海外市場の開拓を図るために、ターゲットとなる市場のニー

ズに応じた製品開発を進める必要がある。海外展開を進める際には、競

争力の源泉となる技術の流出防止を徹底することが重要であり、流出の

懸念がある技術についてはブラックボックス化を進める等の対策を講じ

るべきである。 

②取引慣行に関する事項 

川上中小企業者等及び川下製造業者等は、受発注時における諸条件や

トラブル発生時の対処事項等について契約書等で明確化することが望

ましい。また、下請代金の支払遅延や減額等の禁止行為を定めた下請代

金支払遅延等防止法や、取引対価の決定や下請代金の支払い方法等につ

いて、親事業者と下請事業者のよるべき基準を示した、下請中小企業振

興法に定める「振興基準」を遵守し取引を行わなければならない。 

③サービスと一体となった新たな事業展開に関する事項 

単なる製品の提供に留まらず、ユーザーや市場ニーズを満足させるサ

ービス・機能・ソリューションの提供を目指した研究開発を進めること

が重要である。 

 



 

④事業の継続に関する事項 

自社の人材、インフラ、取引構造等について日頃から正確に把握し、

災害等が発生した場合の早期復旧とサプライチェーンの分断防止のた

め、危機対処方策を明記した事業継続計画（ＢＣＰ）をあらかじめ策定

しておくことが重要である。 

⑤計算書類等の信頼性確保、財務経営力の強化に関する事項 

取引先の拡大、資金調達先の多様化、資金調達の円滑化等のため、川

上中小企業者等は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企

業の会計に関する指針」に拠った信頼性のある計算書類等の作成及び活

用に努め、財務経営力の強化を図ることが重要である。 

 

  



 

（十）材料製造プロセスに係る技術に関する事項 

１ 材料製造プロセスに係る技術において達成すべき高度化目標 

（１）当該技術の現状 

当該技術は、目的物である化学素材、金属・セラミックス素材、繊維

素材及びそれらの複合素材の収量効率化や品質劣化回避による素材の品

質向上、環境負荷・エネルギー消費の低減等のために、反応条件の制御、

不要物の分解・除去、断熱等による熱効率の向上等を達成する材料製造

プロセス技術である。 

このような材料製造プロセスは、原材料が持つ特性の劣化を極力抑制

することで目的物である生成物の性能を向上するとともに、そのプロセ

スを通じて素材の強度・剛性等の特性を改善するためにも広く用いられ

る。特に、目的物である生成物を高効率で得ることは、コストの低減の

みならず、環境負荷への低減にも大いに寄与する。そのためには、反応

条件の制御、不要物の除去、断熱性能向上、リサイクル等といった課題

を解決する必要がある。 

当該技術は、部素材自体の機能の高度化ではなく、その生成プロセス

技術の高度化により、生産性等の向上を図り、川下製造業者等に対して、

低コスト化、迅速化、省資源化に配慮した部素材を供給する役割を担っ

ている。産業面、消費者の生活面のいずれにおいても、安価かつ迅速な

供給体制を構築するニーズは極めて高く、当該技術の高度化は、我が国

製造業の国際競争力の基盤強化、新たな事業の創出にも不可欠である。

具体的には、プラスチック、金属・セラミックス、繊維及びこれら複合

素材等の焼結、破砕、混合ないし生成プロセスにおける反応条件の精密

制御や触媒利用による反応活性化、主生成物・副生成物・未反応物質等

を含む混合物からの目的物の分離や不要物の分解・除去、副生産物・未

反応物質等の再利用・高度化利用、リサイクル等が考えられる。 

当該技術の川下製造業者等の産業分野としては、ほぼ全ての分野に該

当すると考えられるが、特に医療・福祉、輸送機器、環境・エネルギー、

土木、建築、情報家電、衣料・日用品等の生活関連製品等幅広い分野で

活用されている。 

 

（２）当該技術の将来の展望 

当該技術により、高効率化、省エネルギー化、自動化、クリーン化、

連続化が進むことで、コストの低減、地球温暖化の防止、省資源に大き

く寄与することが期待されている。 

特に、地球環境配慮の観点から、環境対応技術に対する要請が強く高



 

まっている。このため、生成プロセスにおける省エネルギー・環境負荷

低減はもちろん、自動車、情報家電等の廃棄時・リサイクル時における

有害物質発生の削減につながるような製品ライフサイクル全般に渡る環

境配慮が求められている。 

 

（３）川下分野横断的な共通の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える共通の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

①川下製造業者等の共通の課題及びニーズ 

ア．高効率化・迅速化の実現 

川下製造業者、消費者等のニーズに対応するためにも、目的物生

成の高効率化、生成の迅速化が求められている。 

イ．純度の高い目的物の獲得 

当該生成プロセスにおいて、混合物の中から不要物の除去・分解

等を行うことで、純度の高い目的物を獲得することが求められる。 

ウ．省資源化・省エネルギー化への対応 

環境配慮への意識の高まりから、省資源化への対応といった要求

が高まっている。そのためにも生成プロセスにおけるエネルギー利

用量の低減、副生産物等の再利用が求められる。 

エ．環境・リサイクルへの対応 

環境に対する取組が重要性を増している中、使用エネルギーの削

減とともに、有害物質の削除・代替、再生可能材料の利用促進、リ

サイクル性への配慮、廃棄物の有効活用等への対応が求められる。 

オ．低コスト化への対応 

近年、成長市場として新興国が注目を集めているが、新興国にお

ける技術も急速に向上しており、今後、強力な競争相手となること

が予想されるため、品質向上のみならずコストダウンに向けた努力

を行うことが求められる。 

 

②高度化目標 

ア．高効率な製造プロセスの実現 

  触媒技術、分離技術、熱処理技術等を活用し、目的物を効率的に

生成させる製造プロセスを実現させることで、迅速かつ低コストな

供給体制の構築を実現する。また、ユーザーニーズの多様化に伴い、

従来は大量生産が前提とされてきた製品分野においてもモデルチ



 

ェンジがますます頻繁に行われてきており、部材の発注は多品種少

量生産を前提としたものが増加しており、今後の成長産業として注

目されている航空機産業や医療機器産業においては、製品の特性

上、多品種少量生産への対応が不可欠となっている。 

イ．品質保証のための技術の向上 

  生成工程で用いるシミュレーション技術、検査技術、完全自動化

の開発が求められている一方、不良品を生じないための生成プロセ

スの解析やＩＴを活用した精度の高いプロセス制御等により、目的

物たる素材の品質向上を実現する。 

ウ．感性価値向上に資する技術の高度化 

デザイン性の向上のためには、加工プロセスにおける劣化等への

対応が不可欠であり、感性価値の維持・管理等の向上を実現する。 

エ．省エネルギーの実現に向けた技術の高度化 

廃熱の再利用、生成工程の効率化を進め、使用エネルギー量の低

減を実現する。 

オ．環境・リサイクル技術の高度化 

社会的な環境配慮の意識の高まりによって、有害物質の放出を低

減する技術、リサイクル原料を利用した材料とその加工技術、使用

済み製品のリサイクル技術の向上を実現する。 

カ．グローバル競争に対応するコスト低減 

生産技術の更なる向上により、グローバル競争に対応したコスト

低減を実現する。 

 

（４）川下分野特有の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える特有の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

１）医療・健康分野（福祉分野）に関する事項 

医療・福祉関連分野では高い衛生管理が必要であるため、生成プロセ

スのクリーン化を行うことが必要不可欠である。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．高衛生・信頼性・安全性の保証 

②高度化目標 

ア．生成プロセスのクリーン化、一体化 

 

 



 

２）環境・エネルギー分野に関する事項 

環境・エネルギー関連産業では、循環型社会構築のために、リサイク

ル性、有害物質の低減等、環境への配慮も必要となる。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．エネルギーの効率化 

イ．環境負荷の低減 

②高度化目標 

ア．プロセスの省エネルギー化・高効率化 

イ．低ＶＯＣ性、リサイクル性の向上 

ウ．有害物質の低減 

 

３）航空宇宙分野に関する事項 

航空機や人工衛星は、離陸発射時に大きな荷重や気温気圧の急変化に

曝されるなど、過酷な環境のもとで使用されるため、高い信頼性、安全

性が求められている。特に、航空機は多くの人員を輸送するものであり、

とりわけその要請が強く、高度な品質の保証が必要不可欠である。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア.信頼性・安全性 

②高度化目標 

ア.高度な品質の保証 

 

４）その他の川下分野に関する事項 

a.自動車分野に関する事項 

自動車産業は、２１世紀に入り、ますます高まる地球環境保全問題や

エネルギー問題に対処し、持続可能な循環型社会の実現に対応していか

なければならない。特に、水素やバイオ燃料等の燃料の多様化への対応、

ハイブリッド車や燃料電池、電気自動車等の新動力の導入や単体効率の

向上、軽量化等による燃費向上、走行抵抗の低減が課題となっている。

また、自動車本体の環境への負荷の低減としてのリサイクル性や環境安

全性も重要なテーマである。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．製造・廃棄・リサイクル時における有害物質の抑制 

イ．レアアースやレアメタルを始めとする資源の有効利用 

ウ．燃料の多様化への対応 

エ．新動力の導入への対応 

オ．短納期化 



 

②高度化目標 

ア．生成プロセスにおける省資源、省エネルギーの推進 

イ．低ＶＯＣ性、リサイクル性の向上 

ウ．有害金属の低減 

エ．生成の高効率化、高精細化 

 

b.情報家電・エレクトロニクス分野に関する事項 

情報家電製品では、軽量性・頑強性・意匠性へのニーズが高まってい

る。情報家電の多くは新興国等での汎用製品の大量生産により、価格が

大幅に低下している。一部の基幹部品については国内生産体制が維持さ

れている一方、その他の製品については新興国が市場を占有している。

また、近年、インク状にした導電体・半導体・絶縁体を用いて、汎用の

印刷技術により電子部品や電子回路等を描画し、電子部材を製造するプ

リンテッド・エレクトロニクスも注目されている。さらに、低コストで

高性能な次世代太陽電池の開発が必要とされている。具体的には、湿式

のセルを用いる色素増感太陽電池については、集積化、薄膜化、生産要

素技術の開発が課題となっている。また、固体の有機薄膜太陽電池につ

いては、性能向上、集積化、薄膜化、量産技術の開発が課題となってい

る。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．高精細化、集積化、薄膜化、生産要素技術開発 

イ．廃棄・リサイクル時における有害物質の抑制 

ウ．レアアースやレアメタルを始めとする資源の有効利用 

エ．フレキシブル生産 

オ．短納期化 

カ．量産技術開発 

②高度化目標 

ア．高精細化、集積化、薄膜化 

イ．高効率性、耐久性、耐薬性、高電導性、接着性、電気絶縁性、ガ

スバリア性 

ウ．生成プロセスにおける省資源、省エネルギーの推進 

エ．リサイクル性の向上 

 

２ 材料製造プロセスに係る技術における高度化目標の達成に資する特定研

究開発等の実施方法 

当該技術に対する川下製造業者等の課題及びニーズに対応するための技



 

術開発の方向性を４点に集約し、以下に示す。 

 

（１）効率的な製造プロセス技術の向上に対応した技術開発の方向性 

①触媒技術等による反応場の制御 

②分離技術の高度化 

③自動合成装置等による迅速化 

④作業現場環境改善 

⑤熱処理の高機能化 

⑥浸炭・窒化等の当該技術の向上 

 

（２）省資源化・省エネルギー技術の向上に対応した技術開発の方向性 

①添加物の削減 

②短時間処理による省エネルギー化 

③廃熱利用、高断熱等エネルギー利用の高効率化 

④環境負荷評価 

 

（３）リサイクル技術の向上に対応した技術開発の方向性 

①リサイクル原料を用いた加工技術及び使用済み製品のリサイク

ル技術 

②有害な機能性加工薬剤の代替及び排水・廃棄中の有害物質削減に資

するプロセス技術 

 

（４）コスト低減・短納期化に対応した技術開発の方向性 

①低コスト化 

②短納期化 

③不良率低減 

 

 ３ 材料製造プロセスに係る技術の特定研究開発等を実施するに当たって配

慮すべき事項 

厳しい内外環境を勝ち抜く高い企業力を有する自律型企業へと進化する

ためには、川上中小企業者等は、以下の点に配慮しながら、研究開発に積

極的に取り組み、中核技術の強化を図ることが望ましい。 

 

（１）今後の当該技術の発展に向けて配慮すべき事項 

①産学官の連携に関する事項 

川下製造業者等、公設試験研究機関、大学等と積極的に連携し、事業



 

化に向けたニーズを把握しつつ、独創的な研究・技術開発を行うことが

重要である。その際、自らが有する技術についての情報発信を適切に行

い、円滑に研究開発が進むよう努めるべきである。 

②人材確保・育成及び技術・技能の継承に関する事項 

技術力の維持・向上に必要な人材の確保・育成のために、若手人材の

リーダーへの育成に努めるとともに、ベテラン技術者とのペアリングに

よる研究管理等により、技術・ノウハウを若年世代へ円滑に継承してい

く必要がある。 

③生産プロセスの革新に関する事項 

製品開発過程においても、常に自動化、省エネルギー、省スペースと

いったプロセスイノベーションを意識する必要がある。また、自由度の

高い製造工程と生産性の向上を目指し、研究開発段階においても、積極

的にＩＴ活用を図ることが望ましい。 

④技術体系・知的基盤の整備、現象の科学的解明に関する事項 

公的機関が提供する国際標準等の知的基盤を有効に活用しつつ、計測

技術及びシミュレーション技術を用いて、自らの技術や技能の科学的な

解明に努めるとともに、技術や技能のデータベース化を図りながら技術

体系を構築していくことが重要である。 

⑤知的財産に関する事項 

自社が保有する技術を知的財産として認識し、管理していくことが重

要であり、その有効な手段である特許権取得を適切に図る必要がある。

他方、特許出願すれば、その内容が公になることや、特許権の効力は出

願国にしか及ばないことから、特許出願せずにノウハウとして秘匿する

方が好ましい場合もあり、戦略的な対応が求められる。 

川下製造業者等は、川上中小企業者等と共同で研究開発等を行う場合

には、事前に知的財産権の帰属、使用範囲等について明確に取決めを行

うとともに、川上中小企業者等が有する知的財産を尊重すべきである。 

 

（２）今後の当該技術に係る中小企業・小規模事業者の発展に向けて配

慮すべき事項 

①グローバル展開に関する事項 

積極的に海外市場の開拓を図るために、ターゲットとなる市場のニー

ズに応じた製品開発を進める必要がある。海外展開を進める際には、競

争力の源泉となる技術の流出防止を徹底することが重要であり、流出の

懸念がある技術についてはブラックボックス化を進める等の対策を講

じるべきである。 



 

②取引慣行に関する事項 

川上中小企業者等及び川下製造業者等は、受発注時における諸条件や

トラブル発生時の対処事項等について契約書等で明確化することが望

ましい。また、下請代金の支払遅延や減額等の禁止行為を定めた下請代

金支払遅延等防止法や、取引対価の決定や下請代金の支払い方法等につ

いて、親事業者と下請事業者のよるべき基準を示した、下請中小企業振

興法に定める「振興基準」を遵守し取引を行わなければならない。 

③サービスと一体となった新たな事業展開に関する事項 

単なる製品の提供に留まらず、ユーザーや市場ニーズを満足させるサ

ービス・機能・ソリューションの提供を目指した研究開発を進めること

が重要である。 

④事業の継続に関する事項 

自社の人材、インフラ、取引構造等について日頃から正確に把握し、

災害等が発生した場合の早期復旧とサプライチェーンの分断防止のた

め、危機対処方策を明記した事業継続計画（ＢＣＰ）をあらかじめ策定

しておくことが重要である。 

⑤計算書類等の信頼性確保、財務経営力の強化に関する事項 

取引先の拡大、資金調達先の多様化、資金調達の円滑化等のため、川

上中小企業者等は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企

業の会計に関する指針」に拠った信頼性のある計算書類等の作成及び活

用に努め、財務経営力の強化を図ることが重要である。 

 

  



 

（十一）バイオに係る技術に関する事項 

１ バイオに係る技術において達成すべき高度化目標 

（１）当該技術の現状 

当該技術は、微生物を含む多様な生物の持つ機能を解明・高度化する

ことにより、医薬品、エネルギー、食品、化学品等の製造、それらの評

価・解析等の効率化及び高性能化を実現するバイオ技術である。 

当該技術は、生物が有する高い特異性を生かすことによって有用物質の

生産を可能にし、その利用分野は、医薬、再生可能エネルギー、機能性食

品、化成品等多岐にわたる。 

医療分野においては、天然物由来の低分子化合物にとどまらず、ヒト抗

体や生理活性タンパク質を大量に製造して医薬品とする、幹細胞を培養・

増殖させて治療に用いる等、新しい技術の展開が現実のものとなってい

る。生理作用の解析技術の進歩によって得られた知見は、健康に役立つ食

品や機能性化粧品等の開発に役立てられている。 

また、生物資源を用いることで、生産物の製造から廃棄・再資源化に至

るライフサイクルにおける二酸化炭素の大気中への排出が抑えられるこ

とから、環境負荷低減を可能にする燃料、食品、化成品等の製造プロセス

構築への貢献の期待が高まっている。また、その生産品はこれまでの少量

高付加価値製品に留まらず、大量安価な製品にまで広がりを見せている。

さらに、同技術は、未利用バイオマスの有効利用及び汚染環境の修復への

活用が図られている。 

生物を分子レベルで理解する技術は、急速な発展を続けている。細胞の

ゲノム配列、遺伝子発現、タンパク質発現、代謝物の分析、網羅的な変異

株ライブラリー、形質の網羅的解析、遺伝子相互の作用解析等、分析デー

タ及び解析データが蓄積されており、目的に応じた有用データの抽出・解

析技術の構築が喫緊の課題である。このためには、情報処理技術やチップ

等の小スケールの反応器の作成・計測技術の活用が不可欠である。 

我が国は、醤油、味噌、酒に代表される伝統的な製法技術を通して、微

生物を用いた有用物質製造プロセスの開発において、これまで世界をリー

ドしてきた。その技術基盤の上に、最新の解析技術や情報処理技術を効率

よく取り込み、これらの新しい当該技術においても、その地位を確固たる

ものにしようとしている。 

 

（２）当該技術の将来の展望 

当該技術は、将来においても、広範な産業分野において重要な役割を果

たしていくと考えられる。 



 

例えば、医療分野において、細胞成分の分析方法の高性能化により、タ

ンパク質医薬製造技術の高度化、診断技術の精度の向上、医薬品の機能性

の向上等、精度の高い医療の展開が期待される。また、免疫や細胞分化等

高度な生体反応の理解に基づく、幹細胞等の高機能医薬の開発が展望され

る。 

環境・エネルギー分野では、環境負荷低減の観点からは、二酸化炭素排

出の少ない原材料又は生成プロセスとしての生物資源の活用が進展する。

特にこれまで廃棄されてきた未利用の生物資源の活用技術の向上は重要

な課題である。 

他にも、ゲノム情報、遺伝子・タンパク質発現情報等いわゆるオミック

ス情報解析技術、少量サンプルでの多項目解析技術、反応場の理解や計測

技術の進展により、医療診断技術や化学品の生体反応への影響等、生物と

化学の相互作用の理解が進むと考えられ、オミックス情報を元にして有用

な情報を探り出すデータマイニング技術が進歩し、細胞の理解の進展とと

もに、有用物質製造のための細胞育種に貢献することが期待される。 

さらに、有用な生物や遺伝子探索のためのリソースが拡充・整備され、

生物多様性の保全と有用物質生産・産業利用のための調和をもった展開が

望まれる。 

我が国はものづくり技術等において世界をリードしてきたように、当該

技術の分野でも高度な生産プロセスや品質管理技術を確立し、我が国らし

く、高品質かつ気配りが届く製品開発を通して世界に貢献することが期待

されている。 

 

（３）川下分野横断的な共通の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える共通の課題及びニーズ並びにそれ

らを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

①川下製造業者等の共通の課題及びニーズ 

ア．高度化・高品質化 

近年、生物機能の理解が急速に進展し、当該技術の高度化・高品質

化への課題・ニーズが高まってきている。具体的には、オミックス情

報解析技術等により細胞の理解をより一層加速し、有用物質製造のた

めの細胞育種を強力に推し進めるという課題があり、その情報の高度

利用を促進する装置、計測機器及び生物機能の向上を促す試薬の開発

が求められている。さらに、生物素材は極めて多様な成分を含むこと

から、従来の精製技術を用いて高純度・高品質な生産物を得るために

は複雑かつ時間のかかる精製工程が必要であるという課題がある。こ



 

のため、従来技術にとらわれないより効果的かつ効率的な精製試薬及

び装置の開発、品質を保証する技術の開発が求められている。 

イ．環境対応 

当該技術に対しては、排出二酸化炭素削減等、環境負荷低減に資す

る生物資源利用の課題・ニーズは高まる一方である。 

ウ．低コスト化 

比較的安価な製品に対する低コスト化の課題・ニーズだけでなく、

高機能かつ高価格品に対するコスト構造の改善も求められている。例

えば、二酸化炭素の排出量が低減可能とされる生物資源を原材料とす

る生物機能活用法については、従来の化石燃料を原材料とする製品を

代替を想定し、その製造コストの差を埋める技術開発は不断に継続す

る必要がある。また、新興国が成長市場として注目を集める中、新興

国市場のボリュームゾーンを開拓していくため、日本市場や先進国市

場向けの製品とは異なる仕様の製品を低コストで供給することが求

められている。 

 

②高度化目標 

ア．高度分析技術の開発及び利用 

川下製造業者等のニーズとして、先進的な技術を用いた分析とそれ

を実現する機器及び分析機能を利用した技術を開発する。 

イ．排出二酸化炭素削減等に資する生物資源の利用 

環境対応へのニーズが高まっていることから、生物資源の利用及び

製造における化学プロセスを生物機能によって代替する技術を開発

する。 

ウ．生産性の向上 

新興国等の競争が激しい比較的安価な製品だけでなく、高機能・高

付加価値製品のコスト構造の改善を求められていることから、コスト

を低減し生産性を向上する。 

 

（４）川下分野特有の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える特有の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

１）医療・健康分野（医薬品・診断薬産業分野）に関する事項 

医薬品・診断薬産業においては、多様化する川下製造業者等のニーズ

に基づき生物としてのヒトの理解、疾病の理解が分子レベルで求められ

ている。具体的には、分子レベルでの生物や疾病の理解のための情報の

探索及び解析に加えて、産業目的にあった情報の有効利用を促すシステ

ムの構築に資する、情報解析技術の改良等の課題が指摘されている。 



 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．オミックス情報等の収集、解析 

イ．情報利用を促すシステム構築 

ウ．情報解析技術の高度化 

②高度化目標 

ア．生物としてのヒトや疾病の分子レベルでの理解に資する解析技術

の高度化 

イ．多量の分析データを解析し、有用な情報を見出す技術の高度化 

ウ．社会的ニーズの高い創薬標的分子の探索・評価技術の向上 

エ．疾病治療に有効な生理活性物質の探索と大量生産技術の向上 

オ．活性分子としてのタンパク質の高機能化 

 

２）環境・エネルギー分野に関する事項 

近年、環境負荷低減及びエネルギー生産に対してもバイオ関連事業者

に対する要望が高まっている。具体的には未利用バイオマスの有効利用を

促進するとともに、汚染環境の修復に生物資源を活用することで、環境負

荷の抜本的な低減を図る等の課題が指摘されている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ  

ア．未利用バイオマスの利用 

イ．生物資源を用いた環境汚染修復 

②高度化目標 

ア．未利用バイオマスを利用したエネルギー生産技術の向上 

イ．廃棄されていた生物資源の再資源化に係る技術の確立 

ウ．生物資源を利用した有害物質の濃縮・除去・無害化等の環境修復

に係る技術の確立 

エ．未利用バイオマス利用の環境負荷低減効果の確立 

 

３）その他の川下分野に関する事項 

a．化学品製造産業分野に関する事項 

化学品製造産業においては、多様化する川下製造業者等のニーズに基

づき生物資源を用いた製造プロセスにおいて、製造コストの低減と原材

料の大量取得方法の確立が求められている。また、産業目的にあった生

物資源の有効利用を促すシステムの構築、原材料としての生物資源の改

良等が課題として指摘されている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．原材料としての生物資源の大量生産 

イ．情報利用を促すシステム構築 

ウ．原材料としての生物資源の改良 

 



 

②高度化目標 

ア．原材料である生物資源の多様化と最適化 

イ．製造プロセスに関わる生物資源・情報の利用方法の多様化と最適化 

ウ．製造プロセスに関わる生物の育種・改良 

エ．反応触媒としての酵素タンパク質の高機能化 

オ．製品の機能や有用性、排出二酸化炭素削減の立証 

 

ｂ．食品製造業分野に関する事項 

食品製造業においては、多様化する川下製造業者等のニーズに基づき

機能・有用性を有する生物資源の多様化が求められている。具体的には、

生物資源の探索及び確保、産業目的にあった生物資源の有効利用を促す

システムの構築、生物資源、製造プロセスの改良等の課題が指摘されて

いる。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．有用な生物資源の探索及び利用 

イ．情報利用を促すシステム構築 

ウ．生物資源、生産プロセスの改良 

②高度化目標 

ア．有用な生物資源及び利用方法の多様化 

イ．有用な生物資源の育種・改良 

ウ．製品の機能や有用性の立証 

 

２ バイオに係る技術における高度化目標の達成に資する特定研究開発等の実

施方法 

当該技術に対する川下製造業者等の課題及びニーズに対応するための技術

開発の方向性を４点に集約し、以下に示す。 

 

（１）生物資源や製造プロセス等の多様化に対応した技術開発の方向性 

①生物資源の確保 

遺伝子資源としてのＤＮＡ（Deoxyribo Nucleic Acid）の直接分離、

植物種子、菌株等の生物資源の収集及び保存 

②製造プロセスの多様化 

産業目的に合った製造プロセスの確立、オミックス情報を用いた高度

な探索 

 

（２）生物生産プロセス・精製工程等の効率化・高精度化に対応した技術開発

の方向性 

①新規な生物生産プロセス技術の展開 

大量培養装置、効率的な精製装置、分析装置、測定機器、外部不純物



 

の混入リスクを抑制する自動化ロボティクス 

②大量生産に対応できる生物生産プロセス 

大量生物生産プロセス、原材料の選定と確保 

③消費者心理等社会的ニーズに対応した製造プロセスの確立 

遺伝子組換え、合成生物等に対する科学的根拠に基づくリスク管理と製

造施設対応 

④品質管理及び保証 

高品質な生物生産プロセスによる製造を実現するためのプロセス全体

を含めた高度な品質管理・保証技術の確立 

 

（３）生物資源を用いた生産物等の有効性の科学的証明に対応した技術開発の

方向性 

①分子レベルでの生産物の有効性 

有効成分の標的分子との相互作用に関するデータ取得、副作用の可能性 

②地球レベル、社会レベルでの生産物の有用性 

ライフサイクルアセスメントの確立（特に従来廃棄されてきた有機資源

を原材料とする場合も含む。）、二酸化炭素量の排出量算出環境影響に関

する評価、生物資源を利用した有害物質の濃縮・除去・無害化等による環

境修復評価 

 

（４）未利用バイオマス資源の高度利用に対応した技術開発の方向性 

①未利用バイオマス資源産出量の推定 

国内における利用可能な有機資源量、地産地消食糧との競合、廃棄生

物資源の再資源化 

②未利用バイオマスの生物による活用プロセスの確立 

原材料バイオマスの前処理、前処理産物の生物生産プロセス最適化 

③ライフサイクルアセスメントの確立 

未利用バイオマスを活用した製品のライフサイクルアセスメント 

 

３ バイオに係る技術において特定研究開発等を実施するに当たって配慮すべ

き事項 

厳しい内外環境を勝ち抜く高い企業力を有する自律型企業へと進化するた

めには、川上中小企業者等は、以下の点に配慮しながら、研究開発に積極的

に取り組み、中核技術の強化を図ることが望ましい。 

 

（１）今後の当該技術の発展に向けて配慮すべき事項 

①産学官の連携に関する事項 

川下製造業者等、公設試験研究機関、大学等と積極的に連携し、事業化



 

に向けたニーズを把握しつつ、独創的な研究・技術開発を行うことが重要

である。その際、自らが有する技術についての情報発信を適切に行い、円

滑に研究開発が進むよう努めるべきである。 

②人材確保・育成及び技術・技能の継承に関する事項 

技術力の維持・向上に必要な人材の確保・育成のために、若手人材のリ

ーダーへの育成に努めるとともに、ベテラン技術者とのペアリングによる

研究管理等により、技術・ノウハウを若年世代へ円滑に継承していく必要

がある。 

③生産プロセスの革新に関する事項 

製品開発過程においても、常に自動化、省エネルギー、省スペースとい

ったプロセスイノベーションを意識する必要がある。また、自由度の高い

製造工程と生産性の向上を目指し、研究開発段階においても、積極的にＩ

Ｔ活用を図ることが望ましい。 

④技術体系・知的基盤の整備、現象の科学的解明に関する事項 

公的機関が提供する標準物質・計量標準等の知的基盤を有効に活用しつ

つ、計測技術及びシミュレーション技術を用いて、自らの技術や技能の科

学的な解明に努めるとともに、技術や技能のデータベース化を図りながら

技術体系を構築していくことが重要である。 

⑤知的財産に関する事項 

自社が保有する技術を知的財産として認識し、管理していくことが重要

であり、その有効な手段である特許権取得を適切に図る必要がある。他方、

特許出願すれば、その内容が公になることや、特許権の効力は出願国にし

か及ばないことから、特許出願せずにノウハウとして秘匿する方が好まし

い場合もあり、戦略的な対応が求められる。 

川下製造業者等は、川上中小企業者等と共同で研究開発等を行う場合に

は、事前に知的財産権の帰属、使用範囲等について明確に取決めを行うと

ともに、川上中小企業者等が有する知的財産を尊重すべきである。 

 

（２）今後の当該技術に係る川上中小企業者等の発展に向けて配慮すべき事

項 

①グローバル展開に関する事項 

積極的に海外市場の開拓を図るために、ターゲットとなる市場のニーズ

に応じた製品開発を進める必要がある。海外展開を進める際には、競争力

の源泉となる技術の流出防止を徹底することが重要であり、流出の懸念が

ある技術についてはブラックボックス化を進める等の対策を講じるべきで

ある。 



 

②取引慣行に関する事項 

 川上中小企業者等及び川下製造業者等は、受発注時における諸条件やト

ラブル発生時の対処事項等について契約書等で明確化することが望まし

い。また、下請代金の支払遅延や減額等の禁止行為を定めた下請代金支払

遅延等防止法や、取引対価の決定や下請代金の支払い方法等について、親

事業者と下請事業者のよるべき基準を示した、下請中小企業振興法に定め

る「振興基準」を遵守し取引を行わなければならない。 

③サービスと一体となった新たな事業展開に関する事項 

単なる製品の提供に留まらず、ユーザーや市場ニーズを満足させるサー

ビス・機能・ソリューションの提供を目指した研究開発を進めることが重

要である。 

④事業の継続に関する事項 

自社の人材、インフラ、取引構造等について 日頃から正確に把握し、

災害等が発生した場合の早期復旧とサプライチェーンの分断防止のため、

危機対処方策を明記した事業継続計画（ＢＣＰ）をあらかじめ策定してお

くことが重要である。 

⑤計算書類等の信頼性確保、財務経営力の強化に関する事項 

取引先の拡大、資金調達先の多様化、資金調達の円滑化等のため、川上

中小企業者等は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企業の

会計に関する指針」に拠った信頼性のある計算書類等の作成及び活用に努

め、財務経営力の強化を図ることが重要である。 

  



 

（十二）測定計測に係る技術に関する事項 

１ 測定計測に係る技術において達成すべき高度化目標 

（１）当該技術の現状 

当該技術は、適切な測定計測や信頼性の高い検査・評価等を実現する

ため、ニーズに応じたデータを取得する測定計測技術である。 

適切な測定計測を行うためには、計測機器等を用いて「物象の状態を

正しくはかる」ことが重要であり、測定計測データの信頼性を担保する

ための検査・評価も必要不可欠である。 

当該技術は、研究開発、製品等の製造行程や品質管理等、幅広い分野

で用いられ、品質を向上させ付加価値の高い製品等を市場に提供するた

めに利用される等、ものづくり技術を支える重要な基盤として必要不可

欠な技術となっている。 

他にも、Ｘ線、超音波、赤外線、核磁気共鳴等を用いて物体や人体の

表面や内部構造を侵襲することなく検査する技術（非破壊検査）や固体、

液体、気体、真空中等の物質を測定する技術、真空中で発生した荷電粒

子等を利用して物質の表面分析する技術、さらに、測定結果を評価・分

析・解析する技術等も当該技術に含まれる。 

また、医療分野においては、Ｘ線検査、超音波検査、ＣＴ（Computed 

Tomography）やＭＲＩ等を用いた画像検査等で日常的に使用されている

技術であり、当該技術の進展は我が国が推し進める医療機器開発及び医

療の国際展開の進展にも繋がる。 

環境分野においては、大気汚染物質、水質汚濁物質、土壌汚染物質や

騒音等の環境への負荷に係る測定に利用され、特に人体に影響を及ぼす

可能性がある大気汚染物質、放射線の測定は社会的にも関心が高い。 

さらに、インフラ分野においても、維持管理するための根幹をなす技

術としてエネルギー産業、土木・建築といった産業分野で活用されてい

る。 

 

（２）当該技術の将来の展望 

インフラ、各種製造業のニーズに応じて進展してきた当該技術は、社

会に安心・安全を提供するために必要不可欠な技術として、新たな産業

分野での活用に向けた研究開発が進められている。 

環境分野では、上述のように大気、水質、土壌を出来るだけ正確に簡

易に測定する技術開発への関心が高まっている。また、エネルギー分野

では、資源探索、環境アセスメント、エネルギーマネジメントといった

ニーズへの適用が期待される。 



 

医療分野では、工業分野で培われた超音波非破壊検査等を応用し、我

が国の強みである低侵襲医療をより競争力のあるものへ発展させるこ

とが期待される。また、「健康寿命」といった観点から、三大疾病等の

早期発見・重篤化の防止が喫緊の課題であるが、血圧や血糖値等の生体

情報を簡易に計測できる技術が求められる。 

インフラ分野においては、国が推し進める生活インフラ、公共インフ

ラ、産業インフラの損傷度の把握とそのデータの蓄積・活用による、最

適なタイミングでの補修によって、ライフサイクルコストを最小化する

社会実現のキーテクノロジーとして注目されている。 

 

（３）川下分野横断的な共通の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える共通の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

①川下製造業者等の共通の課題及びニーズ 

ア．高機能化 

当該技術においては、感度上昇、計測データの信頼性及びデータ

評価・分析・解析の高機能化は普遍的ニーズとして存在している。 

イ．計測機器のネットワーク化 

情報通信技術の進展に伴いニーズも多様化し、近年では、計測機

器同士をネットワークへ接続し、簡易にデータを収集するニーズが

高まっている。 

ウ．小型化 

測定計測機器の小型化は普遍的なニーズとして存在するが、これに

加え、持ち運びが可能な小型計測機器の開発も求められている。 

エ．安全性の確保 

食品分野等において、安全性を担保する当該技術が求められる。 

オ．省エネルギー化 

省エネルギーに対する社会的要請の高まりを受け、省電力を実現

・加速させるための新たな技術・システムが求められている。 

カ．低コスト化 

必要用途に応じた仕様の製品を低コストで供給することが求め

られている。 

 

②高度化目標 

ア．計測機器の感度上昇 



 

高感度計測機器等を開発する。 

イ．測定結果の信頼性向上 

測定誤差の小さい計測機器等を開発する。 

ウ．評価（分析・解析）の効率性向上 

計測結果をスピーディーに正確に評価・分析・解析する。 

エ．計測機器ネットワークへの接続対応 

収集可能なデータの増加、情報通信技術の進展によるネットワー

クの高速化、大容量化、データ管理・分析技術の向上への対応を可

能にする計測機器等を開発する。 

オ．省エネルギー化 

省電力型の技術・システム・計測機器等を開発する。 

カ．小型化 

従来品より小型化され、また、機種によっては持ち運び可能な機

器を実現する。 

キ．低コスト化 

国際的な厳しいコスト競争を勝ち抜くために、生産工程の効率化

等による低コスト化を実現する。 

 

（４）川下分野特有の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える特有の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

１）医療分野に関する事項 

医療分野における人体の測定計測は病気やけがの治療に必要不可欠

であるが、医療機器産業においては、人体への悪影響を防止するために、

人体に影響の少ない技術・材料が強く求められている。また、早期発見

・予防という観点からの生体情報の簡易計測が注目されており、生活習

慣病予防・治療に関わるような当該技術の応用が期待される。一方、市

場の拡大にあたっては、使用者にとっての利便性が重要である。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ  

ア．生体親和性の向上及び人体にとって安心・安全な技術 

イ．使用者の感性価値の向上 

ウ．利便性の向上 

エ．センサネットワークソリューション（在宅健康管理システム、パ

ーソナルヘルスケアサービス等） 

 



 

②高度化目標 

ア．放射線被ばくのない超音波等を用いた医療診断技術の高度化（Ｍ

ＥＭＳ技術を用いた三次元的な計測等） 

イ．主に小型化・軽量化による装着感の向上、機能複合化 

ウ．デバイス自体の操作性の向上 

エ．スマートデバイスの連携 

 

２）環境・エネルギー分野に関する事項 

環境アセスメント、天然資源探索、エネルギーマネジメントといっ

たニーズへの対応が求められる。省電力・高効率化モーター等の単体部

品についても、エネルギー低損失化等の測定・評価のために、測定技術

の活用が重要となる。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．環境アセスメント 

イ．天然資源探索 

ウ．エネルギーマネジメント 

②高度化目標 

ア．環境測定・分析精度の向上 

イ．自然エネルギーの賦存量把握のための観測技術（メタンハイドレ

ード資源量把握のための探査技術等） 

ウ．スマートシティにおけるエネルギー管理（クリーンルームや店舗、

オフィスなどの電力使用量や塵埃量を把握・管理） 

 

３）その他の川下分野に関する事項 

a. インフラ産業分野に関する事項 

安心・安全への要求の高まり及びライフサイクルコストの最小化とい

う概念の浸透により、生活インフラ、公共インフラ、産業インフラの損

傷度の把握とそのデータの蓄積・活用に資する技術として当該技術への

ニーズが一層高まると予想される。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．構造物の信頼性向上 

②高度化目標 

ア．非破壊検査技術の向上及び従事する者の技術水準の確保・向上 

 

b. 自動車分野に関する事項 

新興国を中心とした自動車需要の拡大に伴って、車載用途の製品の需



 

要も高まっており、さらに、安全性向上を目的に車両一台当たりの製品

の搭載数も増加している。このような中、搭載数の増加に耐えうるため

にも、製品の小型化・軽量化が求められている。また、製品・技術のコ

モディティ化が進んでおり、コスト競争力の強化も重要となる。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．搭載数の増加に耐えうる小型化・軽量化 

イ．コスト競争力 

②高度化目標 

ア．ＭＥＭＳ技術等の導入による小型化・軽量化 

イ．歩留まり率の向上 

 

２ 測定計測に係る技術における高度化目標の達成に資する特定研究開発

等の実施方法 

当該技術に対する川下製造業者等の課題及びニーズに対応するための

技術開発の方向性を３点に集約し、以下に示す。 

 

（１）機能向上に対応した技術開発の方向性 

①ＭＥＭＳ技術等の導入 

②収集可能なデータの増加 

③情報通信技術の進展によるネットワークの高速化 

④大容量化 

⑤データ管理・分析技術の向上 

 

（２）環境配慮に対応した技術開発の方向性 

①自立電源機能 

②超低消費電力機能 

 

（３）管理技術に対応した技術開発の方向性 

①大量生産に対応できるプロセス 

②歩留まり率の向上 

③試験体・評価対象の整備 

 

３ 測定計測に係る技術において特定研究開発等を実施するに当たって配

慮すべき事項 

厳しい内外環境を勝ち抜く高い企業力を有する自律型企業へと進化す

るためには、川上中小企業者等は、以下の点に配慮しながら、研究開発



 

に積極的に取り組み、中核技術の強化を図ることが望ましい。 

 

（１）今後の当該技術の発展に向けて配慮すべき事項 

①産学官の連携に関する事項 

川下製造業者等、公設試験研究機関、大学等と積極的に連携し、事

業化に向けたニーズを把握しつつ、独創的な研究・技術開発を行うこ

とが重要である。その際、自らが有する技術についての情報発信を適

切に行い、円滑に研究開発が進むよう努めるべきである。 

②人材確保・育成及び技術・技能の継承に関する事項 

技術力の維持・向上に必要な人材の確保・育成のために、若手人材

のリーダーへの育成に努めるとともに、ベテラン技術者とのペアリン

グによる研究管理等により、技術・ノウハウを若年世代へ円滑に継承

していく必要がある。 

③生産プロセスの革新に関する事項 

製品開発過程においても、常に自動化、省エネルギー、省スペース

といったプロセスイノベーションを意識する必要がある。また、自由

度の高い製造工程と生産性の向上を目指し、研究開発段階においても、

積極的にＩＴ活用を図ることが望ましい。 

④技術体系・知的基盤の整備、現象の科学的解明に関する事項 

公的機関が提供する標準物質・計量標準等の知的基盤を有効に活用

しつつ、計測技術及びシミュレーション技術を用いて、自らの技術や

技能の科学的な解明に努めるとともに、技術や技能のデータベース化

を図りながら技術体系を構築していくことが重要である。 

⑤知的財産に関する事項 

自社が保有する技術を知的財産として認識し、管理していくことが

重要であり、その有効な手段である特許権取得を適切に図る必要があ

る。他方、特許出願すれば、その内容が公になることや、特許権の効

力は出願国にしか及ばないことから、特許出願せずにノウハウとして

秘匿する方が好ましい場合もあり、戦略的な対応が求められる。 

川下製造業者等は、川上中小企業者等と共同で研究開発等を行う場

合には、事前に知的財産権の帰属、使用範囲等について明確に取決め

を行うとともに、川上中小企業者等が有する知的財産を尊重すべきで

ある。 

 

（２）今後の当該技術に係る川上中小企業者等の発展に向けて配慮すべ

き事項 



 

①グローバル展開に関する事項 

積極的に海外市場の開拓を図るために、ターゲットとなる市場のニ

ーズに応じた製品開発を進める必要がある。海外展開を進める際には、

競争力の源泉となる技術の流出防止を徹底することが重要であり、流

出の懸念がある技術についてはブラックボックス化を進める等の対策

を講じるべきである。 

②取引慣行に関する事項 

川上中小企業者等及び川下製造業者等は、受発注時における諸条件

やトラブル発生時の対処事項等について契約書等で明確化することが

望ましい。また、下請代金の支払遅延や減額等の禁止行為を定めた下

請代金支払遅延等防止法や、取引対価の決定や下請代金の支払い方法

等について、親事業者と下請事業者のよるべき基準を示した、下請中

小企業振興法に定める「振興基準」を遵守し取引を行わなければなら

ない。 

③サービスと一体となった新たな事業展開に関する事項 

単なる製品の提供に留まらず、ユーザーや市場ニーズを満足させる

サービス・機能・ソリューションの提供を目指した研究開発を進める

ことが重要である。 

④事業の継続に関する事項 

自社の人材、インフラ、取引構造等について日頃から正確に把握し、

災害等が発生した場合の早期復旧とサプライチェーンの分断防止のた

め、危機対処方策を明記した事業継続計画（ＢＣＰ）をあらかじめ策定

しておくことが重要である。 

⑤計算書類等の信頼性確保、財務経営力の強化に関する事項 

取引先の拡大、資金調達先の多様化、資金調達の円滑化等のため、

川上中小企業者等は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小

企業の会計に関する指針」に拠った信頼性のある計算書類等の作成及び

活用に努め、財務経営力の強化を図ることが重要である。 

 

 


